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札幌市議会第一部予算特別委員会記録（第８号） 

令和８年（2026 年）３月 17 日（火曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 32 名（欠は欠席者） 

    委 員 長  かん の  太  一       副 委 員 長  わたなべ  泰  行   

    委   員  勝  木  勇  人       委   員  山  田  洋  聡   

    委   員  こんどう  和  雄       委   員  細  川  正  人   

    委   員  よこやま  峰  子       委   員  こじ ま  ゆ  み   

    委   員  伴     良  隆       委   員  松  井  隆  文   

    委   員  村  松  叶  啓     欠 委   員  三  神  英  彦   

    委   員  藤  田  稔  人       委   員  山  田  一  郎   

    委   員  ふじわら  広  昭       委   員  村  上  ゆう こ   

    委   員  中  村  たけ し       委   員  松  原  淳  二   

    委   員  うるしはら  直  子       委   員  あお い  ひろみ   

    委   員  おんむら  健太 郎       委   員  森     基誉 則   

    委   員  福  田  浩太郎       委   員  丸  山  秀  樹   

    委   員  前  川  隆  史       委   員  熊  谷  誠  一   

    委   員  小  形  香  織       委   員  太  田  秀  子   

    委   員  長  屋  いず み       委   員  荒  井  勇  雄   

    委   員  山  口  かず さ       委   員  成  田  祐  樹   

     委   員  丸  岡  守  幸 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 議 午後１時 

    ――――――――――――――     

●かんの太一委員長  ただいまから、第一部

予算特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、高橋委員からは山田

洋聡委員と、坂元委員からは荒井委員と交代す

る旨、届出がございました。 

 議事に先立ちまして、一言申し上げます。 

 先日の市民文化局関係の質疑では、皆様方に

おかれましては明瞭で簡潔な質疑に努めていた

だきましたこと、感謝申し上げます。 

 本日も、たくさんの質疑がございますけれど

も、引き続き、明瞭で簡潔な質疑にご協力いた

だきますよう、重ねてお願いを申し上げるとこ

ろでございます。 

 それでは、議事に入ります。 

 第３款 保健福祉費 第２項 子ども福祉費、

第 10 款 諸支出金 第２項 他会計繰出金中

関係分、議案第４号 令和８年度札幌市母子父

子寡婦福祉資金貸付会計予算、及び議案第 19

号 札幌市区保育・子育て支援センター条例の

一部を改正する条例案について、一括して質疑

を行います。 

●森 基誉則委員  私からは、２項目伺いま

す。 

 社会的養護自立支援拠点の運営と今後のネッ

トワークづくりについて、並びにヤングケアラ

ー支援についての項目です。 

 まずは、社会的養護自立支援拠点の運営と今

後のネットワークづくりについてです。 
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 我が会派は、これまでも社会的養護経験者等

の孤立を防ぎ、自立を支える支援の必要性につ

いて、継続して取り上げてまいりました。社会

的養護経験者、いわゆるケアリーバーですけれ

ども、このケアリーバーは、児童養護施設や里

親などの元を巣立った後、家族というよりどこ

ろがない中、社会に出ていくことになります。 

 そのため、住まいや就労、金銭面など、様々

な生活上の困難に直面しやすいことが指摘され

ています。また、大人になってから突然、過去

のトラウマ等がフラッシュバックするなど、精

神的な不調を来し、出社できなくなったり、誰

にも助けを求められず、孤立を深めてしまうケ

ースなども少なくないことが支援の現場から聞

こえてきます。 

 こうした困難を抱える若者たちが、社会の壁

にぶつかる前に気軽に訪れることができ、また、

ぶつかった際に再び頼ることができる場所、言

わば安全基地、これはセキュアベースとも呼ば

れておりますが、この安全基地となるよう、札

幌市は 2025 年８月から、北海道との共同運営

により、社会的養護自立支援拠点、ひだまりベ

ースを開始しました。 

 本事業は、児童養護施設等や里親の元を巣立

った方だけでなく、虐待経験等がありながらも、

これまで公的支援につながってこなかった方も

対象に、居場所の提供や生活相談、就労相談な

ど、専門的かつ包括的な支援を行う重要な取組

です。道との共同運営の開始から半年以上が経

過し、徐々に問合せや利用者も増えていると聞

いていますが、事業をより実効性のあるものに

していくためには、運営状況を丁寧に把握し、

成果や課題を整理していくことが重要です。 

 そこで、まず一つ目の質問です。 

 札幌市としてどのように運営状況を把握して

いるのか、また、その中で見えてきた事業の成

果と課題はどのようなものなのか、伺います。 

●宮本児童相談所長  社会的養護自立支援拠

点の運営状況の把握と事業の成果、課題につい

てお答え申し上げます。 

 受託事業者からの毎月の実績報告書によりま

して、各利用者の相談する支援経過等の報告を

受けているほか、定期的に拠点に出向き、北海

道及び受託者と打合せを行い、拠点の活動状況

の確認や意見交換を行いながら、運営状況の詳

細を把握しているところでございます。 

 事業の成果としましては、開設以降、週７日、

毎日拠点をオープンしている中で、利用者が１

人も訪れない日は数日しかなく、２月末現在で

利用登録者数が 208 人、うち、札幌市児童相談

所の支援経験のある方が 64 人となりまして、

多くの方が拠点につながっている状況でござい

ます。 

 具体的な相談内容としましては、２月の実績、

こちらは月集計となりますが、就労相談が 78

件、病院受診や健康の相談が 66 件、居住の相

談が 55 件など、ケアリーバー等が抱える様々

な困り事に対応しているところでございます。 

 徐々に活動が浸透し、利用者は着実に増加し

ておりますが、このひだまりベースは開設初年

度でもあり、困り事があるときに相談できる場

所があることを、これまで支援につながらなか

った方々を含む多くのケアリーバー等に知って

もらうため、本事業の周知をさらに広げていく

ことが今後の課題であると認識しております。 

●森 基誉則委員  北海道や受託事業者との

意見交換などで、密に情報共有を図って事業の

進捗や課題を把握しているということは理解い

たしました。 

 ただ、今の答弁でいきますと、利用人数や提

供した支援など、主に支援を提供する側から見

た取組状況について示されていたように思いま

す。 

 実際に支援につながり拠点を利用しているケ

アリーバー等が、この拠点をどのように受け止

め、どのような支援を求めているのかを把握す
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ることが、事業の質を高める上で重要と考えま

す。 

 そこで、次の質問です。 

 拠点を利用しているケアリーバー等からは具

体的にどのような声が出ているのか。 

 また、それら利用者の声を今後の事業運営に

どのように反映していく考えか、伺います。 

●宮本児童相談所長  利用者の声の把握と事

業運営の反映についてお答えいたします。 

 本年２月に拠点での打合せを行った際には、

利用者からも直接話を聞いておりまして、「施

設を退所した後に安心して過ごせる場所が必要」

「拠点につながったことで、自分も福祉サービ

スが利用できることが分かり、必要な支援を受

けられるようになった」「債務整理について法

律的な支援を受けられた」などの意見がござい

ました。 

 そうした中、拠点におきましては、利用者ミ

ーティングを定期的に実施し、利用者からの要

望により拠点での食事提供を週４日から週７日

に増やすなど、日々の活動や、随時開催するイ

ベントの企画に利用者の意見を反映しながら事

業の運営に努めているところでございます。 

 引き続き、受託事業者のみならず、札幌市と

しましても利用者の具体的な声の把握に努める

とともに、北海道との協議を重ねながら、より

効果的な事業の推進につなげてまいりたいと考

えております。 

●森 基誉則委員  ただいまの答弁で、安心

して過ごせる場所が必要といった声のほか、福

祉サービスや法的支援につながった事例など、

拠点を通じて様々な支援につながっていること

が示されました。 

 こうした声からは、ひだまりベースが安心し

て自分の困り事を話せる場所となっているとい

うことがうかがえます。 

 困り事は、相談窓口ではなく、日常の何げな

い会話の中から生まれることも多く、安心でき

る居場所であり、必要な支援へとつなぐ拠点の

役割は非常に大きいと考えます。 

 また、自分の声や希望が活動やイベントに反

映される経験というのは、これまで自分の意見

を表明する機会が十分ではなかったケアリーバ

ー等にとって、自分の声が大切にされる、ここ

にいていいんだという安心・安全を実感できる

貴重な体験であると考えます。 

 こうした支援をより広げていくためには、拠

点だけで完結するのではなく、地域の関係機関

や社会資源などとの連携を広げていくことが重

要であると指摘をさせていただきます。 

 その意味で、地域の関係機関とのネットワー

クづくりについても伺います。 

 拠点では、支援コーディネーターや生活相談

支援員、就労相談支援のほか、嘱託の心理士や

弁護士が、ケアリーバー等への専門的かつ包括

的な支援を行っています。 

 しかしながら、ケアリーバー等が札幌から道

内の他地域に転居する場合や、その逆のケース

も想定すると、拠点だけで道内全域の支援を担

うことには限界があると考えます。今後、利用

者の増加も見込まれる中で、各地域の関係機関

や社会資源との連携は不可欠です。 

 そこで、質問です。 

 拠点と地域の関係機関等とのネットワークづ

くりにどのように取り組んでいるのか、伺いま

す。 

●宮本児童相談所長  地域の関係機関とのネ

ットワークづくりについてお答えいたします。 

 札幌市内におけるネットワークづくりとしま

しては、児童養護施設や里親会はもちろんのこ

と、学校、地域の若者支援団体との間で連絡会

議や研修会を行いまして、ケアリーバー等が抱

える課題や拠点の運営状況の説明、各機関の役

割やノウハウの共有を行ったところでございま

す。 

 また、市外につきましても、出張キャラバン
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と称して、帯広、函館、岩内など道内８か所を

計 10 回訪問し、同様の取組を実施したところ

でございます。 

 今後も、このようなアウトリーチ型の活動を

通じて、北海道全域を視野に、それぞれの地域

における社会資源の実情に応じた顔の見える関

係性を構築し、ケアリーバー等の自立を後押し

する、きめ細やかなネットワークを強化してま

いりたいと考えております。 

●森 基誉則委員  道内各地への出張キャラ

バンを 10 回ほど実施したということで、児童

養護施設や里親会、学校、地域団体等と意見交

換を行うなど、拠点を中心にネットワークづく

りに取り組んでいる点は、大変重要であります。

その上で、我が会派としても評価したいと考え

ております。 

 拠点がハブとなり、アウトリーチ活動を行い

全道各地の社会資源と顔の見える関係を築いて

いくことは、ケアリーバー等にとって、頼れる

人や居場所の選択肢を広げることにつながりま

す。 

 実際に利用者から届いている声がありますの

で、少し紹介をさせていただこうと思います。 

 「私に初めての居場所ができました。つなが

って僅か数か月ですが私の人生は大きく変わり

ました。話を聞いてくれるスタッフや同じ利用

者の存在は、話してみようと思えるようになり、

心のよりどころとなっています。未来に希望を

持てなかった自分が、今では大丈夫と思える瞬

間が増え、生きていてもいいんだと思えるよう

になりました。」 

 冒頭でも述べさせていただいたんですが、こ

の事業は、児童養護施設や里親などの元を巣立

ったケアリーバーだけではなく、虐待経験など

がありながらも、これまで公的支援につながら

なかった若者も対象としております。困難を抱

える若者を社会の中で支えていくという、非常

に重要な取組であると認識しております。 

 ケアリーバー等への支援は、一度自立したか

らおしまいではなく、何らかのつまずきで再び

困難に直面した際に、いつでも戻ってこられる

長期的な伴走型の支援が必要です。自立という

のは、誰にも頼らず１人で何でもできるという

ことではありません。ましてや、孤立すること

でもありません。頼れる人、安心できる場所な

どがたくさんある人のことを自立した人間と呼

ぶのだと、私は考えます。 

 信頼できる人に頼りながら、安心して歩んで

いくこと、そして、時には一緒につまずきなが

ら歩んでいける関係こそが大切です。拠点とケ

アリーバー等との信頼関係、そして地域とのネ

ットワークを着実に築いていくためには、安定

して支援を提供できる事業の継続性が極めて重

要です。 

 今後も北海道と連携しながら、若者たちが安

心して頼ることのできる支援の仕組みを支えて

いくことを求め、次の質問に移ります。 

 この自立という考え方にも基づくんですが、

続いては、ヤングケアラー支援について質問を

させていただきます。 

 我が会派では、かねてから、ここに並んでい

ますうるしはら委員などを筆頭に、ヤングケア

ラー支援の重要性について議会で取り上げさせ

ていただきました。当初知られていなかったヤ

ングケアラーという言葉も、少しずつではあり

ますが一般的になってきたように感じています。 

 一方で、まだまだ道半ばだと思ったこともあ

ります。今年１月、兄弟の世話や家事を担う小

学生を取り上げたバラエティー番組の放送後、

ＳＮＳ上で両親への批判が相次ぎ、テレビ局が

その演出について謝罪するという騒動がありま

した。この一件からも、社会のヤングケアラー

に対する正しい理解は、まだ得られていないの

ではないかと感じたところです。 

 札幌市は、2021 年度の実態調査を皮切りに、

2022 年度はヤングケアラーガイドラインの策
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定、交流サロンや支援者研修の実施、2023 年

度には専用相談窓口の開設など、政令指定都市

の中でも早くからヤングケアラー支援に取り組

んできました。当事者一人一人に寄り添った支

援は、子どもの権利を尊重し、誰一人取り残さ

ないという本市の強い決意の表れと感じていま

す。今年度の事業も着実に実施されているとい

うことで、潜在化するヤングケアラーの早期発

見も期待しているところです。 

 そこで、質問です。 

 今年度の実績と、支援事業開始から４年目と

なり見えてきたヤングケアラー支援の課題につ

いて伺います。 

●斎藤子ども育成部長  ヤングケアラー支援

の今年度実績、そして、その中から見えてきま

した課題についてお答えを申し上げます。 

 今年の２月末時点におきまして、相談窓口で

あります札幌ヤングケアラーｎｅｔでの相談受

付件数ですが、ヤングケアラー当事者あるいは

教員等の支援者を合わせまして、延べ 550 件と

なっております。 

 また、ヤングケアラーが一休みできる居場所

機能と相談機能を併せ持つ交流サロンは中央区

の一軒家を借りて定期的に開催しておりますが、

こちらの参加人数は延べ 50 人となっておりま

して、花見や海水浴などの体験機会も提供し、

子ども、若者たちの貴重な休息の場となってお

ります。 

 また、支援の普及啓発を目的にヤングケアラ

ー支援研修を開催しております。こちらは、ヤ

ングケアラー経験者を講師に迎えて開催したも

のでございますが、基礎編の参加人数は 122 人、

支援者向けの実践編は 79 人で、参加者アンケ

ートも大変なご好評をいただいております。 

 一方で、支援を要するヤングケアラー世帯に

訪問支援員を派遣し、家事支援や育児、養育支

援を行うヤングケアラー世帯訪問支援事業とい

うのがございますが、こちらは利用世帯が３世

帯にとどまっております。この支援は、ヤング

ケアラーの負担を直接的に解消することができ

ますため、多くの世帯に利用していただきたい

ところではあるのですが、家の中に支援員が入

ることに、ご本人やご家族が不安や抵抗を示す

ということも多くありまして、世帯介入の難し

さが課題となっているところでございます。 

●森 基誉則委員  それぞれの取組について、

理解しました。 

 子どもはやはり遊ぶことが本業だと考えます

ので、サロン等を活用して、どんどん、どんど

んたくさん遊ばせて、そういった経験を積ませ

てあげていただきたいなと思います。 

 家庭に他人が入って家事をしてもらうという

ことなんですけれども、これは最初、誰もが抵

抗感があると思います。ましてや、ヤングケア

ラーがいる家庭では、なおさら保護者は自分た

ちが非難されていると感じて、支援に対して否

定的になること、これは想像に難くありません。 

 また、ケアの対象となる家族が誰なのかによ

っても状況はそれぞれ異なると思いますが、家

庭内の問題だからと周りに助けを求めなかった

りする場合など、介入はより難しくなると考え

ます。 

 そこで、次の質問です。 

 ヤングケアラーがいる家庭で支援の介入が難

しい場合どのような対応を心がけているのか、

伺います。 

●斎藤子ども育成部長  支援の介入が難しい

場合の対応についてお答えを申し上げます。 

 介入が難しい世帯は、養育の負担を１人で抱

えるひとり親世帯ですとか、経済的な困窮、保

護者の精神的不安定さなど、様々複合的な課題

を抱えながらも困りを自覚していなかったり、

あるいは、子どもがやりがいを感じていたりす

る場合が多い傾向にあるというところでござい

ます。 

 虐待などが疑われる場合、これはもう早急に
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入っていかなければいけないのですが、そうい

う場合を除きまして、家族や本人の意向を無視

した性急な介入は、その家族とヤングケアラー

ご自身の否定につながる場合もあり、慎重な対

応が求められるところと考えております。 

 そのため、支援につなげることを急ぐのでは

なく、学校等との連携した見守り体制を構築し、

介入の適切なタイミングを計ることが重要とな

ってまいります。また、ヤングケアラー本人に

は、いつでも助けを求めていいということを伝

えていくといった対応も心がけているところで

ございます。 

●森 基誉則委員  抱えている課題、非常に

これは複合的で複雑であります。どれもすぐに

解決できるものではないということ、その対応

について理解しました。 

 また、性急な介入というのはヤングケアラー

自身を傷つけてしまうおそれがあるなど、改め

てヤングケアラー支援の難しさというものを感

じたところです。 

 ヤングケアラーのような事案の場合、どうし

ても、すぐに支援の手を差し伸べるとか対策を

講じるべきだといったことを声高に叫びがちな

んですけれども、一筋縄にはいかないと理解し

ました。 

 理解はしましたが、やはり、しっかりやらな

ければいけないこともまた事実です。 

 そこで、最後の質問になります。 

 このような世帯に対し、次年度、札幌市で検

討している支援策等があれば伺います。 

●斎藤子ども育成部長  ヤングケアラー支援

の今後の取組についてお答えをさせていただき

ます。 

 来年度、支援の介入が難しい世帯や制度の利

用を迷っている世帯へのきっかけづくりとして、

食によるアプローチ事業を検討しております。

例えば相談員が家族みんなで食べてもらうお弁

当を玄関先でお渡ししたり、調理に時間がかか

らない食材を届けたりするなど、相手方の負担

にならない程度の交流を続けていくことで、支

援に対する不安や抵抗を解消していきたい考え

です。 

 そして、少しずつ信頼関係を築いて、本人や

家族の意向も十分に尊重した上で、ヤングケア

ラー世帯訪問支援の利用にもつなげてまいりた

いと考えております。 

 また、来年度は、市立学校に通う小学校５年

生から高校生を対象としまして、任意の記名式

によるヤングケアラー実態調査を行う予定です。

調査をきっかけに、自分はヤングケアラーかも

しれないと自身が気づくことによって、潜在化

しているヤングケアラーの把握に努めてまいり

たいと考えております。 

●森 基誉則委員  食を活用するのは非常に

すばらしいアイデアだと私も感じます。食とい

うのは人と人を結びつける力がありますので、

支援のきっかけづくりには効果的だと考えます。

時間はかかるかもしれませんが、丁寧に対応し

ていただくことを期待します。多くの世帯に対

応することがあるかもしれませんので、その際

はぜひ、子ども食堂など、地域の団体とも連携

するなど、多方面からの支援を検討していただ

ければと思います。 

 また来年度、札幌市立の小・中・高生を対象

とした、小学校５年生以上というお話でしたけ

れども、ヤングケアラー実態調査を実施すると

いうことでした。勇気を出して声を上げた児童

生徒の対応が抜け落ちることのないよう、教育

委員会とも連携して、丁寧な調査が実施される

ことを要望して、全ての質問を終わります。 

●熊谷誠一委員  私からは、社会的養護経験

者が直面する困難への対応と支援につなげるた

めの取組について、５歳児健診の効果的な実施

について、そして、保育人材の確保とさぽ笑み

の機能強化について、順次、質問させていただ

きます。 
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 初めに、社会的養護経験者についてでござい

ますけども、社会的養護を経験した若者たちは、

高校や大学の卒業などを節目に、施設や里親の

元から社会へと新たな一歩を踏み出します。し

かしながら、就職しても職場の人間関係等で悩

みを抱え、ひいては離職してしまうなど、様々

な困難に直面することが多々ございます。頼れ

る親族がいない若者たちにとって、失業は直ち

に住居や安定した生活を失うリスクに直結いた

します。 

 それにもかかわらず、お世話になった施設や

里親に迷惑をかけたくない、今の状況は知られ

たくないという複雑な思いから、周囲にＳＯＳ

を出せず、１人で孤立を深め、問題が深刻化し

てしまう例が少なくありません。 

 我が会派は、これまでも社会的養護経験者、

いわゆるケアリーバーの自立支援拠点の早期設

置をはじめ、自立支援拡充を強く訴えてまいり

ました。 

 前にも申し述べましたけれども、私の両親自

身が、この自立支援拠点の先駆けであったよう

な取組をしておりましたので、こうした取組に

も注視してきたところでございます。 

 札幌市が令和７年８月から北海道との共同運

営で社会的養護自立支援拠点ひだまりベースを

開設したことは大きな前進であり、一定の評価

をしているところでございます。 

 しかしながら、拠点を開設しても、支援を必

要とする当事者がそこにたどり着けなければ意

味はございません。困っている若者たちをどう

支援につなげるかは重要な課題だと考えており

ます。 

 そこで、一つ目の質問ですけれども、現在、

拠点を利用している方たちはどのような端緒で

支援につながっているのか、まずお伺いいたし

ます。 

●宮本児童相談所長  社会的養護自立支援拠

点へつながる端緒についてお答え申し上げます。 

 受託事業者からの実績報告に基づきますと、

児童養護施設等や里親、他の当事者といった社

会的養護関係者の紹介からつながるケースが６

割程度と最も多くなっております。次いで、地

域の若者支援団体や生活困窮者支援団体、ボラ

ンティアなどの関係機関からの紹介が３割程度、

残りの１割の方々は、受託事業者による周知活

動を通じて、拠点とのつながりのできた企業や

学校等からの紹介や、ＳＮＳでのつながりによ

るものとなっているところでございます。 

●熊谷誠一委員  現在、拠点を利用している

方は、出身施設など、関係者からの紹介が多い

ということを理解いたしました。 

 しかしながら、そうしたつながりを持ってお

らず孤立している若者は、まだ多くいるのでは

ないかと考えます。 

 先ほども述べましたけれども、頼れる人がい

なく、ＳＯＳを発信することが難しい社会的養

護経験者等が、社会でつまずき離職してしまう

と、直ちに居住や安定的な生活を失う状況に陥

ってしまいます。 

 そこで、二つ目の質問ですけれども、仕事が

うまくいかず住居を失った、または失うおそれ

のある社会的養護経験者等に対してどのような

支援を行っているのか、お伺いいたします。 

●宮本児童相談所長  住居を失うおそれのあ

る社会的養護経験者等への支援についてお答え

いたします。 

 社会的養護経験者等の中には、自身が利用で

きる制度を知らない、サービス利用の相談や手

続が苦手な方も一定数おりまして、拠点の支援

員が制度の説明やサービス利用申請へ付き添う

など、一人一人の利用者に寄り添った支援をし

ているほか、生活困窮者支援団体などと連携し、

住居確保の支援を行っているところでございま

す。 

 また、拠点には、社会的養護経験者等が帰る

家を失っている場合に一時的に滞在し、住居や
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生活の支援を行うシェルター機能がございまし

て、２月末時点で５名、延べ 167 日間の利用が

あったところでございます。 

 この拠点事業のほかにも、国の制度改正を受

け、施設等から一度社会に出た若者が自立の過

程で行き詰まった際には、一定の年齢を超えて

も、これまで生活してきた施設等に戻ることを

本人が希望した場合には、新たな自立を目指す

ための支援を受けられるようになるなど、社会

的養護経験者等に対する重層的な支援が進んで

いる状況でございます。 

●熊谷誠一委員  拠点への直接的な支援のほ

かに、制度が拡充され、居住支援を行っている

ということは分かりました。 

 しかしながら、充実した支援を用意いたしま

しても、支援につながらなければ意味はござい

ません。 

 自立を困難にする離職等を防ぐためには、関

係者や当事者だけではなく、企業の経営者等も

社会的養護や支援拠点について知っていなけれ

ば、身近で困っている若者がいても、いざとい

うときに拠点に結びつけることができないので

はないでしょうか。 

 そこで、最後の質問ですけれども、社会的養

護や自立支援拠点の認知度を上げ、困っている

若者を支援につなげるために今後企業等とどの

ように連携していくのか、お伺いいたします。 

●宮本児童相談所長  支援につなげるための

企業等との連携についてでございます。 

 企業等との連携の例としましては、今年度拠

点が行った職業体験会に協力した 15 社の中に

は中小企業家同友会のメンバーも入っておりま

して、拠点と各種企業とのネットワークづくり

が始まっているところでございます。 

 そのほかにも、企業、施設、地域の若者支援

団体等が集まるシンポジウムを開催し、この中

では社会的養護経験者が自らの体験を語ったほ

か、有識者による社会的養護経験者の実情の説

明や、企業経営者も交えたパネルディスカッシ

ョン、参加者による意見交換を行うなど、社会

的養護、及び本拠点の認知度の向上と理解促進

にも取り組んでいるところでございます。 

 今後も拠点を中心とするこのようなネットワ

ークをさらに広げる中で、困難に直面した若者

が仕事を辞めてしまう前に、適切に支援につな

がることができるよう、協力企業の拡大と連携

強化に取り組みながら、社会的養護経験者等へ

の自立支援を強化してまいりたいと考えており

ます。 

●熊谷誠一委員  まず協力企業の拡大という

ことでございましたので、ぜひともそこに努め

ていただきたいと思います。 

 社会に出て、１日の大半を過ごすことになる

のが職場であり会社ですので、当事者はもちろ

ん、経営者もこうした取組を知ることが大切だ

と思います。会社の経営者、上司や同僚が、こ

うした窓口、取組、拠点があることを知ってい

たり聞いたことがある、そうしたことでそっと

寄り添えることがあるのではないかと思います

ので、ぜひ今言われたネットワークを広げ、連

携強化に努めていただくよう、また状況によっ

ては次の拠点の設置の検討を進めていただくよ

う要望し、この質問を終わります。 

 次に、５歳児健診の効果的な実施についてお

伺いいたします。 

 これまで乳幼児健診は、病気や障がいの早期

発見、発達課題のスクリーニングに加え、孤立

した保護者への子育て支援や虐待防止など、子

どもの育ちと子育て支援に大きく寄与してきた

ところでございます。特に５歳児は、言語の理

解能力や社会性が高まり、発達の特性が認知さ

れやすい時期であり、この時期の適切な支援が

その後の成長に大きく影響いたします。 

 本市では、他市に先駆けて 10 年前より任意

での５歳児健診を実施してきましたが、我が会

派は昨年の予算特別委員会の質疑において、全
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ての５歳児を対象とした健診の必要性を訴え、

検討する旨の答弁があったところでございます。 

 そして本定例会、我が会派の竹内議員の代表

質問では、今後の５歳児健診の方向性について

質問いたしました。 

 答弁では、令和８年度から、これまでの任意

健診に加えて、保育施設などでの健診の機会の

ない未就園児をまず対象に健診を実施するとの

考えを示していただいたところでございます。

新たな５歳児健診の第一歩を踏み出したものと、

高く評価しているところです。多くの５歳児は

就園していると思われますが、未就園児の中に

は様々な事情があることも予測され、例えば医

療的ケアが必要なお子さんなど、健診を受けに

行くことが難しいご家庭もあると推察いたしま

す。 

 そこで質問ですけれども、令和８年度の未就

園児を対象とした健診の具体的な方法について

お伺いいたします。 

●安田母子保健担当部長  ５歳児健診の効果

的な実施について、未就園児を対象とした健診

の具体的な方法についてお答えいたします。 

 まずは、５歳の誕生日の頃に健診対象者全員

へ案内文とセルフチェック表を郵送いたします。

特にその中で、保育園、幼稚園、認定こども園

に通園されていない未就園児は、保健センター

で実施する５歳児健診の受診を勧めます。 

 その後、健診予定日を過ぎても受診されてい

ない未就園児に対しては、文書や電話などで状

況確認をいたし、既に医療機関などで発育・発

達の確認や相談につながっている方を除いて、

改めて５歳児健診の受診を促してまいります。 

 しかし、ほかにも健診を受診できない理由は

様々ありますので、個別の事情を丁寧に把握し、

困り事がある場合には相談支援を行うなど、状

況に応じた対応をしてまいります。 

●熊谷誠一委員  支援の必要性が高い未就園

児に対して５歳児健診が実施されること、受診

できない方に対しても、個別の事情に応じて丁

寧に対応するとのことで、まずは安心したとこ

ろでございます。 

 一方で、保育施設に入ってから初めて発達の

特性に気づくケースもあることからも、我が会

派としては、やはり就園児も含めた全ての５歳

児が健診を受診し、必要な支援につながること

が望ましいと考えます。 

 そこで質問ですけれども、令和８年度の就園

児への５歳児健診の勧め方についてお伺いいた

します。 

●安田母子保健担当部長  就園児への５歳児

健診の勧め方についてお答えいたします。 

 就園児は、集団生活や園での定期健康診断等

の機会の中で、困り事や発育・発達の特性に気

づきを得ることができますが、認可外保育施設

については定期健康診断の手法が定められてお

りません。 

 そこで令和８年度は、認可外保育施設におけ

る定期健康診断の方法や内容について、また、

保育施設側が捉える園児の発達特性や課題につ

いて把握するための実態調査を実施いたします。

就園児を含めた将来にわたる持続可能な健診体

制となるよう検討を続けてまいります。 

●熊谷誠一委員  新年度からスタートする未

就園児の健診に加え、次なる取組として、就園

児の中でも、まずは施設による健康診断の手法

の定めがない認可外保育施設の定期健診や、課

題を把握する実態調査を行うとの考えを示して

いただいたと思います。 

 新年度から第一歩を踏み出す５歳児健診です

けれども、今後は他の乳幼児健診と同様に、全

ての５歳児が健診を受診できるような体制の構

築を求めて、この質問を終わります。 

 最後に、保育人材の確保と、さぽ笑みの機能

強化についてお伺いいたします。 

 本市では、これまで認可保育所の整備や幼稚

園の認定こども園への移行を積極的に進め、保
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育の受皿の拡大を図ってまいりました。しかし、

どれだけ施設を整備しても、そこで働く保育士

がいなければ、子どもたちが安心して保育を受

けることはできません。 

 我が会派は、これまで保育士の処遇改善とと

もに、保育を担う人材の確保を最重要の課題と

して、これまで何度も質疑で取り上げてきたと

ころでございます。国においても、保育人材の

確保は恒常的な課題としており、保育人材確保

の強化を図る必要があることから、保育士・保

育所支援センターを法定化し、政令市において

はその設置が努力義務とされ、今後、ガイドラ

インも示される予定と聞いております。 

 この点、本市では先んじて、札幌市保育人材

支援センター、さぽ笑みを平成 28 年度に開設

し、市の保育人材確保の中核として、保育士と

して働きたい人たちに寄り添いながら、多くの

潜在保育士などの再就職を支援してきたものと

承知しております。 

 そこで、まず初めの質問ですけれども、さぽ

笑みがどのような取組を進めてきたのか、お伺

いいたします。 

●山縣支援制度担当部長  さぽ笑みのこれま

での取組についてお答えいたします。 

 保育士の平均勤続年数が他職種と比べ短いこ

とに着目し、早期離職を防ぎ長く働き続けられ

る取組が重要と考えまして、さぽ笑みでは中長

期を見据えた人材定着を目指した丁寧なマッチ

ングを行ってまいりました。 

 具体的には、保育士資格を持つコーディネー

ターが求職者と保育施設双方の意向を把握して

マッチングを行い、現場への復帰に不安を抱え

る方々には施設への同行訪問などを実施してき

ました。採用に至った方々からは、要望を酌み

取り最適な求人を紹介してもらえたですとか、

見学の同行など、丁寧な対応で就職活動に前向

きに取り組めたといった声が寄せられておりま

して、一定の評価を得ているものと認識してお

ります。 

●熊谷誠一委員  就職活動を行う潜在保育士

等の状況に配慮して、今ご答弁があったように、

施設への同行支援など、丁寧なマッチングによ

る現場復帰に向けた相談支援体制を整えてきた

ことは評価できるところでございます。 

 しかしながら、本市が実施した令和６年度保

育士等実態調査の結果では、約３割の施設で、

依然として 313 名の保育士等が不足している現

状が明らかになりました。 

 不足の主な要因としては、以前から指摘され

ている、募集を行っても応募が集まらないが最

も多く、これに加えて、保育士等の退職・休職

も令和５年度調査より割合が増加し、多くの施

設で要因として挙げられております。 

 さらに、園からは、採用しても早期に離職し

て定着しないといった声が今なお聞かれるため、

従来のマッチングの実施に加えて、せっかく採

用した職員が長く働き続けられるような、離職

防止と定着に向けた、より踏み込んだ支援が求

められているのではないかと考えているところ

でございます。 

 そこで質問ですけれども、このような状況を

踏まえ、新年度からのさぽ笑みで機能の強化を

する考えはあるか、お伺いいたします。 

●山縣支援制度担当部長  さぽ笑みの新年度

からの機能強化についてお答えいたします。 

 離職防止に向けては、丁寧なマッチングによ

る採用への支援にとどまらず、その後も状況把

握をはじめとした施設への継続的なフォローも

重要と認識しております。このような考えから、

さぽ笑みの機能を拡充し、保育施設に寄り添い

伴走支援する保育施設コーディネーターを新た

に設置しまして、採用と定着の両面から支援を

強化する考えでございます。 

 この配置により、採用支援として園の魅力が

伝わる求人内容の助言、また定着支援としては、

採用後に施設へのヒアリングを行いまして、状
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況に応じて働きやすい環境づくりに向けた提案

を行うなど、早期離職の防止に向けて取り組ん

でまいりたいと考えております。 

●熊谷誠一委員  今ご答弁いただきましたと

おり、保育施設コーディネーターの配置により

採用と定着の両面から支援を強化する新たな取

組、こちらを評価させていただきたいと思いま

す。 

 長引く少子化の中で新卒の保育士確保も難し

くなっております。そのような状況では、今働

いている保育士が継続していってもらえるよう

な取組は大変重要でございます。大切な乳幼児

保育の環境整備の中でも、保育人材の確保と定

着は喫緊の課題です。本市独自の取組として成

果を上げてきたさぽ笑みによる取組をはじめと

して、保育士の定着に向けた環境のさらなる拡

充を求めさせていただいて、私からの全ての質

問を終わります。 

●長屋いずみ委員  私からは、思春期ヘルス

ケア事業について、２点伺います。 

 本事業は、2002 年度から、保健センターの

医師や保健師が小・中・高校に出向き、命の誕

生や性感染症、たばこ、アルコールの害などに

ついて健康教室を実施してきたものであり、今

年で 24 年目を迎えます。 

 思春期は、心身の発育・発達が著しく、子ど

もから大人への移行期として葛藤を生じやすい

時期であると同時に、生涯を通じた健康な生活

習慣の形成基盤となる極めて重要な時期です。 

 近年、性行動の若年化や、ＳＮＳを通じた性

トラブル、性感染症の拡大、さらには孤立した

妊娠や出産など、現代社会の深刻な問題の背景

には、思春期における適切な知識と支援の在り

方が深く関わっています。 

 そうした中、母子保健と学校教育が連携し、

子どもたちに正しい知識を伝える本事業の役割

は大変重要です。本事業のうち授業支援事業は、

2017年度には実施校数が137校まで実績を伸ば

しました。 

 ところが、2018 年度以降、大幅に減少し、

2024 年度は小学校 27 校、中学８校、高校７校、

合計 42 校にとどまっており、参加者数も約

4,000 人と、2015 年度の約１万 6,500 人から大

幅に減少しております。 

 そこで質問ですが、なぜこのような実績の推

移となっているのか、伺います。 

 また、実際に授業を受けた子どもたちや学校

側からはどのような反応が寄せられているのか、

お聞きいたします。 

 あわせて、授業実施後の学校へのフォローの

状況や、授業支援が届いていない学校への対応

も含め、授業支援事業の実績とこれまでの経過

についてお伺いいたします。 

●安田母子保健担当部長  思春期ヘルスケア

事業について、授業支援事業の実績と経過につ

いてお答えいたします。 

 平成 14 年度から実施している授業支援事業

では、保健師等が学校へ出向き、学校との連携

の下、性や健康に関する正しい知識の普及啓発

を図ってまいりました。授業中の児童生徒の反

応は大変熱心で、自分や周りの人を大切にしよ

うと思った、親に感謝しているなどの感想が得

られるなど、授業前後のアンケートの結果から

も、授業を通して理解が深まったことが分かり

ました。 

 このように、本事業を利用した多くの学校と

連携を図り、性に関する取組の経験値は高まっ

てまいりましたところですが、ご指摘の減少の

経過についてでございますけれども、平成 30

年度以降は、これまで本事業を利用したことが

ない新規校や保健師による地域特性の把握によ

り、特に支援が必要と判断された学校を優先し

て実施する方針に変更いたしました。 

 なお、既に事業を利用したことがある学校に

対しても、学校が継続的かつ系統的に事業に取

り組めるよう、赤ちゃん人形や妊婦体験ジャケ
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ットなどの教材を貸し出す連携推進事業を実施

しております。この事業の参加人数は、平成

28 年度は 3,500 人、最近の令和６年度では

8,000 人となっております。 

 学校と保健センターとの連携強化によって、

多くの児童生徒に正しい知識の提供が図られて

いると考えております。 

●長屋いずみ委員  札幌市教育委員会の性に

関する指導の手引にも、学校教育との連携の下、

思春期ヘルスケア事業として、保健センターの

専門職が学校に出向き、継続的、系統的な健康

教育を行うことが明記されております。 

 しかし、ネットワークづくり重視と、赤ちゃ

ん人形などの貸出しを通じて支援する連携推進

事業、この強化では、保健師など専門職が子ど

もたちに直接語りかける授業支援事業とは役割

が異なり、代替とは言えないと考えます。2022

年度の札幌市エイズ対策推進協議会において、

委員から、札幌市エイズ予防対策実施計画案に

盛り込まれていた思春期ヘルスケア事業が実施

状況から抜けていたことについて疑問が呈され

ています。 

 あわせて、小学校、中学校、高校と系統的、

継続的に行うことが必要であり、小学校でやっ

たことを中学校で深め、さらに高校で深めるこ

とが必要との指摘もされています。 

 また、専門職が学校に出向いて話をする機会

は子どもたちにとって非常に貴重であるとの意

見も出されておりました。本事業は子どもたち

にとって、知識の習得にとどまらず、自分自身

の健康について、また、相手を思いやる、こう

いったことを主体的に考える力を育てるという

点でも重要です。また、学校の自立的な取組を

支援することと、専門職による直接的な授業支

援を継続、充実させることは決して矛盾しませ

ん。 

 次に、この事業を支える人材育成について伺

います。 

 国際ＮＧＯプラン・インターナショナルが全

国高等学校ＰＴＡ連合会の協力を得て今年１月

に発表した保護者意識調査によると、高校生の

保護者の約 76％が学校での性教育を必要と考

えており、安心できる担い手として、助産師、

看護師などの専門家を挙げた方が約 72％、学

校の先生と外部専門家が連携した授業が 65％

に上っています。この結果は、保健センターの

医師、保健師のような専門職が子どもたちに直

接関わることへの社会的な期待の高さを示して

いると言えます。そうした期待に応え、子ども

たちを取り巻く環境の急速な変化にも対応して

いくためには、担当職員の専門性の継続的な向

上が不可欠です。 

 そこで質問ですが、思春期保健に対応する職

員の人材育成について現在どのような取組を行

っているのか、伺います。 

●安田母子保健担当部長  職員の人材育成に

ついてお答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、思春期特有の複雑な課

題に対応するためには、関係職員の専門性向上

のための人材育成が不可欠と考えております。 

 具体的な人材育成の一例を挙げますと、保健

センターの保健師等を対象とした若者の性に関

する研修会を実施し、専門知識の習得を促すと

ともに、研修の場に学校の養護教諭等にも参加

いただき、学校における取組について学んだり、

情報共有を図る機会を設けております。 

 今後も引き続き、ライフステージに応じた性

と健康の普及啓発を推進できますよう、関係機

関と連携し、人材育成にもより一層取り組んで

まいります。 

●長屋いずみ委員  養護教諭も同席した研修

も行っているとのことでした。 

 担当職員一人一人の専門性こそが、子どもた

ちに届く授業の質を支えると考えます。助産師

や医療機関など、地域の専門家とのネットワー

クを活用した研修機会の充実や、他都市の先進



 

307 

的な取組との情報交換も積極的に進めていただ

くよう、要望いたします。 

 授業支援事業を縮小し、ネットワーク強化、

連携推進事業へシフトしてきた経緯があります。

連携推進事業の効果を客観的に把握することは

容易ではないと感じます。だからこそ、どのよ

うな指標で事業を評価するのか、関係者ととも

にぜひ検討し、その結果を施策に生かす仕組み

をつくっていただきたいと思います。その上で、

専門職による直接的な授業支援事業の再強化に

踏み出していただくよう求めます。 

 子どもたちの健康と未来を守るため、思春期

ヘルスケア事業を充実した事業として引き続き

取り組んでいただくことを要望して、質問を終

わります。 

●荒井勇雄委員  私からは、さっぽろ結婚支

援センターの取組についてと４月の改正民法導

入について、２点大きくお伺いしたい、このよ

うに思います。 

 まず、さっぽろ結婚支援センターの取組につ

いてです。 

 登録期限を迎える会員数についてですが、さ

っぽろ結婚支援センターの会員数を増やすため

の取組についてお伺いします。 

 このセンターは令和６年７月に開設し、会員

専用マッチングシステムを用いたオンライン婚

活サービスの提供を開始したのが同年９月であ

ったとお伺いしております。また、会員登録期

間は入会申込みから２年であるため、令和８年

度には、開設年度に入会登録をされた会員が順

次、登録時期を迎えることとなると思われます。 

 そこで、質問です。 

 令和８年度に会員登録の更新を迎える会員数

と会員全体に占める割合はどの程度なのか、お

伺いいたします。 

●斎藤子ども育成部長  さっぽろ結婚支援セ

ンターの登録期限を迎える会員数と割合につい

てというご質問でございます。 

 センターの本格稼働後２年が経過します令和

８年、今年の９月末日に登録期限を迎える会員

数は、今年の３月 10 日時点の数になりますが、

244 人の見込みとなっております。 

 その後、毎月月末に登録期限を迎える会員が

順次生じてまいりますが、令和８年度末までに

登録期限を迎える会員数は約 880 人、全体の６

割程度となる見込みでございます。 

●荒井勇雄委員  続きまして、更新対象の会

員へのアプローチについてお伺いしたいと思い

ます。 

 ただいまのご答弁により、更新時期を迎える

会員が大きなウエートを占めていることが分か

りました。また、札幌の結婚支援センターにお

いて、令和８年９月に初めて会員の更新時期を

迎えることとなるということでしたが、更新時

期を迎える会員の方々に、入会当初のモチベー

ションを維持しつつ、このセンターで婚活を続

けていただくことは、センターにおける活動の

活性化の維持という観点から重要なことと考え

ます。 

 そこで、質問させていただきます。 

 更新対象の会員に対して継続入会を促すため

にどのようなアプローチをするのか、お伺いい

たします。 

●斎藤子ども育成部長  更新対象会員へのア

プローチについてのご質問でございます。 

 更新に際しましては、独身証明書などの確認

が改めて必要となります。そのため、更新期限

の３か月前から手続方法に関する具体的なご案

内を丁寧に複数回行っていく予定でございます。 

 また、婚活では、お見合いですとか交際が不

成立になる理由について客観的な視点も重要と

なってきますことから、２年間の活動に関する

振り返り面談というものを実施いたします。具

体的には、希望者に対しまして、今までやこれ

からの活動のフォローアップを丁寧に行い、活

動へのモチベーションの維持・向上を図ってい
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ただきたいと考えております。 

●荒井勇雄委員  続きまして、新規入会登録

に向けた対応について、お伺いしたいと思いま

す。 

 更新対象に対するフォローについて理解しま

した。一方、この事業をさらに発展させていく

ためには、継続入会もさることながら、新規入

会登録者数を伸ばしていくことを常に意識する

ことが重要であり、現在も努めていることかと

思います。 

 そこで３点目、質問させていただきます。 

 新規入会登録者数を獲得するために、来年度

どのような手法を取っていくのか、お伺いいた

します。 

●斎藤子ども育成部長  新規入会登録に向け

た対応についてのご質問でございます。 

 令和８年度から、センターへの入会を迷って

いらっしゃる方々も気軽に参加していただける

よう、オンライン入会説明会ですとかオンライ

ンイベントを新たに実施し、新規会員獲得につ

なげていきたいと考えております。 

 これらの取組を実施することで、センターに

おける会員数のさらなる増加と活動の活性化を

図りまして、結婚を望む方々のライフプランの

実現に、より一層寄与してまいりたいと考えて

おります。 

●荒井勇雄委員  こちらの結婚支援センター

の取組についてなんですけれども、公明党の前

川委員が大変お力を入れていたということで、

実はこの取組に関して我が会派の坂元委員が、

私も陰でぜひ推していることで、今回ぜひ、大

変恐縮なんですけど、前川先生にもお断りを入

れて質問させていただきまして、我が会派も応

援しているということで、お伝えさせていただ

きました。 

 続きまして、改正民法についてお伺いいたし

ます。 

 子どもの最善の利益の定義について、私から

お伺いさせていただきたいと思います。 

 札幌市では、平成 21 年に札幌市子どもの権

利条例を施行し、この条例に基づき子どもの権

利の保障を進めております。 

 しかしながら、市民及び当事者の方々から、

結局、子どもの最善の利益というのは、同居親

の最善の利益を子どもの最善の利益とすり替え

ているだけではないのかという痛烈な批判と不

満の声が上がっております。 

 虐待等の正当な理由がないにもかかわらず、

一方的な申立てをもって実の親から引き離され

ることが、子どもにとって本当の最善の利益で

あるはずがないと考えております。 

 そこで、質問です。 

 本市といたしまして、子どもにとっての最善

の利益の定義について、改めてお伺いいたしま

す。 

●斎藤子ども育成部長  子どもの最善の利益

の定義についてのご質問でございます。 

 子どもの最善の利益とは、子どもが自立した

社会性のある大人へと成長するために何が最も

よいことかを大人が考え、それにより子どもが

得られる利益のことで、大人が子どもに影響を

与える決定をする際に、常に念頭に置くべきも

のであります。 

 最善の利益の内容は、子ども一人一人の状況

で異なりますため、年齢や発達段階など様々な

要素や子どもの意見を尊重した上で、その子に

とって何が最もよいことなのかを総合的に考え、

判断する必要があるというものでございます。 

●荒井勇雄委員  ただいまのご答弁をお伺い

しまして、昨日も親子阻害について私は取り上

げさせていただいたんですけれども、大変安心

したというか、ぜひ、この概念は必ずしも子ど

もの意見の全てを取りあげるのではなく、子ど

もの成長の観点、発達の観点から考えていくと

いう、判断していくというのが大変重要だとい

うことが、改めて今後、社会にとって重要なこ



 

309 

とだなと考えております。 

 ぜひ普及啓発、なかなか浸透しないところで

すけれども、取り組んでいただきたいと、この

ように思います。 

 続きまして、外国人による保育園優先枠の確

保の実態についてお伺いしたいと思います。 

 本州の複数の地域で、外国人の方が生活保護

を受けまして、ＤＶの支援措置を悪用し、子ど

もを連れ去り、保育料の無償化優先枠を確保し

たという事例が問題になっているのはご存じで

しょうか。 

 本市が国際金融都市を目指すに当たり、今後

はこのような問題も予想されてまいります。 

 そこでお伺いいたしますが、財政健全化に向

けて、今後はこのような制度の悪用に対して対

策を取るべきと考えますが、外国人による保育

所の優先入所について、本市としての考えをお

伺いいたします。 

●山縣支援制度担当部長  外国人による保育

所の優先入所についてお答えします。 

 外国籍であることを理由とした優先制度とい

うのは設けておりませんので、適法な在留資格

の要件を有して札幌市に在住の方であれば、国

籍を問わず、定められた基準に基づきまして、

保育の必要性が高い方から順に入所が決定して

いるというものでございます。 

 その上で、申請内容等に疑義が生じた場合な

どには必要な事実確認を行うなど、制度の適正

な運用に向けて、厳正に対応していく考えでご

ざいます。 

●荒井勇雄委員  続きまして、関連の保育現

場の負担軽減についてお伺いしたいと思います。 

 保育園の現場における外国人保護者等の対応

は、言葉や文化の壁もあり、通常の共働き家庭

よりもはるかに負担が大きいとお伺いしており

ます。 

 そこでお伺いしますが、本市は現場の保育士

のお声をどのように把握し施策に反映されてい

るのかをお伺いします。 

●山縣支援制度担当部長  現場の声の把握と

施策への反映についてお答えします。 

 保育現場において、外国人の保護者とのコミ

ュニケーション等に苦慮しているという声は実

際に聞いているところでございます。 

 これまでも、保育団体との定期的な意見交換

会などを通じて現場の声を把握しておりまして、

翻訳機の導入費用の支援ですとか、保育の周辺

業務を担う職員を配置した場合の補助金などの

支援を行ってきたところでございます。 

 今後も、現場の負担軽減に向けまして、実態

把握に努めるとともに、必要な支援を検討して

いきたい考えです。 

●荒井勇雄委員  続きまして、改正民法の周

知についてお伺いいたします。 

 改正民法の周知徹底と行政不作為による訴訟

リスクの回避についてです。 

 先般 2025 年 11 月４日、東京都世田谷区にお

きまして、離婚に際し、親権を相手方に渡した

くないというゆがんだ動機から、親が生後３か

月の長女を刺殺してしまったという極めて凄惨

な事件が発生いたしました。この悲劇の背景に

は、改正民法で定められた父母間の人格尊重、

協力義務や共同親権制度自体への移行に関する

正しい情報が当事者に届いていなかったという

行政の周知不足が指摘をされております。事実、

世田谷区に対して、適切な周知がされていれば、

この子どもの犠牲は防げたはずだとして賠償責

任を問う声も上がっております。 

 法務省は、父母間の協力義務に違反する行為、

不当な引き離しや阻害行為等があった場合、親

権者の指定の変更、親権喪失、停止の審判にお

いて、その内容が考慮されるとＱ＆Ａの２の７

に明確に見解を示しているところです。この文

言を市のホームページに明記することは、過激

な行動に走ろうとする親への強い抑止力となり、

同時に、行政は正しく法を市民に周知していた
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という最大限の防御策になると考えます。 

 本市がこの警告を明記しないまま世田谷区の

ような事件がもしも発生した場合、市は周知を

怠ったとして法的責任を免れないと考えます。 

 このような観点から、世田谷区、足立区をは

じめ、政令都市では仙台市、都道府県では熊本

県、山口県をはじめとした、今現在、全国の

400 自治体がホームページで既に行政として訴

訟のリスクを回避するために、明記しておりま

す。 

 また、先般なんですけど、杉並区のホームペ

ージで、侵害の程度によっては損害賠償の義務

等が生じることもあると、もう一歩踏み込んだ

内容、こちらは法務省のＱ＆Ａ、４の８に関連

しまして明記することがありました。 

 本市においても、同様の悲劇を繰り返さない

ために、また市民の命を守り、かつ市の財政を、

不必要な賠償リスクを避けるためにも質問させ

ていただきますが、親子交流と人権尊重協力義

務、そして同様の文言を即刻追記すべきと考え

ますが、４月までに掲載する予定があるのかを

お答え願います。 

●札場子育て支援部長  改正民法の周知につ

いてお答えいたします。 

 このたびの民法改正を受けまして、父母双方

が離婚後も適切な形で協力し、子どもの養育に

関わることができるよう広く関係する制度や考

え方を周知することは重要であると認識してお

ります。 

 そのため札幌市では、さっぽろ子育て情報サ

イトにおきまして、法務省が作成した離婚後の

子の養育に係る制度や考え方を紹介するパンフ

レット、Ｑ＆Ａ等、これにつきまして直接確認

できるように案内ページを設けているところで

ございます。 

 引き続き、改正民法が施行される４月に向け

まして、制度の紹介に加えて、親権問題の相談

先や札幌市の養育費確保支援に係る取組を加え

るなど、必要な情報発信に努めてまいりたいと

考えております。 

●荒井勇雄委員  なかなか法改正の趣旨の周

知が、日本全国含めまして、札幌市も別居親の

方々、同居親の方々にも進んでいないというよ

うな状況です。あまり報道が進んでいないのも

関係しているんですけれども、なかなか、取り

組んでみますと、制度がいろいろ変わるという

のが大きく、例えば保育園事業ですとかも含め

て、課題が多く今後発生してくるので、ぜひ周

知活動というのは大切だと考えておりますので、

引き続き周知のほうをよろしくお願いしたいと

思います。 

 続きまして、ひとり親の言葉について、お伺

いいたします。 

 本市は、共生条例を可決し、多様な生き方を

尊重するために予算措置を講じておりますが、

行政が使用する「ひとり親」という用語につい

て再考を求める立場から質問をさせていただき

ます。 

 この言葉は、もう一方の実親の存在を透明化

させ、改正民法に掲げる父母双方による養育と

いう人格尊重の理念に逆行する差別的響きを持

つとの指摘が当事者から挙がっております。 

 精神的苦痛を訴える市民に対し、本市はひと

り親という言葉を廃し、実態に即した別居親家

庭や共育家庭といった呼称へと是正措置を講じ

るべきと考えますが、今後の指針をお伺いいた

します。 

●札場子育て支援部長  ひとり親という言葉

についてお答えいたします。 

 ひとり親という用語につきましては、母子家

庭または父子家庭の親を意味するものとして、

国の法令や諸制度におきまして広く使われてお

りまして、社会生活においても世帯状況を表す

ものとして一般的に使用されているものと認識

しております。 

 このため、現時点で用語の変更は想定してお
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りませんが、国や他自治体の動向も注視してま

いりたいと考えております。 

●荒井勇雄委員  今の４点目の質問は、なか

なか厳しい質問なのかなと思いますが、事実上、

共生条例を可決した本市としては、積極的に前

向きに検討していただきたいなという、このよ

うに思います。 

 最後に、親子交流支援事業についてお伺いし

たいと思います。 

 改正民法の立法趣旨は、親子の縁結びとして、

離婚しても親子断絶にならないことであり、国

会ではまさしくその子の利益について話合いを

されておりました。 

 この中でも、親子交流が中核的役割を担って

おりますが、本市における親子交流支援の取組

の有無、及びその内容についてお教えください。 

●札場子育て支援部長  親子交流支援事業に

つきましてお答えいたします。 

 現在、札幌市では、離婚後の親子交流を支援

する制度はございませんが、このたびの法改正

を受けまして、親子交流のための日程調整や立

会いなどの支援サービスを利用することで発生

する費用の一部を補助できるよう、令和８年度

予算に計上したところでございます。 

 事業の実施に向けましては、子どもの最善の

利益を確保する観点から、父母双方の合意の下

で、子どもの心身の状況や思いが十分に尊重さ

れる制度となるよう検討してまいりたいと考え

ております。 

●荒井勇雄委員  すばらしいご回答、誠にあ

りがとうございます。 

 親子交流の費用負担が大き過ぎるというのが

現場の声で私の下に寄せられておりまして、本

市の取組は、とても法改正に向けて意義がある

ことであり、１人でも多くのお父さんと子ども、

お母さんと子どもが笑顔になることを望んでお

ります。 

 また、取組の際にも、利用者の声を引き続き

拾い上げ改善していただけますよう、引き続き

よろしくお願い申し上げまして、私の質疑を終

えさせていただきます。 

●伴 良隆委員  私は、さっぽろ子ども未来

基金、それから放課後における子どもの居場所

について、そして最後に児童虐待防止のための

情報連携について質問させていただきます。 

 まず、さっぽろ子ども未来基金についてでご

ざいます。 

 質問でありますけれども、さっぽろ子ども未

来基金を設置した趣旨と寄附の状況について、

伺います。 

●斎藤子ども育成部長  さっぽろ子ども未来

基金の設置趣旨と寄附状況についてのご質問で

ございました。 

 本基金は、社会全体で子どもの健やかな成長

を支えていくことができるよう、子ども、若者、

子育て支援の取組を応援していただける方々か

ら広く寄附金を受け入れ、積み立てて活用する

ため、令和７年４月に設置したものでございま

す。 

 昨年４月から今年１月までの寄附総額は、ふ

るさと納税を通じた額が、経費を差し引きまし

て、２億 5,600 万円、直接寄附された額が

5,600 万円となってございます。 

 今後、さらなる寄附額も見込んでおりまして、

今年度末には約４億円を基金へ積み立てる予定

となっております。 

●伴 良隆委員  約４億円を見込んでいると

いうことでありまして、さぽーとほっと基金も

ありましたけれども、ちょっとメニューが多く

て分かりにくいなと思っていたので、子どもと

いうコンセプトで作っていただいたのは評価し

たいなと思って見ておりました。 

 それでは、今後の活用について伺いますが、

基金の活用をどのようにお考えか、確認します。 

●斎藤子ども育成部長  基金の今後の活用に

ついてお答えを申し上げます。 
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 基金の活用につきましては、札幌の子どもた

ちのためにという寄附者の温かいご厚意を確実

に実現できるよう、札幌市の子ども、若者、子

育て支援に関する総合計画であります、さっぽ

ろ子ども未来プランの推進に資する事業に充当

することを想定しております。 

 子どもたちが健やかに自分らしく成長できる

よう、子どもの多様な遊びや体験、活躍できる

機会づくりの事業などに活用することを検討し

ております。 

 具体的な事業につきましては、次期札幌市ま

ちづくり戦略ビジョン中期実施計画の策定まで

にしっかりと精査してまいりたいと考えており

ます。 

●伴 良隆委員  今後しっかり見守りたいと

思います。ありがとうございました。 

 次に、放課後における子どもの居場所につい

てでございます。 

 私も久しぶりに質問するんですけれども、放

課後児童の関係、居場所づくりについて、この

学びというものの質を向上するようにというこ

とで、当時は遊ばせていただけだった部分もあ

りましたけれども、宿題をやらせたり、いろん

な学び、遊びから来る学びということもやって

いただいてきたということで、懐かしく思って

おります。 

 私の地元のほうからちょっと苦言が呈されて

いますので、今日、質問してまいります。 

 それでは、まず質問になりますが、放課後に

おける子どもの居場所の一つである児童会館の

整備の現状について確認します。 

●斎藤子ども育成部長  放課後の居場所の整

備の現状についてお答えを申し上げます。 

 札幌市では、かつては１中学校区に一つの児

童会館を配置する考えでありましたが、現在は、

小規模特認校を除きまして、全ての小学校区に

児童会館、またはミニ児童会館のいずれかを整

備しております。そのようにして、必要な放課

後の居場所を確保しているところでございます。 

 さらに、利用者増加への対応や主な利用対象

者である小学生の利便性向上を図るため、札幌

市市有建築物の配置基本方針に基づき、１小学

校区に一つの児童会館配置を目指しているとこ

ろでございます。 

 具体的な整備手法としましては、小学校の棟

の改築時に学校施設やコミュニティー施設との

複合化による整備を進めておりまして、現在、

教室を借用して配置しているミニ児童会館につ

いても、こうした学校改築等の機会を捉え、順

次、児童会館へ転換していく考えでございます。 

●伴 良隆委員  公共施設の複合化というこ

とだと思います。公共施設だけじゃないですけ

ど、今後は民間もそうだと思いますが。 

 それでは、先ほどの苦言なんですけれども、

児童館が遠過ぎるという声であります。確認い

たしますが、一部の地域から児童会館と小学校

の距離が離れていまして、子どもの足で児童会

館に行くには時間を要し、負担となっていると

いう声でございますが、そこで、質問です。 

 児童会館と小学校との距離について、どの程

度離れている事例があるのか、現状を伺います。 

●斎藤子ども育成部長  小学校と児童会館の

距離が離れている現状についてお答え申し上げ

ます。 

 現在、学校施設と複合化されていない児童会

館は 91 館ございます。この 91 館につきまして、

小学校からの距離を測りましたところ、距離が

１キロメートル以上離れている児童会館、こち

らは９館ございます。このうち、市内で最も距

離が離れているのは北区の太平児童会館と太平

南小学校の約 1.6 キロメートル、これが一番離

れている状況です。次いで、手稲区の星置児童

会館と手稲北小学校が約 1.5 キロメートル離れ

ている状況でございます。 

●伴 良隆委員  代表的な事例をいただきま

したので、まさにそういった保護者からの声で
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あります。 

 太平のほうが 1.6 キロメートル、星置のほう

が 1.5 キロメートルということでございます。

その他、１キロメートル以上離れているところ

というのは、恐らく９から 10 ぐらいあろうか

とは承知しておりますけれども、今ご答弁いた

だきました。 

 それで、一応、偏在している状況というのが、

例えば児童会館と学校との距離ということでご

ざいますけど、０メートルということは併設と

いうことですけれども、０メートルが大体

20％弱、それから300メートルまでが25％強、

300 メートルから 600 メートルが 25％強、600

メートルから900メートルが20％弱で、今申し

た900メートル以上が10％弱ということになっ

ております。 

 厳しい言い方をすれば、そこに住んでいるの

が悪いと言われかねないとそろそろ思いますが、

そんなことはないと思います。やはり税金を払

っていただいていて、子育てを頑張っていただ

いている保護者の方々に対してどうやって報い

るかということで、これだけ離れているという

のはいかがなものかなと思っているところでご

ざいます。 

 太平のほうは、地区センターに併設されてお

りますけれども、改修を昨年の夏にされたと聞

き及んでおります。改修されているときに、皮

肉にも太平南小の空き教室を逃げ場で使ってい

たというので、私は、指摘があったときには、

これはもう既に施工に入っていた状況なので厳

しいなと思いましたけど、昨日、東区役所の議

論を聞いていて、非常に私も同調しましたけれ

ども、ミニ児を太平仕様にすべきなのが公共施

設マネジメントじゃないかなと思って見ており

ました。 

 それで、太平の子どもたちの状況であります

けれども、遠いと位置づける子にしては、１年

生、２年生が 25 名、それから３年生、４年生

が 15名、そして５年生、６年生が11名、計 51

名が対象ということになっています。全体はそ

の倍が対象となっているということでございま

して、原局のほうのご見解からすると、遠くて

も通うというニーズは高いということでござい

ます。児童会館そのものはすばらしいんだと思

いますけれども、距離が問題だということでご

ざいます。 

 そこで、本当に住みやすいまち、子育てしや

すいまち、こどもまんなかのまちなのかという

ことにやはり疑問があるわけでございます。 

 学校の通学支援ということに関しては 2.0 キ

ロメートル以上だったと思いますけれども、新

川の西地区、バス通の増便に関して、私も原局

の方といろいろとやらせていただいて、増やし

ていただきました。やはり、状況にいろいろと

偏りがあるかもしれませんけど、０キロメート

ルという距離と 1.6 キロメートル、これは往復

にすると 3.2、3.0 だとして、０キロメートル

と 3.0 キロメートルというのは、これはもう偏

りというか、差別に近いレベルになっていると

私は思っております。 

 そこで、質問になりますが、このような児童

会館と小学校との距離が離れている地域におき

ましては、子どもが放課後に行き来するという

ことを考えますと、市内にそういった地域間格

差が生じている現状についてどのように認識し

ているのか、伺います。 

●斎藤子ども育成部長  児童会館の位置に関

する地域格差が生じていることに対する認識に

ついてお答え申し上げます。 

 先ほど答弁もさせていただきましたが、当初

は１中学校区に一つの児童会館という考えで整

備していた経過もございますことから、小学校

と児童会館との距離には地域差が生じている状

況にございます。また、施設という性質上、利

用者ごとに距離の遠近というものが生じてしま

う面もあります。 
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 それを解消するための施設整備となりますと、

多額の費用と時間を要し、こうした個々の距離

の課題を早期に解決することが難しいため、現

状では、年度当初、子どもたちが新しい環境に

慣れるまでは児童会館の職員が学校から付添い

を行うなど、安心して児童会館へ通えるよう、

現在も地域の状況に応じて対応しているところ

でございます。 

 こうした運営面での配慮を今後も継続してま

いりますが、より一層、放課後の子どもたちの

安全・安心を確保できるよう、それぞれの地域

の状況や課題を個別に把握し、特に児童会館は、

帰る時間が遅くなりますので、冬期間は暗くな

ったりするということでの心配も非常に分かる

ところでございますので、そういった安全面の

不安に寄り添った支援や、民間や地域が有する

資源の活用、そういったことから何かできない

かという可能性を探っていくなど、多角的な視

点から地域の事情に合った適切な手法を、今後、

引き続き検討してまいりたいと考えております。 

●伴 良隆委員  一旦の答弁でありまして、

何かということでありますけれども、ご答弁を

よく聞いていると、よくできた答弁でありなが

ら冷たい答弁だったと思っております。 

 今できることと今後のことというのは、考え

ますと、これからということで何かに期待する

わけでありますけれども、例えば、民間学童保

育があります、有料でありますので、こういっ

たところも一定程度活用するとかいうことは平

均的に許されると思います。近くにあるわけで

すから。 

 それから、ＧＰＳ等の技術的なこともありま

すし、それから、ちょうど隣にバスに詳しい札

場子育て支援部長がいらっしゃいますから、こ

ういう公共交通のデマンドもありますし、いろ

んなことで工夫して、交通での支援といったこ

ともあるかもしれません。まさに何かというも

のをしっかりと重く受け止めていただきたい。

ここは若い方がどんどん住んでいる地域なんで

すよ。リノベーションで、３世代含めて。なの

で、ぜひ応援していただきたいと思います。こ

れは地域振興にもなりますので。 

 そういうようなことで、その何かということ

に期待しますが、何かがもしなければ、太平南

小にミニ児を作っていただきたいということを

要望しまして、私のこの質問を終えさせていた

だきます。 

 それでは、児童虐待防止のための情報連携に

ついてであります。 

 まず、日々、児童虐待に関わりまして様々な

緊張感ある大変なお仕事をされている児童相談

所をはじめ、子ども未来局の皆さん方には、ま

ずもってお礼申し上げます。どうもありがとう

ございます。 

 さて、私は児童虐待防止のためにということ

で、児童相談所だけでなく、札幌市内外の関係

機関との情報連携ということを、まさに初当選

の平成 23 年から継続して議会の場で強く訴え

てきたところでございます。 

 そのため、私は令和５年の第３回定例会決算

特別委員会で、子育てデータ管理プラットフォ

ームについて、児童虐待の未然防止には教育委

員会のほか、保護課や障がい福祉課が持つ情報

など、札幌市が保有する世帯に関する情報を幅

広く集め、様々な観点から子どもやその家庭の

状態を分析し、様々な支援につなげていくこと

が必要だということを申し上げたところでござ

います。 

 当時、子ども未来局長でありました山本副市

長、今日いらしていますけれども、山本副市長

から学校など教育委員会の情報をはじめ、生活

支援、発達支援など、保健福祉局が持つ情報が

共有できれば、各部署での支援のための情報の

精度が上がり、児童虐待の未然防止にもつなが

っていくように考えるところという、こういっ

た内容のご答弁をいただいたところでございま
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す。 

 そこで、今日はまず、教育のほうで喜多山部

長にいらしていただきました。質問であります。 

 当時、宮本所長のご答弁でございました、こ

れは宮本所長にお願いして、教育委員会の了解

でご答弁をいただきましたけど、本日いらして

いる宮本所長のご答弁、学校が保有する児童生

徒の情報を連携することで子どもの発達をはじ

め、不登校やいじめなど学齢期の子どもが抱え

る問題について、これまで以上に実態を把握し

やすくなることが想定される。この連携が実現

すると現在の母子保健と児童福祉の一元的なシ

ステムに、さらに就学後も困難を抱える子ども

の情報が加わることになる。より長期的かつ切

れ目のない予防的な支援につなげていくことが

可能になると考えるところといったことであり

まして、課題は情報の選別ということでご答弁

されているところでございます。 

 また、昨年の私の予算委員会の質疑に対しま

して、市教委のほうからご答弁いただいており

ます。 

 教育委員会でのデータ連携に関する進捗状況

について質問し、喜多山部長から、教育委員会

内での情報共有に向けた検討を始めたところで

あり、将来的には他部局とのデータ連携を見据

えて調査検討を進めていく考えだということで

ございました。 

 そこで、喜多山部長に確認になりますが、児

童虐待防止のための情報連携において、教育側

としても有益な情報を得られるという点も踏ま

え、これまでと現在の取組状況について確認し

ます。 

●喜多山教育委員会児童生徒担当部長  児童

福祉分野との情報の連携についてでございます

が、子どもに関する情報について日常的に情報

共有を図りながら適切な支援につなげる仕組み

づくりを検討しておりまして、連携を図ること

によって児童生徒のＳＯＳの早期把握やアセス

メントの質の向上等を見込んでいるところでご

ざいます。 

 今年度、他部局との検討に加えまして、コン

サルによる調査検討業務を実施しておりまして、

今年度中に現在の課題整理や今後の方向性につ

いて調査をしていただき、この調査結果を踏ま

えまして、今後も引き続き情報共有の在り方に

ついて検討してまいります。 

●伴 良隆委員  私がこれに気づいたのは、

子どもたちが虐待により重篤になったり、殺さ

れるたびに、教育現場など、様々な子どもの施

設ということになりますけれども、いろんな保

育園もそうでありますが、教育委員会が、多く

の時間を割いて子どもたちを預かっていただい

ているということで、私も思いついたことであ

ります。 

 当時、ご紹介しましたサポートファイルさっ

ぽろ、こういったことで子どもたちを一貫して

子育てという中に福祉的な要素をもってして教

育側としてやってきたということが、これが土

台となっている。これをプラットフォームにし

ていくというようなイメージを私は持っており

ます。宮本所長はそこら辺を不登校等のいろん

な気づきというものがあるだろうと踏み込んだ

わけであります。 

 そこで、改めて宮本所長に伺ってまいります

が、情報共有についてであります。子ども未来

局が所管する児童福祉母子保健に関する情報、

各区の保健福祉局で閲覧できるようになってい

ますけれども、逆に保健福祉部門で持つ情報は、

まだ母子保健部門ではシステム上、把握できな

いということになっています。 

 そこで、質問でありますが、児童相談所に対

しましては各区の障がい福祉部門、保護課の有

する情報の中で児童相談所が特に必要と考える

情報と、その理由とは何か、伺います。 

●宮本児童相談所長  区保健福祉部が保有す

る情報の中で児童相談所が特に必要と考える情
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報とその理由についてお答え申し上げます。 

 障がい福祉部門が有する保護者や子ども自身

の様々な障がいとそれに伴いますサービス等の

利用状況に係る情報は、世帯に対するリスクア

セスメントや支援方法を検討する上で重要であ

りまして、虐待の未然防止、あるいは重篤化の

予防に資するものと認識しております。 

 また、保護課が有する情報としましては、ケ

ースワーカーによる家庭訪問時の世帯の様子や

経済状況、あるいは保護者の健康状態や受診状

況などに係る情報はもとより、保護者の成育歴、

生活歴、頼れる親族の有無なども、虐待がなぜ

生じたのか、その背景を探り、理解をするため

に必要であることから児童相談所として適切な

支援を行う上でも大変重要な情報と考えている

ところでございます。 

 児童相談所には多くを語りたがらない保護者

もいる中、保護課におきましては、こうした情

報について一定程度、情報を有しているものと

認識しております。 

●伴 良隆委員  予防、そしてケースワーキ

ング、そして事後という緊急対応も含めたもの

であります。これが非常に大事なんですけど、

やはり予防ですよね。起きないように、あるい

は起こしちゃいけないということが大事であり

ますので、私はやはりこの予防、そして、ケー

スワーキングしているときも様々な情報が間髪

入れず入ってくるという状況が 24 時間 365 日

と思っているわけでございます。 

 宮本所長、ご答弁ありがとうございました。 

 それでは、保護のほうの話に移りたいと思い

ます。本日は、向瀬地域生活支援担当部長にい

らしていただいています。 

 保護課のケースワーカーは家庭訪問等の機会

を通じて、今もご答弁がありましたけれども、

生活保護受給世帯に接する機会も多く、日々の

ケースワークに通じて得られる情報は、虐待リ

スクの防止や早期発見に直結するものでありま

す。 

 質問になりますが、保護課では、児童福祉分

野など関係部局との情報連携の重要性をどのよ

うに認識されているか。また、今後どのように

連携を進めていくお考えか、伺います。 

●向瀬保健福祉局地域生活支援担当部長  生

活保護分野と児童福祉分野との連携についてお

答えいたします。 

 保護課では、子どものいる世帯に対する適切

な支援を令和３年度から全市的な重点事項と位

置づけておりまして、特に児童虐待防止に向け

ましては健康・子ども課や児童相談所などの関

係部局等と情報共有も含めまして連携を強化し

ていくことが極めて重要であると認識しており

ます。 

 そこで、保護課においては、妊娠から子育て

に至る児童の養育状況等の情報を閲覧し、確認

できるよう、子育てデータ管理プラットフォー

ムの利用を本年２月から開始したところでござ

います。 

 また、保護課が有する情報は生活保護を受給

されている世帯の生活状況や保護の決定状況な

ど多岐にわたりますが、委員にご指摘いただい

たとおり、児童虐待リスクの防止や早期発見に

つながる情報も含んでおりますので、個人情報

に配慮しつつ、必要な情報が関係部局等と確実

に共有されるよう、引き続き慎重に検討してま

いりたいと考えているところでございます。 

●伴 良隆委員  ありがとうございます。 

 当時、向瀬さんが課長でいらしたときにこの

提案をさせていただきました。この提案を私が

させていただく前に、ここにいる藤田委員が私

にそれをやるべきだと、白石の事案を含めて言

われたものですから、私はそれを受け売りで申

し上げました。藤田稔人委員にも、そして向瀬

部長にも感謝申し上げます。 

 それでは次に、障がいのほうの話に移ってま

いります。成澤部長、今日はご出席ありがとう



 

317 

ございます。 

 今日は、ここが私はメインに近いです。平成

25 年 10 月の文教委員会の資料があります。同

じく平成 25 年２月の資料がありますけど、こ

れは私たちは忘れもしない豊平区の女児死亡事

案でございます。一定程度、心身、精神のほう

にいろいろと課題があったと聞き及んでおりま

すけれども、いろんなことがありまして、お母

さんが娘２人を包丁で刺しまして、そしてお一

人亡くなったという事案でございました。非常

にショックな事案でありまして、これに関しま

して、私も当時質疑させていただきましたけれ

ども、質疑してもやるせなさが残った部分、記

憶にございます。何人か殺されてしまって、や

っとこのプラットフォームという形になってき

たというのが私の解釈であります。いろんな情

報を欲しがっていたということもあったと思う

し、この子たちも、できれば何かに大人が、社

会が気づいてほしかったと思っていたと僕は思

う。 

 そういった思いの中で、今日は障がいのほう

で私が伝えたいのは、やはり、声なき声を拾っ

ていくというのが大事だと思います。これは一

般的に成人もそうでありますし、特に子どもは

そう。虐待を受けていたらなおさらそうです。 

 それから、目に見えない状況というものがあ

ると思います。目に見えないというのは身体的

な状況、それから心の状況ということでありま

す。これを通常、障がいであったりとか、それ

から難病だったりというようなことがあろうか

と思います。必ずしもこの身体的な状況や心身

の状況が虐待にすぐつながるという意味ではご

ざいません。しかし、そのリスクをはらんでい

るということでございます。現に、豊平の事案

が僕はそうだったと思って、検証報告も全部見

ましたけれども、そこにやはり気づきというも

のがあってしかるべきだったというようになっ

ています。つまり、家庭の状況の変化も含めて

でございます。 

 そこで、質問に入ってまいりますが、ご家庭

の状況として把握すべきものとして、保護者の

過去からの情報、現在の生活状況など、様々な

ものがあると思いますが、私としては保護者や

子どもの障がいが育児困難、または虐待につな

がる要因の一つになると考えております。 

 全区の支援調整課においてはプラットフォー

ムの閲覧が可能となっておりますけれども、部

局間での情報共有が着実に前進しております。

こうした広がりがある一方で、区役所の障がい

福祉部門においては、現時点ではプラットフォ

ームを活用していない状況であると考えており

ます。 

 そこで、質問でありますが、全庁の職員が一

体となって児童虐待の防止に取り組んでいくこ

とが求められる中で、障がい福祉を所管する立

場として、児童福祉分野との連携の重要性をど

のようにまず認識しているか。また、関係部局

間の連携や情報共有体制の強化に向けて、今後

どのように取り組んでいくのか、伺います。 

●成澤保健福祉局障がい保健福祉部長  障が

い福祉部門と児童福祉部門との連携についてお

答えいたします。 

 障がい福祉を所管する部署におきましても、

各職員が児童虐待を防止するという当事者意識

を持って支援に当たることが重要であると考え

ますことから、児童福祉分野をはじめとする関

係部署との情報共有や連携を強化していく必要

があると認識しているところでございます。 

 こうした連携を実効性あるものとするために

も、プラットフォームの活用は有効であること

から、次年度、区の相談支援体制の強化を図る

組織改編、これに合わせまして複数の区でモデ

ル的にプラットフォームの閲覧利用を開始した

いと考えており、全区へと広げてまいりたいと

考えております。 

●伴 良隆委員  複数の区でモデル的に利用
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開始、全区へ広げていきたいというお話であり

ました。 

 障がいがあるからといって、必ずしも虐待に

つながるということではございませんが、しか

し、先ほど宮本所長からお話がありましたとお

り、アセスメントという言葉のとおりでありま

すし、また、起きたときも瞬時にということで

あります。こういった障がいを基にして、絶対

に虐待ということが進まないようにしなきゃい

けないと思っております。成澤部長のその決意

のご答弁だと思っております。 

 声なき声という言葉、これは極めて重要であ

りまして、助けてと言えない声も含めて、そも

そも本人がそういう状況に陥っているというこ

とを分からないという状況があります。そうい

う社会であり、世界であり、家庭だというよう

に閉じ籠もってしまうということもあります。

そういう意味で、ぜひこの社会の目として網の

目をかけてこの子たちを弔いながら、今後そう

いうことがないように救っていただきたいと思

っておりまして、保護課のほうから、そしてま

た、障がい福祉部門のほうからも、そして、先

ほど教育部門のほうからもそれぞれ力強いお言

葉をいただいたところでありますけれども、ぜ

ひ二度と起こさないということでありますけれ

ども、再発防止ということは必ず謝罪で言うん

ですけれども、では、何ができるか、何をして

いくのか、そして、限界を作らずにできること

は何でもやるということをぜひ心に留めて、ぜ

ひ児童相談所の皆さん方に協力していただきた

いと思います。皆さん方にとっても有益な情報

も必要なんだと思いますけど、煩雑になったら

申し訳ないと思うけれども、そこは子どものた

めに頼みます。よろしくお願いします。今日は

ご出席いただきましてありがとうございました。 

 さて、質問のほうは児相のほうに戻ってまい

ります。 

 宮本所長のほうに質問でありますけれども、

こういう様々な力強いご答弁もいただいている

ところでございます。非常に、まさに当事者意

識を持っていただいていたこの三部長のご答弁

だったと思います。 

 これまでの答弁で、区の保健福祉部の持つ生

活保護や障がい福祉の情報をプラットフォーム

で共有することが支援の質を高めることができ

るということ、障がい福祉部門では相談支援体

制を強化し、虐待の兆候を見逃さないようなプ

ラットフォームをモデル的に閲覧できるように

して、全区導入に向けた検討を始めること、生

活保護においては虐待防止に向け検討していく

ということがここで明らかにされたところでご

ざいます。 

 そこで、宮本児童相談所長にご答弁いただき

たいと思いますけども、児相が最も重要な当事

者だと思います。これは重篤性、緊急性と重大

性ということを考えても、プライオリティが極

めて高い部署だと思います。そして、伴って、

他部局もそれを共有、理解し、協力すべきであ

ります。まさに検証報告で毎度出てくる共働と

いう言葉、共に働くということですけれども、

協力して、こどもまんなかのワンチームをぜひ

今後、お願いしたいなと思っております。 

 質問になりますけれども、今後に向けた強い

意思を伺いたいと思いますが、今後どのように

プラットフォームで情報連携を進めていきたい

と考えているか、課題も含めて伺います。 

●宮本児童相談所長  今後の情報連携の進め

方と課題についてお答え申し上げます。 

 今後、教育、保護、障がい部門との情報連携

が進むことにより、子どもの成長という連続し

た時間軸の中で、より多角的な視点に基づき、

切れ目のないきめ細かな支援につながるものと

考えているところでございます。 

 こうした中、子どもの年齢や虐待の態様によ

り必要となる情報は異なること、また、個人情

報保護の観点から、各部門が保有する多様な情
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報の中で真に必要な情報、必要不可欠な情報を

選別していくことが引き続きの課題であり、情

報連携に向けた各部門の進捗状況を踏まえつつ、

児童相談所が中心となり、丁寧にかつ主体的に

協議、検討を進めていく考えでございます。 

 一方、各部門との情報連携が進み、システム

上で把握できる情報が充実していった場合にも、

一人一人の職員が情報の行間や、その背後にあ

るものへの感度を高く持ち、直接の確認によっ

てはざまにある情報の共有を意識することも同

時に重要と認識しております。 

 こうした点に留意しながら、今後の情報連携

を進めるとともに、組織を超えた職員間の連携、

共働を一層強化することで児童虐待から子ども

の命を守ってまいりたいと考えております。 

●伴 良隆委員  言霊という言葉がございま

すけど、感じました。ぜひ、そのスピリットで

仕事をお願いしたいなと思っております。 

 主体的にということでお話がありました。ぜ

ひ今後もご担当者も含めて主体的に他部署を巻

き込みながら、協力をいただきながら共働をし

ていただきたいと思います。 

 情報の行間というお話がありました。まさに

このエッセンシャルな部分でありますので、や

はり人の力というのは、最初も最後も含めて大

事であります。さっきのデジ局の質疑で、ＡＩ

相談の意義と課題を取り上げたところでありま

すけれども、このプラットフォームというシス

テム、これも同じく手段としてのシステムとい

うことでございますので、されど、抜け穴を作

らせないシステムもございます。やはり人の目

と勘をいつも大事にしていただきたいと思いま

す。 

 さて、最後に、当時、児童相談所の緊急対応

の課長さんだった方が今日いらっしゃいますの

で質問させていただきます。山本健晴副市長で

あります。 

 平成 26 年３月のこの資料で、関係機関との

連携強化というこのシート、ここに山本さんと

書いてあります。平成 26 年ですね。当時、誠

に厳しく、また、物腰が柔らかい対応をされて

いた記憶がありまして、本当に正面に向かって、

この件も含めて、これまでも扱ってこられたと

私も記憶していまして、決して逃げないという

か、正面に対して誠意を持ってやっていくとい

うような、当時、対応していただいていたし、

連携の関係ですね、警察の職員も含めて、いろ

いろと改善、改革をしていただいた当時の課長

さんだと思っております。 

 そういう中で、子ども未来局長時代に、先ほ

ど紹介しましたけれども、私の児相情報の組織

連携の広域化、庁内の広域化、ここに同調して

いただいた山本副市長には、こうして何とか今、

進んでいるということに本当に感謝しておりま

す。 

 一方、子ども未来局、保健福祉局、教育委員

会といった関係部署に、ご担当者レベルに節目、

節目で尋ねますと、組織と人、それぞれ訳あり

で、やはり一気に情報連携は進まないんですよ

ね。私も頑張っておりますけど。新たな試みで

あるとは言いましても、事あるごとに各部署の

代替わりする担当者に元に戻って理解を求めて

促していかなければならない、繰り返し。私も

今、その間にどこかでひそかに虐待が進んでい

たらと思うと、非常に歯がゆい気持ちになるわ

けでございます。 

 市役所も人と組織がございます。そして、業

務と分担が確かにあります。ただ、何のために

仕事をしているのかということをいつも申し上

げますけれども、子どもの福祉に関して言えば、

業務とするか、それとも仕事とするか、それと

も使命と見るか、我が子と見るかという、これ

によって大分違ってきます。これは人のなす技

ですから、本当に難しい永遠のテーマであろう

と思います。皆さんもご承知のとおり、唱和で

きると思いますけれども、札幌市民憲章におい



 

320 

ては、未来をつくる子どものしあわせなまちに

しましょうと、第４章がございます。 

 そこで、山本副市長に伺いたいと思います。

これまでとこれからのことをどのように思い、

そして考えていらっしゃるか、お願いします。 

●山本副市長  ご指名でございます。児童福

祉に長年携わることになりましたのは、平成元

年、大分昔になりますけれども、札幌市職員と

して採用された際に、児童相談所の職員として

採用され、児童福祉司として何とか子どもの支

援に携わってきた、これが原点であります。 

 度々、児童福祉の場面、現場に携わる機会を

いただいた経緯がございまして、そういった思

いも含めてお答え申し上げますけれども、まず

は大きな出来事というのは、令和元年６月の中

央区の女児死亡事案ということであります。こ

れは痛恨の極みであります。 

 その後、検証委員の皆様方に精力的に検証い

ただきまして、翌年、令和２年３月に検証報告

書を頂きました。この末尾に、皆さんもご記憶

にあると思いますけれども、札幌市はこれまで

の死亡事例から本気で学ぶつもりがあるのかと

いう、このような厳しい言葉をいただきました。

これが改めて、私どもの原点になっております。

この原点に何度も立ち返って考える必要がある

と思っております。 

 この区での支援、児童相談所の支援が、あの

当時、途切れたということ、これが一つ、大き

な課題でありました。この課題をどう克服する

かというのが一つのテーマであり、その一つの

答えがこのシステムを連携させてプラットフォ

ームという形で誰もが閲覧できるようにする、

これは児童相談所と区の家庭児童相談室と母子

保健、この三者が閲覧することによって情報の

途切れをなくそうという試みでありました。 

 さらに、令和４年になりますけれども、子ど

も虐待防止に関する職務に従事する職員の人材

育成ビジョンというものも作りました。これは、

機会はできたけども、やはり現場で子ども世帯

にアセスメントをして、危機の感度にどう反応

するかというのは、これは人でなければできま

せん。そういう人間の専門性を高くしていこう

という、こういうビジョンを作ったわけであり

ます。 

 システムと育成のビジョン、これが両輪とな

って一つの虐待防止の手段といいましょうか、

我々の形、支援の形になったと、このように思

っております。 

 その間、私も児童相談所長、あるいは子ども

未来局長、今の立場も含めて、リーダーシップ

という形で取らせていただきました。ただ、こ

れはいつまでも我々の世代が引っ張っていくと

いうことではありませんので、今申し上げたビ

ジョン、これがどんどん浸透して形となってい

く、そうすることによって、次代、我々の次に

この課題をしっかりリーダーシップを取って引

っ張っていく世代が育っていくと、このように

も期待しているところであります。 

 まずは、私がしっかりとこの道筋を作る、そ

れが自動的、自律的に進んでいくために頑張っ

てまいりたいと、このように思っております。 

●伴 良隆委員  本当にそれ以上もないご答

弁だと思いますし、聞いていらっしゃるかどう

か分かりませんけど、これまで残念ながら亡く

なってこられた子どもたちには、ぜひこの声が

届いてほしいなと、山本副市長の言葉が届いて

ほしいなと思っております。 

 職員の方々に偉そうに申し上げるつもりはご

ざいませんけど、勝手に見解を作らずに、優秀

な職員の方々でありますから、縦割りを廃して、

ぜひこどもまんなかでやってほしいなと思って

おります。 

 そういう意味では、山本副市長がおっしゃっ

ていただいたように、私も４年に一度の部分で

ありますし、もうあと１年しか政治の寿命はご

ざいません。ですから、どうなるか分かりませ
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ん。 

 ですから、そういう意味で何とか１日１日、

皆さんにお伝えしていますけども、皆さんは組

織ですから、これからもつながること、つなげ

ることができます。そういう意味では、ぜひ使

命感と慈しみを持ってやっていただきたいなと

いうことを心から切に願って、私の質問を終わ

ります。ありがとうございました。 

●うるしはら直子委員  私からは５歳児健診

について、また、東部児童相談所における一時

保護所の運用状況と職場環境整備について、大

きく２項目質問いたします。 

 初めに、先ほど熊谷委員からもありました５

歳児健診について伺います。 

 幼児期は言語の理解能力、また、基本的な生

活習慣が身につく時期であると同時に、発達の

課題なども認知されやすい重要な時期です。そ

のため、小学校入学前に子どもの発達の特性を

早期に把握し、適切な支援や就学に向けた準備

へとつなげていく５歳児健診の重要性は非常に

高いと考えます。 

 ５歳児健診の導入については、国においても

就学前に子どもの発達の特性を把握し、支援に

つなげる重要な機会として進められており、こ

ども家庭庁も 2028 年度までに全国的な実施を

目指しているというところです。 

 幼児期の発達支援においては、できるだけ早

い気づきによって適切な支援につなげることが

子ども本人にとっても保護者にとっても極めて

重要と考えます。 

 しかしながら、現在の本市の５歳児健診は希

望者のみの任意健診となっておりまして、この

支援が必要な子どもを十分に把握できているか

という課題も指摘されています。希望の有無に

限らず、誰一人取りこぼさないという視点で支

援を実現することが重要と考えます。 

 そこで、まず、2026 年度から５歳児健診の

実施方法をどのように変えていくのか、伺いま

す。 

●安田母子保健担当部長  ５歳児健診につい

て、2026 年度からの実施方法についてお答え

いたします。 

 現在の本市の５歳児健診は、保護者のセルフ

チェックに基づく任意受診となっておりまして、

受診率は５％から６％で推移しております。そ

のため、親は心配していないが、支援が必要な

可能性のある児については、就学前までの段階

で特性が見過ごされ、適切な支援につながらな

いまま入学を迎えることが起こり得ると認識し

ております。 

 2026 年度につきましては、健診受診を促す

際に園医健診等の機会がない全ての未就園児に

積極的に受診勧奨を行い、各区の保健センター

において健診を実施してまいります。 

●うるしはら直子委員  これまでは保護者の

セルフチェックに基づく任意受診であって、受

診率は何と５％から６％であったということで

す。 

 そして、今年度は全ての未就園児への受診勧

奨など、より多くの子どもたちの状況を把握す

るための取組を進めていくということでした。 

 先日、５歳児健診の対象になる親御さんから

お話を聞いたのですが、受診を考えていて、調

べていたり、案内いただいたものを見たところ、

５歳児健診を受診する人はとても少ないんです

よというのを聞いて、かえってちゅうちょして

しまったということでした。 

 この５歳児健診は、小学校に入学前に子ども

の特性に気づいて、必要な支援につなげていく

ための大変重要な機会でありますので、今後も

受診率の向上、そして健診体制の充実に取り組

んでいただくよう求めておきます。 

 次に、吃音等の言葉の課題についても伺いた

いと思います。 

 2026 年度の５歳児健診が拡充されるという

ことですが、この５歳という時期、これは言葉
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によるコミュニケーションが大変活発になる、

その一方で、吃音であったり発音の不明瞭さな

ど、言語に関する課題が見え始める時期でもあ

ると思います。 

 この吃音ですけれども、言葉が出にくい、そ

して、言葉の話し始めの音、だだだとか、わわ

わとか、そういった音を繰り返すなどを特徴と

する発話障がいの一種です。幼児期に症状が見

られることが多くて、成長とともに改善する方

もいる一方で、成人後も症状が続く場合があり

ます。 

 実は、私も当事者であります。私の場合は、

ちょうど就学前の幼少期にこの指摘をされたこ

とがありまして、時代的にはこうした健診とい

うものもないし、そしてまたこの支援というも

のも特にあるわけでもないので、ただ、兄弟が

多かったり、ご近所の方のつながり、あるいは

入学してから学校の先生のアドバイスや指導で、

徐々に克服してきた経緯があります。 

 でも、現在も緊張したり、体調であったり、

ストレスを感じたり、焦ったりすると、やはり

この吃音の症状が出ることがあって、これはも

う年齢を重ねて訓練といいますか、自分の中で

少しずつ落ち着いていくというようなところが

あります。 

 この乳幼児健診などの機会、ぜひ保護者が吃

音について知るという機会があれば、この発語

に関して親御さんが気になった際に健診で相談

することもできますし、また、不安の解消や早

期の支援につながるのではないかと思います。 

 そこで、質問ですが、この新たな５歳児健診

の枠組みにおいて、こうした言葉や発音の課題

はどのようにして発見される仕組みになってい

るのか、伺います。 

●安田母子保健担当部長  吃音の発見につい

てお答えいたします。 

 国が示す５歳児健診の項目には、言語障がい

の有無が明確に位置づけられております。 

 本市においても言語発達の確認は重要と認識

しております。具体的には、まず健診前にご家

庭で記入していただく５歳児セルフチェック表

において、発音がはっきりしているか、発音に

気になることがあるか等の幅広い項目を設けま

して、保護者が話し方に関する違和感や心配事

に気づいて相談につなげられるようにしており

ます。 

 健診の場では、言葉の遅れや会話の相互性な

どについても、やり取りをしながら併せて確認

を行い、その中で吃音を含む言語発達の課題の

早期発見に努めてまいります。 

●うるしはら直子委員  言語発達の確認につ

いても健診の中で重要な視点として捉えている

こと、そしてまた、早期発見に努めるというこ

とを確認できました。本当に健診の機会を通じ

て、保護者が安心して相談できる入り口になる

ように、丁寧な対応と情報提供に努めていただ

くことを求めます。 

 この質問を最後に、フォローアップ体制につ

いても伺いたいと思います。 

 ５歳児健診では発達上の課題や言葉の課題の

みならず、育児に悩む保護者に対しても丁寧な

支援につなげていくことが肝要です。 

 我が会派のたけのうち委員のところに、保護

者の方から、子どもの特性については毎日一緒

に過ごしていても気づきにくいということがあ

って、この健診というのをきっかけに専門家の

方とつながれると安心するですとか、また、子

どもの特性は小学校の入学前に気づいて、そし

て的確な支援を受けたいといった声が届いてい

ます。 

 その一方で、子どもの特性を相談した際には、

この就学に対するアドバイス、それを受けたこ

とで不安に感じたといった保護者もいるという

ことも聞いておりますので、保護者が安心して

相談ができる環境を整えていくことも重要です。 

 健診の最大の目的は課題を発見することだけ
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ではなく、その後の適切な支援、療育、そして

さらには就学に向けた支援とつなげていくこと

にあると思います。 

 そこで、質問ですが、今後、どのようなフォ

ローアップ体制を用意しているのか、伺います。 

●安田母子保健担当部長  ５歳児健診のフォ

ローアップ体制についてお答えいたします。 

 医師による診察で何らかの支援が必要と判断

された場合は、専門職の個別相談により子ども

の特性に応じた関わり方の助言を通じて、保護

者の困り事の解消、そして軽減を図ってまいり

ます。 

 その上で、さらに専門的な支援が必要な場合

は、保護者の意向を踏まえまして、福祉療育機

関、教育機関、医療機関といった適切な関係機

関への紹介、調整を行っております。 

 このほか、保護者が必要な情報にアクセスで

きるよう、情報提供を適宜行うことに加えまし

て、支援が必要な家庭には保健師などが継続的

にフォローアップを実施する。そして、安心し

て相談できる切れ目のない支援の実現を目指し

てまいります。 

●うるしはら直子委員  フォローアップ体制

をしっかりとお願いしたいと思います。 

 ５歳児健診の導入により子どもたちが安心し

て就学を迎えることができる体制が整うこと、

これも期待しております。 

 最後、要望になりますけれども、この５歳児

健診は、例えば、案内ですとか、そういったも

のを積極的に出したとしても、それでも時期を

逃してしまったりとか、いろんな事情で受診で

きないといった場合のお子さん、お母さんもい

らっしゃると思います。特に、先ほどもお話し

したように、吃音って、以前はこういう言い方

をしなかったんですけれど、こういう言葉もな

かなか知らないですとか、親御さんが知っても、

どう接していいか分からない。今は核家族で子

どもさんの数も減っているおうちもいるので、

そうしたときに健診の案内の中に入っていた情

報であったり、それが手元にしっかり残るよう

な形を作っていただきたいと思います。ＳＮＳ

なんかでも検索すると、いろんな少し不安にな

るような事実も出てきますので、市のほうでし

っかりとそこに対して、他都市の例も見ながら、

そうした情報発信をお願いしたいと思います。 

 また、保護者が必要な情報を得られて、困り

事の相談先を明確に把握できるような確実な周

知、そして丁寧な情報提供を要望しまして、次

の質問に移りたいと思います。 

 次は、東部の児童相談所におけます一時保護

所の運用状況、そして職場環境の整備について

伺います。 

 まず、昨年の９月 22 日、市内で２か所目と

なる東部児童相談所が開設されました。私もこ

の開設前の内覧会に参加いたしまして、また、

先月２月にも開設後の状況についても視察させ

ていただきましたが、この東部地域の新たな児

童福祉の拠点として、市民のニーズに応えた運

営が着実に進んでいるということをじかに確認

しております。 

 この２か所目の開設により、まず職員が分散

されたということで、長年の課題であった児童

相談所の事務室の狭あい化が解消されるなど、

業務環境の改善も図られたものと承知しており

ます。 

 そして何よりも、拠点が２か所に分かれた後

も、両方の児相間で事案の共有ですとか、また、

協議を継続的に行うなど、これまで以上に緊密

な連携体制が構築されたということも伺ってお

ります。組織の分散によって質の低下というこ

とを招くこともなく、きめ細やかな対応につな

がっている、この点は高く評価すべきと思って

います。 

 昨年の予算特別委員会では、私からこの東部

児相の開設に向けた取組について質問しまして、

その中で新設のユニット型一時保護所の導入、
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そしてまた、学齢期の子どもには個室を備える

との答弁がありました。特に、本市で初となる

ユニット型の一時保護所については、これまで

も注目してきており、先日、東部児相を視察し

た際に、実際に一時保護中の子どもたちの様子

を拝見しました。あえて子どもたちと、いろい

ろ年齢を特定されますので、子どもたちと表現

させていただきますけれども、この子どもたち

の表情が非常に穏やかで、また、居心地のよさ

というものを感じさせるような、そうしたやり

取りもありました。 

 ただ、入所する全ての子どもに質の高い個別

のケアを提供していくには、新たな設備を最大

限に生かした適切な施設運営が求められます。 

 そこで、まず最初に、開設から半年を迎えて、

東部児童相談所における一時保護所の運用状況

について伺います。 

●山形東部児童相談所長  新設した一時保護

所の運用状況についてお答えいたします。 

 東部児童相談所の一時保護所は定員が 36 人

であり、全市的には計 16 人の定員増を実現し

ております。そうした市内２か所体制となって、

両所が緊密な連携を図ることで、児童の組合せ

や空き状況等も踏まえた柔軟な受入れが可能と

なっております。 

 東部児相ではユニットごとに最大６人までを

受け入れておりまして、個室対応でプライバシ

ーも十分に確保しております。また、専用の体

育室では体を動かしてストレスを発散できるな

ど、より家庭に近く、開放的な環境の中で子ど

もたちは落ち着いて過ごすことができておりま

す。 

 一方、開設後の入所率でございますが、半年

平均で約 90％にも達しておりまして、全ての

個室が使用される状況では、個々へのきめ細や

かな対応を行う職員の負担が増えるという課題

も見えてきているところでございます。 

●うるしはら直子委員  市内の２か所体制で

の柔軟な運用、そして専用の体育室の整備など、

子どもたちの受入れ環境が大きく改善されたと

いうことは大変よかったことだと思っておりま

す。 

 しかし、ハード面が整った一方でも、開設か

ら半年の間で既に入所率が高まり、職員の皆さ

んが日々対応に苦慮している状況は重く受け止

めたいと思っております。 

 こうしたこの職員の皆さんがいろいろ努力し

ている中の一つとして、次に国内外への視察と

その後の取組について聞きたいと思います。 

 先日訪問した際に、２か所目となった児相の

一時保護所の関係職員が合同で、総務局職員部

が所管します今年度の海外事例調査に応募して、

昨年の 11 月にはイギリス及びフランスへの視

察に行ったと伺いました。またさらに、この首

都圏の先進事例を把握するために、今月の頭に

は横浜市、川崎市、千葉市への視察も実施する

旨を聞いておりました。 

 海外事例調査の視察先としてイギリスとフラ

ンスを選択した理由としては、各種児童福祉施

設の運営において、子どもの権利擁護に最大限

配慮していること、また、職員の支援スキルも

高いといったことから、日本との制度や文化の

違いを把握しながら、日々の運営に生かすため

ということでした。 

 そしてまた、首都圏の視察においては、一時

保護所における運営面での工夫、子どもたちの

生活、学習環境の改善など、実務的な先進事例

を広く学ぶためと伺ったところです。 

 何より大切なのは、これらの視察によって得

られた子どもの権利擁護ですとか、受入れ環境

の整備などのノウハウが一時保護所で不安な

日々を過ごす子どもたちにしっかりと反映、還

元されることだと思います。職員の皆さんが肌

で感じてきた先進事例のエッセンスを日々の業

務に反映させて子どもたちのケアに結びつけて

いくことを強く期待しております。 
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 そこで、２問目ですが、海外や首都圏の先進

事例の視察を生かして、今後、一時保護所でど

のような取組を進めていくのか、伺います。 

●山形東部児童相談所長  国内外への視察と

その後の取組についてお答えいたします。 

 海外事例調査では、イギリスでは世界的に著

名な専門家から子どもの安全・安心を最優先す

る施設運営の講義を受けたところです。フラン

スからは、子どもが施設から家庭に帰る際の支

援のポイント等を学んできました。 

 また、首都圏の視察からは、一時保護中の児

童に対する学習支援につきまして、在籍校への

通学や学力に合わせた個別対応など、札幌市が

検討課題としている取組に関して、具体的な知

見を得ることができたところです。 

 今後は、海外や先行自治体の視察の成果とし

て、ユニット型一時保護所の運営指針となりま

すハンドブックを作成するとともに、一時保護

中の子どもがきめ細やかに学べる環境づくりを

積極的に進めまして、丁寧なケアを受けている

と子どもが実感できる温かな保護所を目指して

いきたいと考えております。 

●うるしはら直子委員  国内外からの視察か

ら得た知見をハンドブックという形で結実させ

て温かな保護所を目指そうとするという真摯な

姿勢は高く評価させていただきます。 

 そうしたソフト面を充実させていくことは、

本当に子どもたちはもとより、現場の職員の安

心を支える確かな基盤になることとも思います。 

 最後に、職員が安心して働ける職場環境の整

備についてもお聞きしたいと思います。 

 一時保護所の職員がその専門性を高めながら、

困難に直面する子どもたちの支援をしていく、

その仕事を続けていきたいと思えることは、専

門機関である児童相談所を動かしていく原動力

になるものと考えます。 

 私は、子どもたちの安全と安心を確かなもの

としていくには、虐待されたり、様々な事情が

ある子どもたちをケアする一時保護所の職員は

もちろんですが、この現場の最前線に立つ児童

福祉司、そして児童心理司を含めた全ての職員

が確たる安心感を持って働ける、そうした職場

環境を実現すること、これが重要だと訴えてま

いりました。 

 東部児相も開設後間もない頃ですけれども、

子どもたちの 24 時間を支えるマンパワーとな

る、一時保護所の会計年度任用職員の方が一部

集まらなくて、正職員の負担がとても大きかっ

たという話も聞きました。また、市内２か所体

制となるに当たりまして、相談判定部門の職員

も、この夜間帯の一部をシフト勤務することと

なり、また、東部児相の内覧会の際には新たな

施設の余白ですとか、既往予算、これを最大限

に活用して、職員の働きやすい環境についても

しっかり確保するように求めさせていただいた

ところです。 

 そこで、最後に、新たに開設した東部児童相

談所において職員が安心して働ける職場環境の

充実にどのように取り組んできたのか、伺いま

す。 

●山形東部児童相談所長  職員が安心して働

ける職場環境の整備についてお答えいたします。 

 喫緊の課題でありました、一時保護所の会計

年度任用職員の確保につきましては、即戦力と

なる教職員経験者に個別に声かけするとともに、

近隣大学の福祉を学ぶ学生にも積極的にＰＲし

まして、昨年末には十分な人数を採用すること

ができ、職員全体の負担を軽減しております。 

 また、働きやすい職場環境という点では、新

庁舎の１階に、日々、虐待対応等の厳しい職務

に当たる職員が気分転換でき、職員同士が気軽

にコミュニケーションできるリフレッシュスペ

ースを新たに設置したところです。 

 今後も職員の配置や職場環境の整備を引き続

き重視しながら、子どもたちの安全・安心はも

とより、職員の日々の意欲を高め、風通しよく、
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活気あふれる職場環境づくりに尽力してまいり

たいと考えております。 

●うるしはら直子委員  先日、東部児童相談

所に設置された、今、お話にありましたリフレ

ッシュスペース、実際に私もそこでお話を聞か

せていただきました。 

 そこは非常に明るい、開放感にあふれた空間

でして、職員の皆さんのアイデアでいろいろな

自動販売機ですとか、アプリで飲物を買えると

か、そんなようなことの工夫がされていたり、

皆さんがいっときの休息の中でも、ふと息をつ

き、仲間と何げない会話を交わすことで再び前

を向くエネルギーを蓄えられるようなありどこ

ろであったと感じたところです。 

 最後に要望なんですが、本日、東部の児童相

談所の状況と併せて、特に職員の皆さんのこと

も聞かせていただいたところなんですけれども、

やはり質の高いケアを支えるのは職場で働く皆

さんの活力にほかならないと思います。 

 実際に一時保護所のほうで見せていただいた

ときに、子どもさんが職員の皆さんに名前で呼

んで、今日は何をしようかとか、お誕生日をお

祝いするみたいな、そんな会話が、家族のよう

な会話があって、そこにはやはり職員の皆さん

が寄り添って、時間をかけて子どもたちに丁寧

に寄り添っていることがあるのかなと思いまし

た。だからこそ、働く環境は大変重要だと思い

ます。 

 そうしたところで、２点、要望なんですけれ

ども、まずは２か所体制となって、定員増によ

る柔軟な受入れが可能となった、これは前進で

すけれども、開設後僅か半年で入所率が 90％

に達している現状に鑑みますと、まず、本市に

はまだまだ子どもたちを取り巻く環境の課題、

大きな課題、そしてこの児童相談所の役割とい

うものも尽きないんだなということを感じまし

た。全ての子どもたちに質の高い個別のケアを

提供し続けるためには、現場の負担軽減、そし

て、さらなる体制の強化、運営の質向上が不可

欠となります。職員がより一層、子どもたちと

向き合える環境を整えていくためにも、まず、

デジタル技術、ＡＩだとか、そういったものを

積極的に駆使しまして、ケース記録作成の効率

化、また、本当に 24 時間、外に出ているよう

な外勤時における情報ツールの効果的な活用な

どに注力していただくなど、この取組、業務の

省力化を図ることを強く求めます。 

 また、あわせて、国内外の貴重な視察で得ま

した知見を生かして新たに作成されるこのハン

ドブックが、不安を抱える子どもたちが、自分

が大切にされていると心から実感できる温かな

保護所運営の確かな指針となるように、着実に

取り組んでいただきたいと思います。 

 今後は、３か所目となる北部の検討というこ

とも始まるものと思います。そのためには、ま

ず東部で行われております職員の皆様の努力と

工夫、そして、様々な取組の検証をしていくこ

とは欠かせませんし、また、そうした職員が働

ける環境づくりもしていかなければなりません。 

 即戦力となる人員の確保はもとより、日々の

職員の意欲を高め、風通しよく、活気あふれる

児相の環境づくりに全力を尽くしていただくこ

とを強く要望いたしまして、私の質問を終わり

ます。 

●かんの太一委員長  ここで、およそ 20 分

間、委員会を休憩いたします。 

    ――――――――――――――     

      休 憩 午後３時 11分 

      再 開 午後３時 35分 

    ――――――――――――――     

●わたなべ泰行副委員長   委員会を再開い

たします。 

 休憩前に引き続き、質疑を行います。 

●前川隆史委員  私からは大きく２項目、１

点目が子育てデータ管理プラットフォームの利

用拡大とデジタル技術の活用について、そして
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２点目が札幌市における人口減少に係る現状認

識とさっぽろ結婚支援センターの取組について

順次伺いたいと思います。 

 最初に、子育てデータ管理プラットフォーム

の利用拡大とデジタル技術の活用について伺い

たいと思います。 

 まず、先ほど伴委員から熱い熱い質疑があり

ましたので、私のしゃべる内容はあるのかなと

ちょっと不安になりましたが、頑張って質問し

たいと思います。 

 子育てデータ管理プラットフォームの利用拡

大に関しましては、昨年、令和７年第１回定例

会の予算特別委員会において、全区の支援調整

課へプラットフォームの権限を付与して、その

情報を閲覧できるようにし、子育て世帯への重

層的、包括的支援に活用していく、そして加え

て、子どもや家族に関わる職員が支援を重ね合

うことで子どもの命を守っていくと、そういっ

た答弁をいただいたところでございます。 

 私どもの会派としましては、これまでもプラ

ットフォームの利活用について具体的な状況等

を継続的に注視し、児童虐待の防止の目的はも

ちろんですけれども、ある意味、市役所、市政

の部局間の連携、児童虐待対策に限らず、組織

に横串を刺すという、先ほど伴委員も訴えてお

られましたけれども、そういったまちづくりの

推進の上の市政の進め方にも資する、そういっ

た部分であるということで後押ししてきたとこ

ろもございます。 

 そこで、最初の質問でございますが、直近の

プラットフォームの利用拡大状況及びそれによ

って現場からどのような反応が得られて、今後

どのような効果が期待できると現在お考えか、

伺いたいと思います。 

●宮本児童相談所長  子育てデータ管理プラ

ットフォームの利用拡大についてお答え申し上

げます。 

 令和８年２月から保護課の相談担当係長や児

童虐待を担当する係長など各区３名ほどにプラ

ットフォームの閲覧権限を付与し、児童相談所

や健康・子ども課での支援状況や乳幼児健診の

受診状況、あるいは発育に関する情報などを共

有することができるようになったところでござ

います。 

 各区からは、関係部署での支援状況が随時確

認でき、なおかつ多角的な情報が得られるため、

世帯への理解がより一層深まった、システムを

活用することで、迅速性の向上と業務の効率化

につながるといった反応が得られているところ

でございます。 

 そうした中、児童相談所としましては児童相

談所、区健康・子ども課の虐待防止に向けた支

援状況や通告受理後の対応等が共有され、この

活用が積み重なっていくことで不適切な養育環

境や不自然なけがなど、保護課におきましても

児童虐待に対する気づきやリスクへの感度がこ

れまで以上に高まり、虐待の未然防止や早期発

見につながっていくものと期待しているところ

でございます。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 現場の方の前向きなお声をお聞かせいただき

まして、本当によかったと思っております。 

 プラットフォームをぜひ、より効果的に活用

できるように、今後も工夫、研究を続けていた

だきたいと思います。 

 児童虐待の早期発見には、市民がためらうこ

となく連絡できる環境が不可欠であると、この

ように思っております。 

 しかし、電話による通告につきましては、心

理的な負担を感じる市民が少なからずいらっし

ゃいます。本市では、さっぽろ親子のための相

談ＬＩＮＥや市の公式ホームページを通じて相

談、問合せができるようになっておりますが、

声を上げづらい方からの声を拾い上げて、そし

て虐待を早期に発見するためには、ＳＮＳです

とかインターネットを通じた虐待通告の受理と
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いったことも積極的に検討すべきではないかと、

このように思うところでございます。 

 また、デジタル技術の進歩に伴いまして、Ｉ

ＣＴを活用した業務改善やＡＩの活動といった

取組があらゆる分野で進んでおります。児童相

談所の業務においても、これらの取組を進めて

支援の質の向上や職員の事務負担の軽減を進め

るべきではないかと、このように思うところで

ございます。 

 そこで、伺いますが、虐待の早期発見、早期

対応のためにＳＮＳ等を活用したハードルの低

い虐待通告の受理体制を早期に整備すべきと考

えるが、いかがか伺います。 

 また、児童相談所の業務におけるデジタル技

術の活用についてどのような見解をお持ちか、

伺いたいと思います。 

●宮本児童相談所長  ＳＮＳによる虐待通告

受理とデジタル技術の活用についてお答えいた

します。 

 虐待通告の受理に際しましては、虐待の状況

等について、可能な限り詳細な内容を迅速に把

握するとともに、得られた情報からリスクアセ

スメントを行った上で 48 時間以内に子どもの

安全確認を実施する、こういった時間的制約の

中で対応しております。 

 こうした中、さっぽろ親子のための相談ＬＩ

ＮＥは令和５年５月から開設しておりまして、

相談の中に虐待に関するものがあれば、通告と

して児童相談所が対応するところではあります

が、対象児童の特定などに係る追加の詳細情報

が必要となった場合の即応性や情報の不確実性

に課題を抱えていることも実情でございます。 

 このため、現時点では、電話による双方向、

リアルタイムでの聞き取りによって、迅速性と

情報の正確性を担保することが、より望ましい

と考えているところでございます。 

 いずれにしましても、委員ご指摘のとおり、

市民がためらわずに虐待通告ができるというこ

とは大変重要と認識しておりまして、疑いを持

った段階及び匿名での通告が可能であること、

また、通告者に関する秘匿性は守られること、

無料で迅速に通告ができる虐待対応ダイヤル

189 の活用などについて、さらなる周知に取り

組んでまいりたいと考えております。 

 続きまして、ＩＣＴを活用した業務改善につ

いてでございます。 

 従来、電話受付を行ってきました発達相談の

予約業務におきまして、24 時間いつでも予約

ができるという市民の利便性向上と、子どもの

成育歴などの聞き取り内容について、相談記録

への入力が省略できるという業務の効率化を実

現するため、オンライン申請の検討を進めてい

るところでございます。 

 また、今年度、こども家庭庁が取り組んでお

りますＶＲ、バーチャルリアリティ等を活用し

た研修システム、こちらは児童相談所に対して

拒否的、攻撃的な保護者との面談や、虐待事実

について子どもへの正確な聞き取りなどをＶＲ

内で疑似体験できる実践的な研修ツールとなっ

てございます。この研修システムの構築におき

まして、職員 13 名が試行実施に協力しており、

支援の質の向上に向けた職員の対応力強化のた

めに、国が進める次年度以降のデジタル技術導

入について注視しているところでございます。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 デジタルを活用した効率的な業務の遂行とい

うことで、また、人材育成にも取り組んでいる

というお話がございました。 

 何かＶＲを活用して攻撃的な市民への対応と

か、非常にすごいなと思って聞いていましたけ

れども、でも現実の現場というのは、ある意味、

修羅場となるような場面も多いかと思いますの

で、そういった最先端のデジタルを活用して人

材の育成、また対応力を強化していただきたい

と思います。 

 一方で、虐待の通告につきましては、詳細な
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内容を迅速に把握しなきゃいけないですとか、

電話で双方向、リアルタイムの聞き取りが望ま

しいというお話がございました。それは当然そ

うだなと、私も反対もしませんし、そうだと思

います。 

 しかし、声を上げづらい方からの声を拾い上

げて、虐待を早期に発見するためにはＳＮＳや

インターネットを通じた虐待通告の受理を積極

的にやはり検討すべきじゃないかと、このよう

に思うところでございます。 

 私のところにも様々相談をこれまでもいただ

いておりまして、やはり、ご近所の顔見知りの

ことでなかなか通報しづらいという声もいただ

きました。また、電話をすべきだと思っていて

もかけづらいと、後先のことを考えると心理的

なハードルはかなり高い、そんなお話もいただ

いております。また、スーパーマーケットで虐

待の現場に出くわしたという方がいらっしゃっ

たそうで、児相に電話しようと思ったけれども、

その当事者の前で電話するのはなかなか勇気が

要ったと、そういうようなこともありました。 

 また、若い世代においては、若い世代だけじ

ゃないんですけども、若い世代中心に電話での

通話ということが、とうの昔にコミュニケーシ

ョンツールとしてはもうほぼ使われていないと

いう方も相当数いらっしゃいまして、電話その

ものが何か違和感があるという、そういったお

話も伺っております。事実、私の息子も 25 歳

独身でございますが、独身はどうでもいいんで

すけども、電話は私と妻に連絡を取るときしか

使わないとのことでございました。 

 もちろん全国共通の、先ほどもお話が出まし

た、いちはやくの 189 番などを活用した電話で

の双方向のやり取りが最も連携の精度も高く、

効率的で効果的であると、このように私も思い

ます。しかし、最終的に電話でのやり取りにな

るかもしれませんけれども、通告のこの入り口

という部分で、ＳＮＳを活用して、心理的なハ

ードルを下げることが効果的なのではないかと

思います。 

 電話での通告にこだわるのは、ある意味では

正当性があるものの、やはりこの受け手側の都

合であり、ある意味では理屈とも言えます。市

民の協力なくして、この虐待の早期発見、早期

対応は難しいので、情報提供する側の心理的負

担ですとか、時代が進み、通信機器の扱いがど

んどん変わってきている、そういった状況も踏

まえた通告体制の強化、見直しというものを積

極的に進めていくべきだと思います。 

 児童虐待防止法第６条の規定に基づき、児童

虐待を受けたと思われる児童を発見した場合に

は、全ての国民に通告する義務がございます。

ということは、通告を受ける側にも積極的に情

報を受け取る義務があると言えると思います。 

 るる述べてまいりましたけれども、最後にい

ま一度伺いたいと思います。 

 昨年、札幌東部児童相談所が開設され、先ほ

ど来お話のあるプラットフォームの利用拡大で

すとか、デジタルの活用も進んで、体制の強化

は着実に進んでおり、効果が上がることを期待

しております。しかし、札幌市の児童虐待の認

定件数が直近５年間を見ても、毎年 2,500 件前

後と深刻な高止まりの状態が続いております。

この改善は容易ではないと思います。 

 いかにして早い段階で情報をキャッチして、

虐待の芽を摘めるか、ここが重要と考えます。

そのためにはさらなる市民の協力、情報提供、

通告が不可欠でございます。 

 そこで、改めて伺いますが、市民が情報提供

しやすくなる取組として、ＳＮＳ等を活用した

通告受理体制を整備していくべきと考えますけ

れども、佐藤局長のご見解を伺いたいと思いま

す。 

●佐藤子ども未来局長  ただいまのＳＮＳ等

を活用した通告受理体制の整備についてのご質

問にお答えいたします。 
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 現在もさっぽろ親子のための相談ＬＩＮＥや

市の公式ホームページを通じた虐待通告があれ

ば、実際上、それを受理しているところであり、

様々な事情により電話での通告が困難な市民も

いる中、そうした方々のためにもＬＩＮＥやホ

ームページでの通告受理は門を閉ざすことなく、

今後も継続していく考えです。 

 こうした中、虐待通告受理に関しては、児童

相談所長が答弁したとおり、迅速性や情報の正

確性の担保を最も重視すべきであり、即時双方

向性のある電話による受理が一義的には望まし

いと考えているところですが、ＳＮＳなど、よ

り幅広い方法で通告受理できることは重要であ

ることから、国や他都市の取組なども注視し、

研究してまいります。 

 いずれにしても、市民の皆様をはじめ、日常

的に虐待の早期発見がしやすい様々な関係機関

による気づきの力を得ながら、市民力を借りな

がら、社会全体で子どもの命を守ってまいりた

いと考えております。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 研究していくとご答弁いただきました。かな

り無理して答弁していただいたのかなと推察い

たしますけども、ありがとうございます。 

 既存のＳＮＳを活用した仕組みも、今、先ほ

ど来お話がございました。児童虐待等に関する

相談システムは、主に当事者同士の親子の相談

事に利用されているかと思います。通告にＳＮ

Ｓを活用する場合、整理すべき点が多々あるか

と思いますけれども、虐待の深刻化を防いで子

どもを守るためにはこうした労を惜しんではい

けないと、このように思っております。 

 189、いちはやくも、我が党の実績の大きな

一つでもございますので、これを否定するわけ

では全くないんですけども、活用を深めること、

このことの重要性も非常によく分かっておりま

すし、しっかり啓蒙していくということも重要

だということもよくよく理解した上でのお話で

ございます。 

 しかし、子育てデータ管理プラットフォーム

の導入も、山本副市長が局長時代に全国に先駆

けて行った取組でございました。そういう意味

では児童虐待のこと、令和元年の事案もござい

ますけれども、ＳＮＳを活用した通告体制も先

進的な取組として、どこのまちよりも札幌市が

児童虐待の撲滅に向けて真剣であると、こうい

った姿勢をぜひ示していただきたいと思います。 

 それでは、次の質問に移りたいと思います。

伴委員からのお褒めをいただいたので、勢いを

つけていきたいと思います。 

 次に、札幌市における人口減少に係る現状認

識と、さっぽろ結婚支援センターの取組につい

て伺いたいと思います。 

 今日は、まちづくり政策局の砂田政策企画部

長にもお越しいただいております。砂田部長、

お忙しいところありがとうございます。 

 質問に入りますけども、日本の深刻な少子高

齢化と東京一極集中を是正して、地方の活性化

を図ることを目的に、まち・ひと・しごと創生

法が施行されまして、既に 10 年以上経過して

おりますが、当時予測されていたペースを大き

く上回る速さで人口減少が進んでおります。国

が発表した最新の人口動態統計を見ても、出生

数は約 70 万 6,000 人と、10 年連続で減少して

おりまして、依然として少子化に歯止めがかか

っていない状況でありますが、婚姻件数が、コ

ロナの反動という意見もございますけれども、

２年連続で増加したことは大変よい傾向と思っ

ているところでございます。 

 本市の状況としては、先月発表された札幌市

の令和６年の人口動態統計によると、合計特殊

出生率は 0.90 と過去最低を記録して、全国最

低レベルでございます。出生数も 9,586 人と減

少傾向がずっと続いております。 

 一方で、婚姻件数が 8,114 組と増加に転じた

ことによりまして、今後、合計特殊出生率や出
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生数にどう影響していくのか、注目していると

ころでもございます。婚姻数の増加は明るい兆

しではあるものの、コロナ前の婚姻数が年間１

万件を超えていたということを考えますと、ま

だまだ低迷していると言えると思います。結婚

したいと思っている市民が希望をかなえやすい

環境を充実させていくことが必要であると思い

ます。 

 少子化対策として結婚支援に重点を置くこと

に様々な意見があることは承知しておりますけ

れども、日本で生まれる子どもの約 98％が嫡

出子であることからも、婚姻数と出生数につい

ては一定の関係性があると考えられるところで

ございます。札幌市もそのことを念頭に置いて、

少子化対策に取り組んでいただきたいと思うと

ころでございます。 

 そこで、まちづくり政策局、砂田政策企画部

長にお伺いしたいと思います。直近の人口動態

を踏まえて、人口減少の現状について市として

どう認識しているのか、また、改めて婚姻数が

増えることと、少子化対策との関係性について

どうお考えか、伺いたいと思います。 

●砂田まちづくり政策局政策企画部長  札幌

市における人口減少の現状認識、それから少子

化対策と婚姻数の関係性についてお答えいたし

ます。 

 人口減少の局面が続く中、合計特殊出生率が

過去最低を更新したことは若い世代が出産や子

育てに前向きになりにくい実情を反映した結果

であり、深刻な事態であると重く受け止めてい

るところでございます。 

 昨年３月に策定しました第３期さっぽろ未来

創生プランでは、札幌市の合計特殊出生率が低

い要因として、未婚、それから結婚後、子ども

を持たない既婚非出産、そして第２子以上を持

たない非複数子、これらの影響が大きいと分析

しておりますことから、婚姻数の増加により未

婚の割合が下がることは、少子化対策に資する

ものと認識しております。 

 また、この未婚の背景には、所得・雇用環境、

出会いの機会の不足、価値観の多様化などの複

合的な要因が絡み合っておりますことから、

様々な視点から多角的にアプローチしていく必

要があり、若い世代の結婚を支援することは、

その中の一つとして重要であると考えていると

ころでございます。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 札幌市における人口減少に係る現状認識とい

うことで、婚姻数との関係性についてお考えを

伺いました。 

 やはり結婚、未婚というものが人口減少の大

きな要因の一つになっているということでござ

いまして、そこに支援をしっかりしていくとい

うことは、一つの打開策として非常に重要であ

ると、そんなお話だったと思います。 

 少子化と結婚を結びつけることに賛否がある

というのは、以前からよく承知しておりますけ

れども、婚姻件数が増えなければ少子化問題も

解決していかないと、札幌市もそのことを念頭

に置いた、より実効的な少子化対策を検討する

必要があるのではないかと、このように考える

ところでもございます。 

 そこで、次に、札幌市においてその一翼を担

っているであろうさっぽろ結婚支援センターの

取組について伺いたいと思います。 

 今、うるしはら委員の質問が終わって、私で

最後、休憩に入れるかなと思って楽しみにして

いたんですが、私の前で休憩に入ってしまいま

して、ああ、なんて言っていたんですけども、

そして控室に戻りましたら、来客がございまし

た。以前からの知人なんですけども、何しに来

たのかなと思ったら、さっぽろ結婚支援センタ

ーで彼女ができて、４月１日に籍を入れること

になりましたと、そういうご報告をわざわざい

ただき、自分の前で休憩が入ったことも意味が

あったなと、このように思い直したところでご
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ざいます。いや、うちの息子じゃないですよ。

それで、エイプリルフールでもない。というこ

とでうれしい、そういう思いで質問に臨んでい

るわけでございますけれども。 

 それで、先月７日に大和ハウスプレミストド

ームにおいて、大規模婚活イベントとなる、さ

っぽろ雪恋プロジェクトを開催したということ

でございまして、このイベントは明治安田生命

保険相互会社からの寄附を活用して企画・運営

されたと、このように伺っております。誠実に

結婚を望む方々を支援するさっぽろ結婚支援セ

ンターの取組に賛同してご寄附を頂けたことは

大変ありがたいと思っております。また、この

寄附を活用し、ＰＲ効果の高い大規模イベント

を開催することができたことは、この支援セン

ターの認知度向上にもつながると、そんな意味

でも大変有意義なものであったのではないかと、

このように思うところでもございます。 

 そこで、伺いますが、このイベントの開催状

況や開催に伴う成果について伺いたいと思いま

す。 

●斎藤子ども育成部長  ２月に行われました

大規模イベントの開催状況と成果についてお答

えさせていただきます。 

 このイベントは、定員が男女合わせて計 200

人のところ 800 名と、非常に多くの方からの申

込みをいただきまして、婚活イベントに対する

ニーズの高さを確認することができたところで

ございます。 

 また、イベント終了時にアンケートを行って

おりまして、参加者の約３割の方がよい出会い

があったとお答えをいただいておりまして、セ

ンター入会を希望する声も多数寄せられました。 

 このことから、一定の成果を収めることがで

きたものと考えております。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 大変よい出会いができたという、そんなアン

ケート結果もあったということでございます。

非常に一定程度満足、皆さんしていただいたの

かなと思います。また、支援センターの入会も

進んだということで、いい取組だったと思いま

す。 

 オンラインで婚活ができるさっぽろ結婚支援

センターのシステムは、利用者にとって便利で

ある一方で、イベントの申込件数がこれだけ多

かったということは、実際に会ってお相手を探

したいと、こういったニーズも大変高いのでは

ないかと思います。また、民間企業の力を借り

ることでさっぽろ結婚支援センターの認知度を

向上していくことが可能になるということも感

じたところでもございます。 

 そのためにも、今後も民間企業からの支援で

すとか協力を得ながら、札幌市全体で結婚を希

望する男女を応援する機運を醸成していくこと

が肝要かと思います。 

 そこで、伺いますが、さっぽろ結婚支援セン

ターと民間企業の連携や協働に関してどのよう

に今後取り組んでいくお考えか、伺います。 

●斎藤子ども育成部長  民間企業との連携や

協働に対する札幌市の考え方についてのご質問

でございました。 

 札幌市といたしましても、結婚を望む方々が

理想のライフプランを実現していくためには、

民間企業が持つ柔軟な発想力や協力が欠かせな

いものと考えております。 

 そのため、官民連携の窓口でありますＳＡＰ

ＰＯＲＯ ＣＯ－ＣＲＥＡＴＩＯＮ ＧＡＴＥ

を通じまして、さっぽろ結婚支援センターの効

果的なＰＲ策を継続的に募集しているところで

あります。 

 その結果、明治安田生命以外にも今月の 14

日、先週の土曜日ですが、北海道イエロースタ

ーズとの連携によるスポーツ融合型のイベント

を開催しましたほか、今月末、29 日にはソニ

ー生命保険の協力で、ライフプランニング融合

型のイベントを開催する予定でございます。今
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後も企業連携によりイベント開催などの取組を

継続するほか、例えば企業で働く方々とセンタ

ーを結びつけるような取組なども模索していき

たいと考えております。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 どうか今後も工夫を重ねながら、様々な取組、

研究、また、チャレンジを続けていただいて、

前に進めていただくことをお願いして、私の質

問を終わります。 

●小形香織委員  私は、若者支援関係につい

て質問したいと思います。 

 先月の我が党の代表質問で、若者支援施設に

ついて取り上げました。若者支援施設の在り方

に関する提言書が出されたが、どのように受け

止め、支援を強化されるのかとお聞きしたとこ

ろ、卒業や中退で支援の場が途切れぬよう、学

校との連携やアウトリーチを強化し、一人一人

に寄り添った支援につなげてまいりたいと、生

きづらさを抱える人、孤立する若者に対しての

取組をお答えになりました。 

 そこで、取組の内容を具体的にお聞きしたい

と思います。 

 私は昨年の決算特別委員会での教育委員会関

係の質疑で、不登校児童生徒への支援について

取り上げました。文科省の令和６年度の調査結

果によると、現在、本市の不登校児童生徒は、

小学校、中学校合わせて 5,488 人と、前年度よ

りは若干減ったものの５年前と比べて２倍程度

の増加というのは、おおむね変わっていない状

況だと思います。 

 そのうちの中学生 3,610 人の中には、もちろ

ん学校の教職員の方々の粘り強い働きかけで登

校できるようになった児童生徒もいます。どの

程度いるのか、正確な数字は分かりませんけれ

ども、文科省の全体調査の中でも大体３割程度

が学校に通えるようになったというデータが出

ております。中学生というのは思春期であり、

高校受験も控えていて、その心理は大変デリケ

ートな時期であるということを考えますと、残

る７割のうち、不登校の状態のまま卒業時期を

迎えるという児童生徒も、本市にも少なからず

いるのではないかと考えます。 

 そこで、自分の居場所というのが非常に大事

だと思っております。不登校の児童生徒が中学

校を卒業してからも必要な支援につなげていく

ということが非常に大事でありますし、若者支

援施設がそのためにも学校との連携を深めてい

くことが大事だと考えますが、どのような取組

を実施されているのか、伺いたいと思います。 

●斎藤子ども育成部長  若者支援施設と学校

との連携についてのご質問でございます。 

 若者支援総合センターでは若者の総合相談窓

口として、困りを抱える若者からの相談を受け

ておりますが、それだけではなく、若者を支え

る学校からの相談にも対応しております。 

 具体的には、進路支援の担当者が市内の中学

校や高校に連絡を取りまして、進路が決まって

いなかったり、卒業後の生活に不安があったり

する生徒がいた場合、若者支援施設へつなげて

ほしいと個別に依頼しているところでございま

す。 

 また、学校からの相談内容に応じまして、必

要があれば担当者が学校へ訪問し、卒業前に対

象生徒とも関係を築き、学校から支援のバトン

をスムーズに引き継ぐことができるよう努めて

いるところであります。 

 今後は市内の全ての中学校において、教師だ

けではなく、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーとも連携し、より一層、学

校卒業後の若者の支援の受皿となるよう努めて

まいりたいと考えてございます。 

●小形香織委員  学校から相談があるだけで

なく、若者支援施設の側からも学校に働きかけ

ているということでありました。 

 悩みを抱える子どもたちにとって心強い存在

であると思うのです。しかし、初めて若者支援
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施設に足を踏み入れるときというのは期待感と

同時に不安感、あるいは疎外感のようなものが

入り混じっていて、施設に入ってみたはいいけ

れども、どこに向かっていけばいいのか、ある

いは施設の誰と話せばいいのか、悩みを抱える

若者だからこそ、入ってみようと思ったけどな

かなか進めないという、そういう複雑な心境と

いうのもあるのではないかなと思っております。 

 本市の若者支援施設というのは、Ｙｏｕｔｈ

＋（ユースプラス）とうたっているように、自

由に過ごせるロビーを開放したりして、飲食物

を食べたり、あるいはゲームを持ち込んだり、

勉強道具の持込みもできるというフリースペー

スが用意されております。迷いながら、悩みな

がら、不安に思いながら入っていく若者が、入

ってすぐにあるフリースペースで、この若者支

援施設の雰囲気を感じて、そして、ここに来る

と楽しいかもという前向きな気持ちを持っても

らえるかどうか、ここがスタッフにとっては大

変配慮を要するところなのではないかと思って

おります。 

 この最初の一歩を踏み出すことが大変ハード

ルが高いものだということも踏まえた対応を進

める上で、ロビー活動というのは重要なものだ

と私は考えておりますけれども、どのようなロ

ビー活動が行われているのか、具体的にお尋ね

いたします。 

●斎藤子ども育成部長  若者支援施設のロビ

ーで行われる活動についての質問でございまし

た。 

 今、委員からお話がございましたように、若

者支援施設では目的があってもなくても、自由

に過ごせる場所としてロビーを開放しておりま

す。利用者は自習やおしゃべりなど、思い思い

に過ごしていただいているところであります。 

 若者支援施設では職員をユースワーカーと呼

んでおりまして、単なる施設のスタッフではな

く、若者の声を聞き、その思いに応え、成長を

後押しする役割を担っております。例えば、ロ

ビーでの若者との会話を通じまして、ユースワ

ーカーが若者の何かやりたいを一緒に考え、提

案するといった活動も行っており、若者支援施

設の取組の大きな特徴となっているところでご

ざいます。 

●小形香織委員  若者支援施設の在り方につ

いて、検討会が行ったアンケートによりますと、

若者支援施設の滞在時間とＹｏｕｔｈ＋（ユー

スプラス）に求める機能というクロス集計で、

滞在時間が 10 分以下の人は活動室だとか体育

館だとか、活動する場所の提供を若者支援施設

に求めていると、そういう回答の割合が高いと。

つまり、目的があって利用している方が、割と

10 分以下の滞在時間で、ぱっとその目的の場

所に行かれると。一方、滞在時間が１時間から

３時間ぐらいの方というのは、自習、あるいは

趣味、おしゃべりなど、誰でも気軽に立ち寄れ

る居場所の提供を求める割合が高いという結果

が出ております。つまり、ゆったり気軽に過ご

せる場所の機能です。 

 今、ご答弁にありましたように、目的があっ

ても、あるいは目的がなくても、この施設に来

たら自分たちのやりたいこと、あるいはやりた

いことがはっきりなくても、そこに居場所があ

る、こういう機能が非常に大事だろうと思いま

す。 

 若者のニーズというのは実に多様です。とり

わけ、悩みを抱えながらも若者支援施設に居場

所がある、何か得られるとか、いい感覚がある

という、こういう経験を積む中で、少しずつ学

校に行けるようになる、あるいは社会に入って

いく勇気やきっかけを持てるようになるという

ことでもあるのではないかと思います。 

 そうした若者を支えていく上で、大人である

職員の皆さんはもちろんのことですが、若者自

身が若者を支えたり、支えてもらったり、こう

いう関係を築きながら、自らの施設を運営して



 

335 

いく、こういう若者同士の自治のような、リー

ダーのような存在であるユースワーカーという

のがこの施設の要、特徴であるだろうと考える

ところです。 

 そのユースワーカーが役割をもっと発揮して

もらうために、具体的にどのように育成されよ

うとしているのか、伺いたいと思います。 

●斎藤子ども育成部長  ユースワーカーの人

材育成についてのご質問でございました。 

 若者は、相談しても解決しないですとか、自

分の悩みをうまく伝えられないといった理由か

ら、自ら進んで相談することは少ないと言われ

ております。そのため、ユースワーカーは日頃

から若者とのコミュニケーションに努め、ふだ

んと違う様子や言動から、そういったちょっと

したＳＯＳのサインを見逃さないということが

重要になってまいります。 

 若者支援施設では全てのユースワーカーを対

象とした研修を月に１回程度開催しておりまし

て、他の自治体の取組や個別事例を基に、対人

援助や支援スキルの向上に努めているところで

ございます。 

 今後も施設を利用する若者に対して、タイミ

ングを逃さずに、適切な助言や支援ができるよ

う、ユースワーカーの資質向上に向けた人材育

成に取り組んでまいりたいと考えております。 

●小形香織委員  大変デリケートなやり取り

を、そのサインとしてしっかり受け止めながら、

その子に合った働きかけをどうするかというと

ころで、月１回の研修も進めながら支援の充実

ということを考えておられるということであり

ました。 

 今後、本市は若者支援施設をどうするのかと

いうことで具体的な検討に入っていくんだろう

と思いますけれども、やはり若者らしく活動す

るという意味で、その積極的に目的があって来

る若者と、それから、どうしていいか分からな

いけれども、何となく誘われて来てみた、困り

事があるけど、うまく話すことができないとい

う、そういう若者と、両方を支えるという機能

は、やはり今の施設で培われたものが、十分経

験があるわけですから、この先の施設を考えて

いく際に、ほかの施設では代替の効かないロビ

ー活動、こういう話もありましたので、これら

を生かしながら施設数を減らすことなく、提言

を生かして、この先、進めていただきたいこと

を申し上げまして、質問を終わりたいと思いま

す。 

●山田一郎委員  私からは、ひとり親家庭学

習支援ボランティア事業、さっぽろ・まなトピ

アについて、今日は１点伺いたいと思います。 

 本事業は、平成 22 年に札幌市母子寡婦福祉

連合会、通称札母連がひとり親家庭の子どもた

ちを対象に自主事業として立ち上げ、その後、

平成 25 年 10 月から市の委託業務として、各区

１会場、市内 10 会場で実施されるようになり

ました。毎週１回、土曜日や日曜日の午後を中

心に子どもたちの通いやすい時間を設定し、学

習習慣の定着を目指しているところであります。 

 また、所得にかかわらず、ひとり親家庭を広

く対象とし、ひとり親家庭の事情に精通したコ

ーディネーターを配置することで当事者目線で

の相談対応やピアサポートにもつながっている

点が大きな特徴であると考えます。 

 そこで、最初の質問ですが、この事業の子ど

もの参加者数や利用者の声などを踏まえ、市と

してこの事業をどのように評価しているのか、

伺います。 

●札場子育て支援部長  事業の実績と評価に

ついてお答えさせていただきます。 

 本事業は、各会場平均して毎回７名から８名

程度の児童の参加がありまして、参加児童から

は丁寧な指導で理解が深まり、成績が上がった

といった声、保護者のほうからは自主的に勉強

する習慣がついたといった声をいただいている

ところでございます。 
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 こうした学習支援としての成果に加えまして、

年齢の近い学生のボランティアが多いことから、

気軽に通える居場所となっており、子どもの成

長を支える貴重な場になっていると評価してお

ります。 

 さらに、各会場の責任者が保護者の相談にも

丁寧に応じることで、ひとり親家庭が抱える不

安を和らげるなど、家庭全体を支える役割も果

たしているところでございます。 

●山田一郎委員  今の答弁では学習支援事業

でありますが、子どもたちの学習の場であり、

居場所にもなっており、また保護者の方も含め

て、ひとり親家庭を支える役割を果たしている

とのことでありました。 

 私、この事業の視察にも行ってきまして、子

どもたちとボランティアの方が仲よく学習して

いるようなところも拝見しました。私、この立

場で行くと、市議会議員のことを発表してくだ

さいと、急に発表させられたというのもあるん

ですけれども、よくよく聞いてみますと、やは

りひとり親、特に母子家庭の方が多かったんで

すけれども、異性の大人と触れ合う機会という

のもすごい大切な状況であったものですから、

そういった機会というのは本当に大切なんだな

と感じたところであります。 

 ただ、学習習慣の定着、また、居場所として

の役割、これは大切ですが、ひとり親家庭の子

どもたちにとって多くの学びが得られるよう、

使う教材を工夫したり、また体験学習を取り入

れるなどの事業展開、これも考えていただきた

いと思っております。 

 近年は、こども家庭庁も中間支援団体等を通

じた学用品や食事の提供など、地域社会全体で

子どもを支える官民連携の取組、これを推進し

ている状況であります。 

 本市としても、この事業において、民間との

連携を進め、学習体験の場など、提供を受ける

ことができる仕組みを積極的に検討し、事業内

容の充実を図るべきと考えますが、見解を伺い

ます。 

●札場子育て支援部長  事業内容の充実と官

民連携についてお答えいたします。 

 子どもたちに充実した学習環境を提供するた

めには、行政のみならず、地域団体や民間企業

等のご協力をいただくことも重要であると認識

しております。これまでも民間団体からの寄附

による学用品の購入や、地域の皆様による行事

での食事提供、子どもたちの調理体験の機会創

出など、温かいご支援をいただいているところ

でございます。 

 今後、受託者とともに企業等との連携を深め、

職業体験や職場訪問といった社会と接する機会

を増やすなど、多くの学びが得られる取組を充

実させてまいりたいと考えております。 

●山田一郎委員  取組の充実というのは切に

お願いしたいと思います。 

 こども家庭庁の最新の全国調査、これでは、

こうした学習支援事業における課題の第１位と

して、実に６割近くが支援員の確保が困難であ

るということを掲げております。 

 そうした中、懸念されるのが、本市における

類似事業予算とボランティア報酬の格差であり

ます。保健福祉局では、生活困窮世帯を対象と

した学習支援事業、まなびのサポート事業、ま

なべぇをさっぽろ青少年女性活動協会に委託し、

市内 40 会場、中学生を対象として実施してお

ります。生活に困窮、困難を抱えた世帯の子ど

もに対する学習支援という点で類似性があると

感じております。 

 この二つの事業を比較してみますと、もちろ

ん実施会場としている数が異なり、参加者数な

どに違いはありますけれども、中でも、このボ

ランティアに対する報酬に大きな差が生じてい

ると思います。 

 どちらの事業も２時間程度の開催時間に対し

て学習支援を行う学生ボランティア等の１回当
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たりの報酬が、ひとり親家庭に対する事業、ま

なトピア 2,000 円に対して、学びのサポート事

業は 3,000 円となっております。最低賃金が上

がってきており、様々なところで人手不足が問

題になっている状況において、同じような学習

支援、ボランティアももしかしたらかぶってい

る場合もあるんですけれども、ボランティアの

確保というのがやはり支障が出てくるのではな

いかなと思います。 

 本事業というのは、令和７年から令和９年ま

で複数年契約が既に結ばれているというのは理

解している状況であるんですけれども、ただ、

この状況を放置すれば、人手不足などでまた安

定した運営が難しくなるとともに、札幌市とし

てひとり親家庭支援が手薄になっている、こう

いったような誤ったイメージにもなりかねませ

ん。 

 そこで、質問ですが、次期契約の更新時期を

待つことなく、関係部局と密に情報共有を図り、

速やかにボランティア報酬の改善を図っていく

べきと考えますが、市の考えを伺います。 

●札場子育て支援部長  ボランティア報酬の

改善についてお答えさせていただきます。 

 ボランティア報酬につきましては、委託費の

範囲内で受託者において活動時間や交通費等を

勘案して決めているところでございます。 

 一方、本事業を実施していくに当たりまして

は、ボランティアの安定的な確保というものは

重要な課題と認識しており、これまでも受託者

と連携し、市内の大学にボランティア募集のご

協力をいただくなど、確保に向けた取組を進め

ているところでございます。 

 今後におきましても、類似事業の取組を参考

としながら、ボランティア報酬を含め、事業の

効果的な実施手法につきましては検討を重ね、

安定した事業運営に努めてまいりたいと思いま

す。 

●山田一郎委員  ご答弁、ありがとうござい

ます。 

 何といいますか、よく聞く答弁というような

形になってしまいまして、少し残念な形、もう

一歩踏み込んだ答弁というのもあってもよかっ

たのではないかなと思っております。 

 現場でやはり人材の確保というのは本当に難

しくなってきておりまして、もう本当に問題に

なっているところでありますし、こういった状

況を放置してやっていきますと、やはり人が集

まらなくなってくる。そして、では、どこに一

番影響があるかというと、やはり子どもたちに

一番の影響があるということ、ひとり親家庭の

学習する環境がどんどん小さくなってしまう、

こういったものをやはり私も懸念しているわけ

であります。 

 ですので、先ほど答弁でもありましたけれど

も、この事業は、単なる学習支援ではなくて、

子どもたちの成長を支え、家庭の不安を和らげ

る大切な取組であるという答弁もございました。

その土台を支えているボランティアの確保につ

いてはもっと本気で向き合っていく必要がある

と思います。 

 ですので、先ほどもありましたが、契約の更

新時期は、確かに令和７年から９年、更新は分

かっているんですけれども、今できることをし

っかりと考えていただいて、報酬の在り方につ

いても早急に見直しを進めていくことを強く求

めて、私からの質問を終わります。 

●あおいひろみ委員  私からはプレーパーク

推進事業について、３問質問します。 

 一つ目です。実施団体数及び実施状況につい

てお伺いします。 

 プレーパークはボランティアとして地域の方

が公園などで実施しており、子どもの自主性、

創造性、協調性を育むものであり、子どもにと

って外遊びを通じて得られる様々な体験は、子

どもを大きく成長させ、子どもの成長にとって

大切なものであると認識しています。私も地域
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の方が実施するプレーパークに参加したことが

ありますが、子どもが様々な遊びができるよう

に、会場でシャボン玉遊びやバーベキューこん

ろを用意して、冬の焼きマシュマロ体験を体験

できるところもありました。 

 また、プレーリーダーさんの中には、85 歳

という年齢ながらも元気に子どもたちの遊びと

向き合う姿もあり、世代を通した遊びは貴重な

場であると感じています。子どもが楽しそうに

遊んでいる風景を目の当たりにし、プレーパー

クは子どもが自由に遊び、様々な体験をするこ

とで、子どもの健やかな成長に寄与する取組と

して重要だと実感したところです。そういった

子どもたちの様々な体験は、地域の方々で構成

される団体に支えられていると考えます。 

 そこで、質問ですが、令和７年度のプレーパ

ークの実施団体数及び実施状況について伺いま

す。 

●斎藤子ども育成部長  プレーパークの実施

団体数及び実施状況についてのご質問でござい

ました。 

 プレーパークは、委員のおっしゃられたとお

り、ボランティアの活動団体が主体となってお

りまして、団体としての届出義務はないんです

が、本市では実施団体がプレーパークを開催す

る際に、申請により活動支援を行っております。

令和７年度は支援を行った団体が 15 団体ござ

いまして、これは昨年度と比べ、４団体増加し

ているところであります。 

 令和７年度の実施状況としましては、今年の

２月末現在ですが、プレーパークの実施回数が

138 回、参加人数は 6,971 人となっておりまし

て、ここ数年、実施回数、参加人数ともに横ば

いの状態となっております。 

●あおいひろみ委員  プレーパークについて

は、我が会派で立ち上げ当初からずっと応援し

ております。令和４年度のうるしはら委員の質

問でも、この活動はすぐには結果が出ないので、

粘り強く育ててほしいと要望しています。引き

続きよろしくお願いいたします。 

 ２問目です。支援内容についてお伺いします。 

 先ほどお伝えしたように、様々な楽しい仕掛

けを用意するにも、ボランティアであるため、

シャボン玉の液や炭などを工夫しながら用意し

ているが、大変であるといった声があり、プレ

ーパークの運営を継続するのに苦労されている

ようです。聞くところによると、イオンで毎月

11 日に発行される幸せの黄色いレシート、こ

れに登録して、そこからお金はもらえないけれ

ども、資材をもらっているということでした。

工夫をされている声が届いております。 

 参加している方からは、プレーパークを運営

してみたい気持ちもあるけれども、立ち上げに

ちゅうちょするといった声も聞いております。

ボランティアとはいえ、札幌市がプレーリーダ

ーを育てて支援していく環境を整えなければ、

皆さんの心が折れてしまい活動ができなくなり、

ひいては子どもの体験機会が少なくなるのでは

ないかと危惧しているところです。 

 そこで、質問ですが、プレーパークを推進す

るためにどのような支援を行っているか、伺い

ます。 

●斎藤子ども育成部長  プレーパークを推進

するためにどのような支援を行っているかとい

うご質問でございました。 

 本市としましては、地域住民が主体的に行う

プレーパークを推進するために、平成 23 年度

からプレーパーク推進事業を開始しております。

現在は実施団体の活動支援、そして普及啓発を

行っております。 

 そのうち、活動支援につきましては、相談窓

口の設置ですとか道具の貸出し、チラシの印刷

を行っているほか、遊びを見守るプレーリーダ

ーの研修会の実施や派遣など、実施団体の活動

が円滑に行われ、定着するよう支援を行ってい

るところです。 
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 また、普及啓発としましては、多くの方にプ

レーパークを知ってもらって参加者を増やすと

いうことを目的に、体験型プレーパークを実施

しております。そのほか、プレーパークの運営

方法や必要な知識を習得し、実施団体の立ち上

げがしやすくなるよう、出張プレーパークなど

を行っているところでございます。 

●あおいひろみ委員  プレーパークの中では

地域のホームページなどを利用して宣伝してい

るところも見受けられます。そういったところ

もアクセスがしやすくなるように応援していた

だければと思います。 

 三つ目です。今後の取組について伺います。 

 プレーリーダーとして活動されている方から

は、自分たちはボランティアで、札幌市の中で

は小さな活動だけれども、地域の子どもの支援

になるよう一生懸命活動しているが、札幌市は

実態を知ってくれているのだろうかとの声が聞

こえてきました。中には昨今、札幌市は財政状

況が厳しいとの報道があるが、自分たちの活動

も見捨てられて、今ある支援もなくなってしま

うのではないかと不安に思っている方もいらっ

しゃいます。 

 そこで、質問ですが、プレーパーク推進に関

わる今後の取組について伺います。 

●斎藤子ども育成部長  プレーパーク推進に

係る今後の取組についてお答えいたします。 

 プレーパークは大人の決めたルールやプログ

ラムではなくて、子どもたちが自由な発想で遊

びを展開できる機会や場を創出する活動であり

ます。そのため、プレーパークの担い手である

実施団体あるいはプレーリーダー、こちらはな

くてはならない存在と私どもは考えております。 

 私どもとしましては、引き続き実施団体やプ

レーリーダーのご意見を聞きながら、子どもた

ちにとって大切な体験機会であるプレーパーク

を推進するために必要な支援を検討してまいり

たいと思っております。 

●あおいひろみ委員  しっかりと見ていただ

けるとありがたいと思います。 

 最後に要望を申し上げて終わりにしたいと思

います。 

 先ほどもありましたけれども、札幌市では平

成 23 年度から地道にプレーパークの推進の取

組を行っており、今年度、新たに担い手として

複数団体が立ち上げを行われたことは喜ばしい

ことだと思います。プレーパークは子どもが遊

びを通じて自主性を育む場として重要であると

同時に、訪れる親同士が互いに悩みを相談、共

有できる場としても大切であります。今後も活

動団体の支援をしっかり続けていくことを要望

し、私の質問を終わります。 

●丸山秀樹委員  私からは、不妊症、不育症

の方への支援について、３歳児健診における屈

折検査について、次期札幌市児童相談体制の強

化プランについて、３点お伺いしたいと思いま

す。 

 最初に、不妊症、不育症の方への支援につい

てお伺いいたします。 

 不妊症や不育症の治療は頻繁な通院や副作用

による身体的な負担、出口の見えない不安や孤

独感といった精神的な負担、そして治療に伴う

経済的な負担など、周囲の方からは理解が得ら

れにくく、当事者に多大な負荷がかかっている

のが現状であります。 

 私の周りでも、不妊の治療をいつまで続けれ

ばよいのだろうかとか、また、治療を諦めざる

を得ず、子どもを持たず、これからパートナー

と２人で人生を送る決断をしたという方からの

声が届くことがございます。 

 そのような方たちのライフプランも考慮した

不妊症や不育症のサポートが今後も進んでいく

ことを願っているところであります。 

 令和４年に人工授精や体外受精などの主要な

不妊治療が保険適用になったことを受け、札幌

市では、令和５年 12 月より保険診療と併用可
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能な先進医療の費用の一部助成をする事業が開

始されました。あわせて、不育症の方に対して

も検査及び治療費の助成を実施し、当事者の経

済的負担の軽減を図っているところであります。 

 こうした本市の取組に対し、助成事業の申請

件数や利用者数は着実に増加しており、公的な

支援を必要としている市民が極めて多いという

ことを改めて認識しているところでもございま

す。 

 また、これまで経済的な不安から治療をため

らっていた方々にとって、本市の助成制度がい

かに切実な支えとなっているかを示していると

いうことも考えられます。 

 そこで、質問ですが、不妊症、不育症の方へ

の治療費助成の実績について、まずお伺いした

いと思います。 

●安田母子保健担当部長  不妊症、不育症の

方への支援について、治療費助成の実績につい

てお答えいたします。 

 令和５年 12 月に開始した不妊治療の先進医

療費助成事業の支給件数は、令和５年度が 218

件、令和６年度は 592 件、令和７年度は 880 件

の見込みであり、大きく増加しております。 

 また、妊娠しても流産や死産を繰り返す不育

症の方への治療費助成につきましても、令和４

年度の所得制限等の要件撤廃を経て、令和５年

度が 172 件、令和６年度は 204 件、令和７年度

は 190 件の見込みとなっております。 

 今後も不妊症や不育症の方への治療に伴う経

済的負担の軽減を図るために、引き続き、助成

事業の周知に努めてまいります。 

●丸山秀樹委員  治療費助成の実績について

伺わせていただいたところでございますが、金

銭的な支援のみならず、通院や治療に伴う不安

や孤独感、子どもを授からず、治療の継続を悩

む方への支援も大変重要であり、このように誰

にも打ち明けることができない不安や悩みを抱

えた際に、安心して相談できる体制を整えるこ

とは大変重要と考えます。 

 そこで、次の質問ですが、相談しやすい体制

づくりに向けた取組について伺います。 

●安田母子保健担当部長  相談しやすい体制

づくりに向けた取組についてお答えいたします。 

 札幌市では、保健師等による一般相談に加え

て、医師やカウンセラーによる専門相談を実施

しており、今年度からは、当事者の利便性向上

のために、希望者に対してオンラインによる相

談を開始いたしました。 

 また、残念ながら流産や死産を経験し、大切

な命を失った深い悲しみに直面された方々に対

しては、その喪失感に寄り添うグリーフケアと

して、相談先を記載したリーフレットの配布や

精神科医による専門相談も行っております。 

 不妊症や不育症に伴う当事者の不安、そして

精神的な負担は大変大きいと認識しており、引

き続き、当事者のニーズにきめ細かく対応して、

不安や悩みを相談しやすい体制づくりを一層推

進してまいります。 

●丸山秀樹委員  オンラインの相談を開始し

たり、また、グリーフケアも行っているという

お話でございました。 

 不妊治療や不育症の治療にかかる負担は、身

体的、精神的、そして、経済的にも大きく、決

して個人の努力だけでは抱え切れるものではあ

りません。治療を続ける中で、将来への不安や

孤独感を抱えながら日々過ごしている方が多く

おられることをしっかり受け止めていく必要が

ございます。 

 こうした中、本市が実施している助成制度は

経済的な負担軽減という点で大きな支えとなっ

ており、当事者にとって、非常に重要な取組で

あるということは認識しております。今後、必

要とする方が安心して治療に向き合えるよう、

制度の周知や利用しやすい仕組みづくりに努め

ていただきたいと思います。 

 また、治療を続けるかどうかを悩む方や治療
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を終えるという決断をされた方など、それぞれ

の状況や人生設計に寄り添った支援も極めて重

要であります。経済的支援にとどまらず、心身

の悩みやパートナーとの関係、仕事との両立な

どについて、安心して相談できる体制を一層充

実させていただくとともに、当事者が孤立する

ことのないよう、きめ細やかな支援の充実を図

っていただくことを求めて、この質問は終わり

たいと思います。 

 次に、３歳児健診における屈折検査について

お伺いいたします。 

 乳幼児の目を健康で守る上で、３歳児健診は

極めて重要な機会でございます。特に、日常生

活で気づきにくい弱視は 50 人に１人と言われ

る頻度で存在し、その治療は視覚の発達が著し

い３歳などの早期に開始することで良好な視力

を獲得できると言われております。この早期発

見、早期治療こそが、子どもの将来の視力、視

機能に決定的な影響を及ぼします。 

 我が会派は、この弱視のリスクを３歳児健診

で確実に発見し、速やかに専門医療機関へとつ

なぐことの重要性を強く認識し、あらゆる機会

を通じて、本市の３歳児健診への屈折検査導入

を要望し、実現を後押ししてまいりました。 

 その結果、本市においては、令和５年度の東

区でのモデル事業実施を皮切りに、令和６年度

には先行実施地区として５区へと拡大、そして、

ついに令和７年度から市内全区の３歳児健診で

屈折検査が本格的に実施されるに至りました。

これは、本市における子どもの将来の視力を守

る施策の大きな一歩であり、関係者の尽力に敬

意を表するところでもございます。 

 特に我が会派では、全区展開等の節目となる

令和７年６月には、屈折検査が導入された白石

区の３歳児健診の視察を実施いたしました。従

来の視力検査だけで発見が困難であった潜在的

な弱視リスクを持つ事例が屈折検査によって的

確に発見されることを確認し、屈折検査が弱視

の早期発見に果たす有用性と必要性を改めて強

く認識したところであります。 

 この全区展開は、多くの子どもの視機能の発

達を支援する上で計り知れない成果をもたらす

ものと期待されております。 

 そこで、質問ですが、全区で実施された具体

的な成果についてお伺いいたします。 

●安田母子保健担当部長  続けて、３歳児健

診における屈折検査について、全区実施の成果

についてお答えいたします。 

 屈折検査の全区実施後、令和７年６月から

12月までに３歳児健診を受診した6,866人のう

ち、疑いも含む弱視と診断された子どもは 108

人でありました。そして、その中で 73 人が屈

折検査を実施しなければ見逃されていた可能性

があると考えられました。これは弱視と診断さ

れた子どもの約７割に当たり、屈折検査の導入

は子どもの将来の視力を守るという極めて大き

な意義があると考えております。 

●丸山秀樹委員  ただいまの答弁からも弱視

の早期発見に大変寄与しているということを確

認することができました。 

 屈折検査の全区実施により、医療機関で精密

検査を受けるお子さんの数は、従来の検査体制

と比較して増加しているということが分かりま

す。この増加は、弱視リスクの子どもを適切に

発見できたという施策の成功を示す証左にほか

なりません。 

 これに対して、市においては精密検査に対応

できる医療機関の拡充が不可欠であるとの認識

の下、令和６年 10 月より精密検査の委託医療

機関を 50 か所へと大幅に拡大されたことは高

く評価させていただきたいと思います。 

 しかしながら、重要なのは、検査を受けて終

わりではなく、要精密検査の判定を受けた全て

の子どもたちが実際に眼科医療機関を受診し、

必要に応じて適切な治療を速やかに開始するこ

とであります。精密検査の受診が遅れたり、保
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護者の不安や多忙を理由に見送られてしまって

は、せっかく早期にリスクを発見できても意義

が薄れてしまいます。 

 そこで、今後重要な課題として、判定後の受

診を確実に促すための実効性があるフォローア

ップ体制の構築が求められます。また、異常判

定を受けた保護者は、当然ながら大きな不安を

感じておられます。保護者の不安を解消し、前

向きに受診行動につながる心理的なサポートや

情報提供の取組も不可欠であります。 

 全区実施という新しいフェーズに入った今、

検査後の対応をどのように実施していくのか、

お伺いいたします。 

●安田母子保健担当部長  検査後の対応につ

いてお答えいたします。 

 屈折検査で異常判定が出た場合には、診察、

またはその後の段階におきまして、保護者の不

安が解消されるよう、早期に治療を開始する意

義を十分に説明し、眼科医療機関を受診してい

ただくように努めております。その上で、眼科

医療機関の受診状況を把握し、未受診の方には

電話や文書等で丁寧に受診勧奨を行うなど、医

療へとつながるフォローアップ体制としており

ます。 

 また、見え方に関する相談窓口として、北海

道札幌視覚支援学校とも連携し、不安を解消で

きるように努めております。今後も、子どもの

視力を守るための環境を整備してまいります。 

●丸山秀樹委員  医療機関への受診、そして

保護者への不安解消が確実に図られるよう、丁

寧な対応をお願いしたいと思います。 

 本事業によりまして、将来を担う多くの子ど

もたちの視力が守られることを強く期待してお

ります。 

 一方で、弱視は外見からは気づきにくく、子

ども自身も日常生活で気づきにくい疾患である

ことから、保護者がその重要性を十分に理解し

ていかなければ、精密検査の受診や治療が遅れ

てしまう可能性もあります。弱視は早期に発見

し、適切な治療を行えば、視力の改善が期待で

きる一方で、治療の開始が遅れれば遅れるほど

回復が難しくなると言われており、まさに時間

との勝負とも言えると思います。 

 ついては、３歳児健診における屈折検査の意

義や、弱視を早期に発見することの重要性につ

いて、保護者が正しく理解できるよう、分かり

やすい情報提供や啓発を積極的に進めていただ

きたいと思います。例えば、健診の場での丁寧

な説明や資料の充実、さらには受診勧奨の際の

フォローなどを通じて、保護者が安心して精密

検査や治療につながる行動が取れるような環境

づくりをお願いし、次の質問に移りたいと思い

ます。 

 最後は、次期札幌市児童相談体制強化プラン

について３点お伺いいたします。 

 近年、増加している虐待通告や一時保護事例

に迅速かつ的確に対応し、関係機関の中核とし

て支援を実施するため、昨年９月、東部児童相

談所が開設されました。東部児童相談所の設置

については、第３次札幌市児童相談体制強化プ

ランにおいて、専門的相談支援体制の強化に向

けた重要な取組の一つとして位置づけられたも

のと認識しております。 

 我が会派はこれまでも児童相談体制の強化を

一貫して求めてまいりましたが、東部児童相談

所の開設によって、より地域に身近な機関とし

て子どもを支援していく体制が強化されたもの

と考えております。 

 このほかにも、第３次強化プランの方向性は

五つありまして、一つ目に子どもの権利擁護、

二つ目に地域における相談支援体制の強化、三

つ目に専門的相談支援体制の強化、四つ目に社

会的養護体制の充実、そして五つ目に関係機関

との連携・支援体制の強化を大きな方向性とし

て掲げておりました。 

 社会全体で子どもの安全や安心を確保するた
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めには、専門的相談支援体制の強化のみならず、

子どもの権利擁護や社会的養護体制の充実など、

当事者である子どもの視点に立った取組は非常

に重要であると考えます。 

 そこで、質問ですが、特に当事者である子ど

もの視点に立った取組や社会的養護体制の充実

に向けた取組について、これまでの第３次強化

プランを通じて取り組んできた成果をどのよう

に評価しているのか、市の認識をお伺いいたし

ます。 

●宮本児童相談所長  第３次札幌市児童相談

体制強化プランの取組についてお答え申し上げ

ます。 

 第３次強化プランは、子どもの権利擁護を新

たに取組の柱と位置づけ、子どもが意見や考え

を表明できるようにサポートする意見形成・表

明支援事業を、まずは児童養護施設を対象に開

始したところ、職員も子どもの権利に対する意

識が高まったという意見があったほか、子ども

たちが意見表明等支援員の来訪を心待ちにする

様子も見られているところでございます。 

 また、社会的養護体制の充実としましては、

里親支援センターや里親を包括的に支援するフ

ォスタリング機関と連携して里親制度を推進し

てきた結果、第３次強化プランに掲げました目

標値を 4.1 ポイント上回る里親委託率を達成し

たところでございます。 

 さらに、施設の小規模化、地域分散化を計画

的に進めてきた結果、令和元年度から令和６年

度にかけまして、小規模化された施設の定員数

は２倍に増加し、より家庭的な養育環境を担保

することができたものと考えております。 

 これらのことから、第３次強化プランに基づ

き、当事者である子どもの視点に立った取組や

社会的養護体制の充実に向けた取組を着実に進

めることができたものと認識しているところで

ございます。 

●丸山秀樹委員  当事者である子どもの視点

に立って着実に児童相談体制の強化に向けた取

組が進められてきたものと評価させていただき

たいと思います。 

 一方で、札幌市児童相談所と札幌市東部児童

相談所の２か所による児童相談所の体制、運営

は始まったばかりでございます。複雑化するケ

ースに迅速かつ的確に対応していくためには、

児童相談所の専門性向上に加え、区役所や学校、

保育所、警察、医療機関など、地域における関

係機関との連携強化がますます不可欠でありま

す。 

 東部児童相談所が開設され、担当する区域が

限定されたことによって、地域に密着したきめ

細やかな対応や関係機関との顔の見える関係づ

くりが、今後より一層進むものと期待しており

ますが、虐待の未然防止や早期発見に当たって

は地域の身近な相談機関である区をしっかり支

援していくことも重要と考えます。 

 そこで、質問ですが、地域における身近な相

談支援機関である区への支援としてどのような

取組を進めてきたのか、お伺いいたします。 

●宮本児童相談所長  区への支援に関する取

組についてお答えいたします。 

 虐待の未然防止等に向けた支援を行うに当た

りましては、児童相談所のみならず、区も含め

た専門性の強化に取り組むことが重要であると

認識しております。そこで、関係職員による会

議の場において、児童相談所と区の双方が困難

事例を共有したり、区の職員も対象に広げて、

法医学診察に関する研修を実施するなど、児童

虐待対応等に係る経験値を高めるべく取組を展

開しているところでございます。これらに加え

まして、児童相談所の定例会議へ区の職員が参

加する機会を提供しているほか、児童相談所に

おいて虐待通告受理後の初期対応に係る実地研

修を行うなど、適切なリスクアセスメントにつ

なげるために、より実践的な取組も開始したと

ころでございます。 
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 さらに、区における切れ目のない、漏れのな

い支援体制を強化するため、令和８年度には児

童福祉と母子保健の両部門を統括する親子支援

担当係長を、これまでの６区から全区へ配置す

ることとしておりまして、引き続き、区の機能

強化にも取り組んでまいります。 

●丸山秀樹委員  児童相談所と区の双方にお

ける困難事例の共有、区職員の実践力の強化に

向けた研修の実施、またさらに親子支援担当係

長、いよいよ全区に配置されると。区の支援に

おける様々な取組が進められているということ

が分かりました。 

 さて、本市においては、令和９年度から計画

期間とする次期強化プランを今後策定していく

ものと承知しておりますが、本市として重点的

に取り組んでいく施策については、当事者であ

る子どもの意見もしっかり聞いた上で検討して

いただきたいと考えております。 

 また、地域全体において切れ目のない支援を

行っていくためには、東部児童相談所の開設後

においても、より効果的な業務執行が可能とな

るような組織体制を引き続き検討していくこと

も重要であります。 

 そこで、質問ですが、本市として、今後、ど

のように次期強化プラン策定に向けて取り組ん

でいくのかをお伺いいたします。 

●宮本児童相談所長  次期札幌市児童相談体

制強化プランの策定についてお答え申し上げま

す。 

 次期強化プランの方向性につきましては、こ

れまでのプランにおける取組の成果や課題を踏

まえ、札幌市子ども・子育て会議児童福祉部会

において有識者のご意見も伺いながら検討を進

めていく考えでございます。 

 また、具体的な施策につきましては、今年度

に受審しました児童相談所における第三者評価

において実施しております、社会的養護下にあ

る子どもたちへのアンケート調査結果を参考と

するほか、幅広い子どもから意見を募集するた

めに、キッズコメントを実施するなど、当事者

である子どもの視点も十分に踏まえて検討を進

めていくこととしております。 

 あわせて、東部児童相談所の開設による効果

を引き続き検証し、関係部局との協議を重ねな

がら、今後の最適な組織体制の在り方について

も検討し、次期強化プランの策定につなげてま

いりたいと考えております。 

●丸山秀樹委員  最後に要望させていただき

ます。 

 児童虐待防止は、児童相談所単独で解決でき

るものではなく、社会全体で取り組むべき喫緊

の課題であり、現場の最前線で困難な状況に直

面する児童相談所と地域を支える区や関係機関

が一体となったネットワークの構築がますます

重要になってきております。 

 また、我が会派では、児童相談所の所管人口

を定めた国の政令を踏まえて、東部児童相談所

の開設にとどまらず、かねてより新たな児童相

談所の整備、検討を要望してきたところでもご

ざいます。令和７年度から、北区、東区を所管

する部長職を配置して、エリアマネジメントの

強化に取り組んでいるところとは承知しており

ますけれども、次期強化プランの策定に当たっ

ては、札幌市として、児童相談所体制の強化に

向けた最適な組織体制の在り方についてしっか

り検討していただくことを求めて、全ての質問

を終わります。 

●太田秀子委員  私からは、こども誰でも通

園制度について質問いたします。 

 こども誰でも通園制度は、保護者の就労の有

無や理由を問わず、ゼロ歳から２歳の未就園児

が保育施設を利用できる制度です。2023 年６

月にこども未来戦略方針の中で制度新設が示さ

れ、2025 年度以降、児童福祉法において乳児

等通園支援事業として位置づけられ、市が認可

した施設で行うこと、2026 年度からは、乳児
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等のための支援給付として全国の自治体で給付

制度として実施されます。 

 札幌市は本格実施に向け、2024 年８月から

試行的事業を実施してきました。本格実施を前

に、利用したい方や事業者から、札幌市はどう

なるのだろうかという心配の声が聞こえている

ところですので、これまで議会で報告を受け、

質疑してきたことをまとめてみました。 

 本市の役割として、利用対象者の認定と事業

者の認定、指導・監査、勧告、命令、運営状況

の確認をするということ。2025 年１定では、

札幌市児童福祉法施行条例の一部を改正する条

例案が議会で可決され、乳児等通園支援事業、

こども誰でも通園制度に係る設備及び運営の基

準が決まりました。 

 札幌市は事業者、免責基準、そして職員、食

事提供の項目を国の基準に上乗せして、保育所

等に係る基準と同じとしました。特に職員は、

国が従事者の半数以上は保育士としましたけれ

ども、本市は保育士の資格を有する者に限ると

し、食事提供について、国は施設外で調理し、

運搬する方法を可としましたけれども、本市は

原則自園調理としています。登録手順は、市の

給付認定申請フォームにアクセスして、子ども

と保護者の情報を登録。審査を経て、希望施設

の事前面談を予約し、面談後に利用の予約をし

ます。 

 札幌市は、このようなやり方で本格実施に入

ることになりますけれども、その上で４点質問

いたします。 

 １点目は、親子通園についてです。 

 試行実施要綱には、親子通園について、慣れ

るまで時間がかかる子どもへの対応として有効

であると書かれており、本市は試行中、実施し

てきました。子どもにとって初めての保育所と

いう場合もあるでしょうし、新しい環境に慣れ

るためにも、今後も必要かと思います。しかし、

実施するかどうかは、自治体の裁量に任されて

います。 

 ここで伺いますが、本格実施で親子通園はど

のようになるのか、伺います。 

●札場子育て支援部長  親子通園の運用方法

についてお答えさせていただきます。 

 親子通園とは、委員からもお話がございまし

たが、子どもが慣れるまで時間のかかる場合の

配慮として、利用当初に親子が一緒に通園する

ことを保護者が選択し、安心して制度の利用を

スタートできる仕組みでございます。 

 札幌市内の実施施設におきましても、事前面

談などを通じて、子どもの様子や保護者の希望

を伺いながら、実施回数や実施期間を決めて行

っている事例があり、効果的に活用いただいて

いるものと認識しております。 

●太田秀子委員  本格実施でも、保護者の要

望などを聞いてやっていくという捉えでいいで

すか。 

 では、続いて質問します。事前面談について

です。 

 国はこども誰でも通園制度で、自由利用、広

域利用が広がることを想定してのことだと思い

ますけれども、事前面談はオンラインでも可能

だとしています。子どもの状況を事前に把握す

る方法として、あらかじめ保護者がシステムに

打ち込む情報、家庭の状況や、アレルギー、生

活リズムなどの子どもの状況、食事や遊びなど

の発達状況がありますけれども、これを基に面

談が必要なのだと思います。オンライン面談は

避けて、適切な面談が実施できるようにしてほ

しいと私は思います。 

 そこで、伺いますが、オンライン面談につい

て、本格実施ではどのようにお考えか、伺いま

す。 

●札場子育て支援部長 オンライン面談につい

てお答えいたします。 

 国の制度の手引の改正案でも、オンライン面

談は対面での面談が困難な場合のみとする方向
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で整理されているところでございます。札幌市

としましても同様に考えておりまして、各実施

施設における事前面談は、原則対面で実施し、

直接親子の様子を確認しながら通園のルールな

どを説明いただきたいと考えております。 

●太田秀子委員  国がいいと言うものであり

ますけれども、Ｑ＆Ａで対面が困難な場合にす

るということだそうでありますけれども、実施

主体は自治体ですし、実施施設である保育所や

幼稚園、そして認定こども園などが利用者との

関係で困ることのないようにしていただきたい

なと思いました。 

 次は、広域利用原則について伺います。 

 2026 年度以降は、居住する自治体を超えた

広域利用が可能となりますけれども、こども家

庭庁のこども誰でも通園制度に関するＱ＆Ａで

は、他市居住者の利用を認めない権限は市には

ないという旨の回答がありました。 

 ここで伺います。 

 広域利用についてどのようにしていくお考え

か、伺います。 

●札場子育て支援部長  広域利用についてお

答えいたします。 

 令和８年度から全国で本格実施されることに

伴いまして、住んでいる自治体で認定を受けた

子どもが、隣の自治体の実施施設に事前面談の

上、通園するなど、自治体をまたいでの利用が

可能となります。広域利用は新たに始まること

から、希望があった場合には個別に対応して、

利用につなげるとともに、今後の利用状況等を

注視してまいりたいと考えております。 

●太田秀子委員  こども家庭庁のこども誰で

も通園制度に関するＱ＆Ａは、当初毎週のよう

に改訂されており、現在 12 版が最新かと思う

んですけれども、それだけ準備を進める上で、

細かく確認しなければならないことがあるのだ

と思いますし、こども家庭庁の回答の中にも、

今後の取扱いについては、整理してお示ししま

すですとか、お示しすることを検討しておりま

すというものもありました。追加や修正項目が

あるたびに、自治体は大変な作業であるだろう

と思っています。今後も混乱していくというこ

とも想定されます。 

 そこで、最後の質問ですけれども、担当者の

配置について伺います。 

 これまで、本格実施までの時限的措置という

ことで、子育て支援課の調整担当課長をはじめ、

数名で担当してこられたと承知しています。本

格実施に入りますと、問合せですとか、様々な

問題が発生することも起こり得ますので、対応

できる窓口と担当者が必要ではないかと思って

います。 

 そこで、質問ですが、こども誰でも通園制度

の担当者配置が必要と思いますが、今後どのよ

うにしていくお考えなのか、伺います。 

●札場子育て支援部長  事業担当部署につい

てお答えいたします。 

 令和７年度は、子育て支援部の調整担当課制

度調整担当係がこども誰でも通園制度の担当と

して制度の試行実施など、各種調整を進めてき

たところでございます。 

 令和８年度につきましては、この制度調整担

当係を保育推進課に配置し、引き続きこども誰

でも通園制度を担当していくこととしておりま

す。 

●太田秀子委員  様々心配の声がたくさんあ

ったので、私もこういう場で質問させていただ

きました。札幌市は国基準に上乗せをするなど、

子どもの育ちに寄り添った対応を取っています

けれども、しかし、国基準そのものが低くて、

心配しています。こども誰でも通園制度の基準

を決めるのは市町村ですので、今後も保育環境

を改善できるよう、市町村への補助制度を充実

させつつ、市町村の権限を保障するよう、国に

求めていただきたいと思います。 

 あわせて、試行実施をしている事業所からは、
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通常保育よりも難しいので、ベテラン保育士を

配置したですとか、従事者、保育士の確保に課

題を感じているなどの声があるとお聞きしてい

ます。事業者、保育士に新たな負担を強いるよ

うな制度にならないことを求めます。 

 また、政府がこども誰でも通園制度で築いた

総合支援システムを保育そのものに展開してい

くのではないかと危惧しているところです。こ

の制度が保育の公的責任の後退にならないよう、

求めていきたいと思います。 

 保育現場は余裕がない状況でも多くの子ども

たちを安全に保育するため、保育士さんたちが

とても頑張っております。どの子も健やかに乳

幼児期を過ごせる権利を保障するために、施設

関係者や保護者の意見を幅広く聞いて、本市と

して必要な対策を取り、国にも必要な意見をし

ていくように求めて、私の質問を終わります。 

●山田洋聡委員  子ども議会について伺いま

す。 

 令和７年、昨年９月からこの１月まで、全事

業日程９日間にわたりまして、札幌市子ども議

会が開催されました。小学校４年生から中学校

２年生まで、25 名で構成される子ども議員、

そしてその彼らをまとめる高校生、大学生から

構成されるユースファシリテーターと。このユ

ースファシリテーターについては、外部の方が

メインで務めるファシリテーターによる、ユー

スファシリテーター研修から始まり、それが２

日間。そして子ども議会が全６日間で、最後、

市長報告会の全９日間ということで実施されま

した。 

 この子ども議員たちが自分たちでテーマを決

めて、そして担当する市の職員たちと意見交換

だったり研修みたいなことを経て、最後、市長

報告会に向けた提案を取りまとめて、リハーサ

ルの後に本番を迎えると。本当に見ていてほほ

笑ましいものでございました。 

 最後の市長報告会は、場所の都合もありまし

て、見学させていただけなかったんですけど、

それ以外の８日間は、ほぼ全て毎回現場で見学

させていただきまして、本当に毎回、石堂課長

にはご対応いただきましてありがとうございま

した。 

 子ども議員たちも、初めはぎこちないところ

がすごくたくさんあったんですけど、すぐに慣

れて、順応して、しっかりと自分の思ったこと、

意見を出し合って、人の意見に耳を傾け、傾聴

して、そして提案までまとめていくと、その姿

は本当に頼もしいなと思いました。ちょっと田

舎育ちの私からすると、もうちょっと子どもら

しさもあってもいいのではないかなと思ったと

ころも、正直なところであるんですけど、これ

からを担っていく子どもたちに、実に頼もしさ

を感じたというところでございます。 

 まずは、確認を含めて質問させていただきま

すが、子ども議会の事業目的について、また、

これまでの経緯について伺います。 

●斎藤子ども育成部長  山田委員におかれま

しては、ほぼ全ての日程を視察いただきまして、

誠にありがとうございました。 

 子ども議会の事業目的と経緯についてのご質

問でございました。 

 子ども議会は、未来を担う子どもたちが市政

への参加体験を通じて札幌のまちづくりについ

て考えることで市政に対する子どもたちの理解

や関心を促進する場としております。また、子

どもたちが自分に関わることについて主体とな

って考え、意見を表明する場として、子どもの

権利条約に示されております意見表明権を実現

する場として平成 13 年度から実施しているも

のでございます。 

 当初は、実際の議会と同じように市長、副市

長等との質疑答弁形式で行われておりました。

これを令和元年度からは、形式にとらわれず、

自分たちの提案を市長に報告し、自由なやり取

りをする形に変更しております。また、ユース
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ファシリテーターとして高校生、大学生の方も

主役に据えまして、学校も学年も異なる子ども

議員同士が互いの考え方や価値観の違いを認め

ながら説得力がある提案にまとめ上げる、その

過程を大切にしてきたところでございます。 

●山田洋聡委員  平成 13 年から実施されて

いる事業ということでありまして、実際今回も、

過去に子ども議員を経験して、さらに２回目、

３回目となる子ども議員、そしてユースファシ

リテーターも子ども議員を経てやるという子も

いたり、つまりそれというのは、子ども議員、

子ども議会に参加してよかったという結果であ

ると思いますので、この本事業がとても有意義

なものであるということが、ある意味証明され

ているんじゃないかと思います。 

 だからこその悩ましいポイントといいますか、

今回やったからまた次もやりたい、これは本当

にいいことだと思うんですけども、じゃあ、新

しい子どもたちが参加してくるというところで、

どのように選定していくのかと。実際にアンケ

ートでは、新しくできた友達にまた会いたい、

また一緒に子ども議員をやりたいという意見も

あったと伺っておりますので、本当にこの選考

するのは難しくなるんじゃないかと思います。

子どもの権利推進課については、この選考のご

苦労、本当に拝察するところでございます。 

 子ども議会から、市長に実際に報告された提

案、施策については、すぐなのか、近い将来な

のか、ちょっと遠い未来なのか、それが実現す

るべきものか、実際実現するのは困難なものか、

いろんなものがありました。実際に私も現場を

見ていましたが、いずれにしても、私たち大人

が真摯に向き合うべきというところは、常識人

というか、できる、できないの分別をすぐその

場でしてしまうような、そういうことではなく

て、自分の純粋な思いとか経験とか、それは課

題感から解決策まで、子どもたちが思うものを

しっかり私たちが受け取る、受け入れる、これ

がやはり大事なことなんじゃないかと思います。 

 実際に、子どもたちが決めたテーマ、そして

それを担当する市の職員たちの意見交換のとき

には、このように疑問がありますとか、質問し

たときに、すぐできるとかできないとかという

やり取りがあったような場面もありましたので、

これは子ども未来局だけじゃなくて、それぞれ

の所管の市の職員たちとのやり取りの間で起き

ていることですけれども、何でそう疑問に思っ

たのかという、何か一言投げかけがあると、も

しかしたらもうちょっと違う展開があったのか

もしれないだとか、子どもたちの意見を素直に

受け入れるというワンクッションが、受け入れ

る大人側の姿勢としては、もっとあってもよか

ったんじゃないかなというのは、率直に思った

ところではあります。 

 この子ども議会の目的に関しましては、先ほ

どご答弁でもいただきましたけど、本当に私た

ち大人の成長がなければ、ただやっているだけ、

子どもたちを見るだけじゃなくて、私たちの成

長もなければもったいないなと思うところでご

ざいます。 

 これまでの子ども議会、子どもの意見を踏ま

えて、工夫を凝らしながらすごく進めてきたん

だなということを、実際にほぼ見せていただき

まして感じたところでありますので、今度石堂

課長、村松係長、担当者の豊岡さんと、すごい

苦労して作り上げてきたんだろうと思って、本

当にありがとうございますと、重ね重ね感謝申

し上げたいと思います。 

 さらにいいものにしていただきたいと思うと

ころで、質問させていただきますが、今年度の

実施に当たり、改善した点と、そして来年度の

子ども議会をどのように実施するのか、現時点

での考えを伺います。 

●斎藤子ども育成部長  今年度の実施に当た

り、改善した点、そして来年度の方向性につい

てのご質問でございました。 
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 昨年度の子ども議員から、話合いの時間が足

りないという意見がございました。そこで、開

催日数を今年度は１日増やして、議論をする時

間を多くしたところ、丁寧に意見をまとめ上げ

ることができたものと考えております。 

 また、市議会の仕組みの説明のほか、議場の

見学の日程も取りまして、子ども議員から議長

に質問する、そういった機会を設けるなど、子

ども議員が議会を身近に感じ、まちづくりに参

加する自覚を深めてもらう機会としたところで

あります。 

 さらに、子ども議員の提案に対し、担当部局

において札幌市の考え方などをまとめまして、

子ども議員に回答をお返しするとともに、ホー

ムページで公開することで、市政の中で提案を

どのように検討したのかというのを示していく

予定でございます。 

 そうした改善によりまして、今年度参加した

子ども議員は、自分の成長を自ら感じられるよ

うになり、満足度の向上につながったと感じて

います。引き続き、子ども議員やユースファシ

リテーターの声を聞きながら、子ども議会をよ

りよいものに作り上げていきたいと考えており

ます。 

●山田洋聡委員  実際に本会議場で子どもた

ちが議長に、はいと質問する場面もありまして、

議長も子どもの忖度ないストレートな質問に対

して、率直に答えている場面もあったりですと

か、本当にいい時間を子どもたちも議長も過ご

したんじゃないかと思います。全ての政策とか

事業に通ずると思うんですけども、本当に必要

な事業、そういうものに、財源措置もしっかり

含めて、さらなる発展を事業として進めていっ

てほしいと思いますし、これからの未来をつく

る子どもたちと、つまり人への投資ということ

についても優先順位が高いと思いますので、し

っかりとこれからも取り組んでいただきたいと、

そして、よりよい子ども議会を作っていただき

たいということをお願い申し上げまして、質問

を終わります。 

●中村たけし委員  私からは、区の家庭児童

相談室における専門性の強化について質問させ

ていただきます。 

 全国の児童相談所における児童虐待相談対応

件数は、統計を開始した平成２年度、1990 年

度から増加の一途をたどってきました。この

35 年間ずっと増加をたどってきたということ

であります。35 年間ですね。令和６年度は 22

万 3,691 件と公表されております。この件数は

令和５年度の 22 万 5,509 件からは僅かに減少

しているということでありますけれど、依然と

して高い水準で推移しております。 

 札幌の相談対応件数も、先ほど質疑がありま

したが、高止まりを続けているという極めて深

刻な状況でございます。 

 札幌市では 2019 年、令和元年に２歳女児が

虐待により衰弱死するという、もう本当に大変

痛ましい事案が発生して、本事案に関する外部

委員による検証報告書を受け、児童相談所では、

児童福祉司及び児童心理司の配置に係る国基準

を満たすべく、増員を図り、常勤の弁護士や現

職の警察官を課長職として配置するなど、様々

な専門性の強化のための取組が行われてきたと

承知しております。 

 一方で、検証報告書においては、地域住民に

最も身近な相談機関である区の家庭相談室にお

ける支援体制の強化の必要性についても指摘さ

れております。また、核家族化や地域社会の変

容などにより、子育てに困難を抱える世帯が、

次々に表面化する中で、区の家庭児童相談室に

ソーシャルワーク機能と在宅支援の両面を実行

できる専門性の強化というものについても指摘

をされております。札幌市における児童虐待対

応の専門性強化のためには、区の子ども福祉セ

クションの要となる家庭児童相談室に、児童相

談所において児童福祉司や児童心理司として勤
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務経験がある職員を配置すべきだと認識してい

ます。 

 そこで、質問しますが、現在の区の家庭相談

室における児童相談所の勤務経験者などの職員

の配置状況について伺います。 

●宮本児童相談所長  児童相談所経験者など

の職員の配置状況についてお答え申し上げます。 

 区家庭児童相談室の職員総数は、令和２年度

の 36 名から段階的に増員を図りまして、令和

４年度には現体制の 52 名となっているところ

でございます。 

 また、この区家庭児童相談室には、社会福祉

士、公認心理師[る河1]等の資格を持つ福祉コ

ースの職員や保健師など、困難な世帯への支援

を担い得る経験と力量のある職員を配置してお

り、そのうち児童相談所経験者につきましては、

令和２年度の５区５名から、令和７年度には育

児休業中の職員２名を含めまして、８区 13 名

へ増員している状況でございます。 

●中村たけし委員  ただいまの答弁によりま

すと、有資格者など、専門性の高い職員の配置

に努めているということではありましたけれど、

市内 10 区のうち２区の家庭児童相談室におい

ては児童相談所経験者が配置されていないとい

う状況があるということでありました。 

 この令和元年６月の死亡事例の検証報告にお

いて、区の家庭相談室の体制強化と専門性の確

保というものが提言されております。区の家庭

相談室には、児童相談所において最前線で様々

な困難な虐待事案に対応してきた児童相談所の

勤務経験者を配置して、その経験と知見を遺憾

なく発揮してほしいと私は思っております。 

 ですから、各区の家庭児童相談室に児童福祉

司を発令されている職員、または、それに準ず

る児童相談所勤務経験者を配置すべきだと考え

ておりますが、そこで、質問します。 

 児童相談所経験者の配置の必要性及び区の児

童虐待に関する児童相談体制の現状についての

札幌市の認識についてお伺いします。 

●宮本児童相談所長  児童相談所経験者の配

置の必要性と、児童虐待に関する区の相談支援

体制の現状認識についてお答え申し上げます。 

 児童相談所の勤務経験者の配置により、多様

な実務経験と専門的知見を区における相談支援

に生かすとともに、児童相談所の役割を熟知す

る職員の配置によって相互連携の強化につなが

るなど、その必要性は認識しているところでご

ざいます。 

 一方、家庭児童相談室には、地域に身近な相

談窓口として、育児不安の解消から虐待の未然

防止に加え、継続的な支援に至るまで、家庭に

おける養育全般にわたる相談に幅広く対応して

いるところでございます。 

 このため、さきに述べました地域福祉等に精

通する専門職を中心に配置し、児童虐待を含む

様々な相談などに対し、総合的に対応できる区

における相談支援体制を担保しているものと認

識しております。 

●中村たけし委員  児童相談所が支援方針を

決定する区の会議に区の職員が参加したりして、

その専門性を高めていくということについては、

私も必要なことだと思いますし、そのとおりだ

と思います。 

 それで、次に佐藤局長に質問しますので、今

の認識を佐藤局長もお持ちなのか、同じであれ

ば、同じと答えてください。 

●佐藤子ども未来局長  ただいまの児童相談

所経験者の未配置に関するご質問にお答えしま

す。 

 先ほどの児童相談所長の答弁のとおり、区の

家庭児童相談室には、困難な世帯への支援を担

い得る経験と力量のある職員を配置しており、

組織としての総合的な対応力を発揮できる体制

になっていると認識しています。 

 また、専門職の配置と併せて、児童相談所が

支援方針等を決定する会議に各区の関係職員に
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も参加してもらい、社会調査や医学診断結果等

に基づく判断プロセスを学ぶ機会を提供するな

ど、実務を通じた緊密な連携を図ることで、区

における専門性の強化につなげているところで

す。引き続き、組織の専門性強化に向けて取り

組むとともに、区における多様な相談に対応で

きる相談支援体制を検討してまいりたいと考え

ております。 

●中村たけし委員  局長が言っている専門性

がある、それを養っていく、そのとおりだと思

うんです。私も同じ認識です。 

 先ほどの質疑で、山本副市長から令和元年の

検証報告が原点だというお話がありました。私

もそう思っております。おわりにという文章の

ところに、きつい言葉で当時の座長の松本伊智

朗先生がお話をされています。それまでという

のは、やはりそれまでのこの 10 年間に、死亡

事例も含めて４回の検証がなされて、極めて深

刻な事態になっているんだということで、これ

から本当に一新してやってほしいというお話が

されているわけであります。 

 それで、先ほど来質疑がありますけれど、情

報のプラットフォーム化であったり、児童福祉

司の増員、そして児童心理司の増員、そして弁

護士の配置、そして現職警察官の配置、様々さ

れてきたことで虐待に対応してきている、この

間の取組については大変敬意を表したいと私も

思います。 

 ここの指摘されている肝が、区の家庭児童相

談室の強化と専門性の確保、それと要対協、要

保護児童対策地域協議会の機能強化というもの

が大きな肝だと私は考えているので、この要対

協のほうの質問もしようと思ったんですけれど、

こちらのほうはやはり対象も増えていますし、

ケース検討の会議も増えております。というこ

とで、こちらの要対協の機能強化ということに

ついては大変進んだ状況にあるということで、

そちらのほうは質問しないということで進めて

きたわけでありますけれど、先ほど来お話しさ

せていただいていますけど、区の家庭児童相談

室の専門性の強化ということで、やはりそこで

専門性を強化していくということもあるでしょ

うけれど、やはり児童相談所での勤務を経験し

た人が、その児童相談所での勤務の経験を生か

してやってほしいと思っているんです。 

 ちょっと改めてお聞きしますが、そういう認

識なんですけれど、どうして２区は児童相談所

勤務の経験をしている職員が配置されなかった

のか、改めてお話を伺います。 

●山本副市長  児童相談所職員が区の家庭児

童相談室に異動、配属されていくということ、

これは専門性を確保していくという意味におい

ては大事なことだと私も認識しております。 

 一方で、児童相談所長、佐藤局長もお答えし

ました区の家庭児童相談室における人材の育成

と、これも現実、そのように取り組んできてい

るところであります。このお話というのは、必

ずしも相反する話ではないと認識しております。

人材育成に関しては、ビジョンとして示したの

が令和４年度でありました。今まさに取り組ん

でいるところでありまして、全体の底上げを図

っているところです。 

 したがいまして、人事交流、人事異動という

のは、およそ４年から６年のサイクルで変わる

というのが基本であります。それは短い、長い、

ありますけれども。そういう中で、児童相談所

職員が区の家庭児童相談室に配属されていくと

いうのは、まだ２区配属されていないというこ

とでありますけど、いずれそういう形になって

いって、また、家庭児童相談室を経験している

職員が児童相談所に勤務すると、こういう相互

の関係が整っていくのは、そう遠くないことだ

と認識しておりますので、できるだけそういう

形で、整う形が早く来てほしいと思うんですけ

れども、それぞれの特徴、特性、環境を踏まえ

ているその最中というところでありますので、
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いずれそういう形で全体の底上げ、児童相談体

制の強化というのは、向いている方向は間違っ

ていないものと、意見も相反するものではない

ものと、このように認識しております。 

●中村たけし委員  山本副市長から答弁いた

だいて、途上段階だということで、私も認識し

ました。 

 その２区が劣っているという考えも、もちろ

ん毛頭思っていません。その２区にも保健師さ

んがそれぞれ配置されていて、その保健師の専

門性を発揮している状況があるというのは、私

も認識しております。 

 行く行くは児童相談所の勤務経験者が区の相

談室に配置される、その途上段階であるととも

に、その場での研修で専門性を高めていくとい

うことの必要性ということでやっていただきた

いなと思っておりますので、今後ともしっかり

とやっていただくことをお願い申し上げまして、

質問を終わります。 

●わたなべ泰行副委員長  ここで、およそ

30 分間、委員会を休憩いたします。 

    ――――――――――――――     

      休 憩 午後５時 28分 

      再 開 午後６時 

    ――――――――――――――     

●かんの太一委員長  委員会を再開いたしま

す。 

 休憩前に引き続き、質疑を行います。 

●福田浩太郎委員  私からは１点目、地域に

おける若者支援の強化についてと、２点目、こ

ども誰でも通園制度についてを、委員長のご指

示どおり、前置きを極力省いて、簡潔に質問さ

せていただきます。 

 最初に、若者支援の強化についてであります。 

 近年、様々な要因により、若者が生活上の困

難を抱えるケースが増えております。特に、若

者支援については、児童分野と比較して、自治

体の支援体制が十分とは言えない状況が指摘さ

れており、困難を有する若者への支援の拡充は、

喫緊の課題であります。また、困難を抱える若

者の多くは、行政や支援機関に対して不信感を

持っていたり、また、対人関係や援助を求める

こと自体に苦手意識を持つ場合も少なくありま

せん。そのため、安心して話せる関係性や、い

つでも戻ってこられるような居場所づくりが重

要であるということ、先ほど小形委員の質疑で

もあったとおりでございます。 

 さらに若者支援は、支援の空白が生じやすい

ということも課題となっており、早期から関係

性を築き、継続的に伴走する支援の必要性が高

まっております。こうした認識の下、若者が地

域の中で孤立することなく支援につながる体制

づくりについて、３点質問いたします。 

 まず、若者が支援につながるためには、行政

窓口のような形式的な相談の場だけでなく、気

軽に立ち寄ることができ、安心して悩みや困り

事を話せる居場所が重要であると考えます。そ

のことが若者の孤立を防ぎ、早期の支援につな

がると考えます。また、支援を必要としている

若者ほど、自らＳＯＳを出すことが難しく、ま

た、相談窓口に来られない場合も多いことから、

潜在的なニーズの掘り起こしも必要になります。 

 そこで、質問です。 

 若者が安心して困り事や生きづらさを打ち明

けられるような、ふらっと立ち寄れる居場所づ

くりを今後進めていく考えがあるのか、お尋ね

いたします。 

●斎藤子ども育成部長  若者が安心して相談

できる居場所づくりについてのご質問でござい

ました。 

 若者支援施設では、令和４年 12 月頃から翌

年４月頃にかけて、大通交流拠点で若者のグル

ープが集まって迷惑行為を繰り返したという事

案がございましたが、それをきっかけに市内中

心部を定期的に見回りをしまして、若者への声

かけや若者支援施設を紹介するアウトリーチ事
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業を実施しております。 

 今年度は声かけだけではなくて、大通公園西

７丁目と、それから札幌４丁目プレイス３階の

芝生広場におきまして、各１日ずつ、気軽に立

ち寄れる居場所を試験的に開設いたしました。

そこに複数のグループが訪れ、お菓子を食べな

がらゲームやユースワーカーとのおしゃべりを

楽しむなど、居場所としての一定の効果が見ら

れたところであります。 

 その場ですぐに相談につながるということは

難しいんですけれども、これからもこのような

まち中の居場所を定期的に開設することで、若

者支援施設の周知、そして若者の孤立防止につ

ながっていくものと考えております。 

●福田浩太郎委員  ありがとうございます。 

 アウトリーチによる居場所の定期的な実施を

行うということでございました。 

 次に、地域資源との連携強化についてもお尋

ねいたします。困難を抱える若者は、複数の課

題を同時に抱えているケースが多く見られるこ

とから、単発の相談体制だけでなく、必要な窓

口への同行支援、継続的なフォローアップなど、

伴走型の支援体制が重要となります。そのため、

若者支援総合センターだけではなく、地域での

支援も考える必要があると考えます。 

 札幌市においても、当事者やそのご家族への

ピアサポート支援や、また、コミュニケーショ

ンが苦手な学生などへの就労支援など、民間団

体による貴重な取組も展開されております。今

後、地域資源マップの整備、若者支援サポータ

ーの養成などのほか、若者支援を実施している

民間団体との連携や地域住民の理解促進など、

地域全体で若者を支える環境づくりが重要にな

ると考えます。 

 そこで、お尋ねいたします。 

 札幌市若者支援総合センターを基幹としなが

らＮＰＯなどの民間団体との連携を強化してい

くことの必要性について、札幌市のお考えをお

尋ねいたします。 

●斎藤子ども育成部長  民間団体等との連携

強化についてお答えさせていただきます。 

 困りを抱える若者を早期に発見し、適切な支

援へのつなぎ、あるいは住んでいる地域で継続

的な見守りを続けていくためには、民間団体と

の連携が欠かせないものと認識しております。 

 札幌市内には若者の居場所づくりや学習支援

に精力的に取り組んでいる民間団体も多くござ

います。先ほど答弁したアウトリーチ事業にお

きましても、民間団体と一部連携しながら取り

組んでいるところです。ほかにも若者支援総合

センター主催のセミナー等に、今年度は民間団

体の方も参加していただきまして、札幌市の若

者支援の取組や課題について意見を交わし、相

互理解に取り組んだところでございます。 

 若者が抱える課題を解決するためには中長期

的な支援が必要となりますことから、若者支援

総合センターや若者活動センターと民間団体が

連携して伴走型の支援が実施できるよう、今後

も連携強化に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

●福田浩太郎委員  民間団体との連携強化、

ぜひお願いしたいと思います。 

 この質問の最後は、支援体制についてであり

ます。 

 先ほど来申し上げておりますように、困難を

抱える若者の課題について対応する場合、精神

保健福祉、生活困窮者自立支援、居住支援、生

活保護、家族支援、債務問題など法的支援、就

労支援、各種社会保険制度の利用支援、生活相

談支援など、複数の制度や部局にまたがるケー

スが多いところです。そのため、単一の部局だ

けでは対応が難しく、個々の若者の状況に応じ

て必要な支援を重層的に提供できる仕組みが必

要であると考えます。 

 そこで、質問です。 

 困難を抱える若者一人一人に対して最適な支
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援を切れ目なく提供するために、札幌市として

どのような部局横断的な支援体制を構築してい

るのか、お尋ねいたします。 

●斎藤子ども育成部長  部局横断的な支援体

制の構築についてのご質問でございました。 

 札幌市では、子ども未来局のほかに、保健福

祉局、経済観光局、教育委員会等、各部局が構

成機関として参加しておりますさっぽろ子ど

も・若者支援地域協議会を設置いたしまして、

部局間、部局横断的な連携に努めているところ

でおります。 

 今年度は協議会におきまして、子ども・若者

への居住支援、これをテーマに全国の子どもシ

ョートステイなどの事例ですとか、そこで行わ

れる支援内容などを学ぶ研修会を実施いたしま

した。子ども・若者支援に必要となる知識習得

の場を提供したところでございます。 

 一方、札幌市が現在、今後の若者支援施設の

在り方を検討している中で、有識者の方々から

は、若者支援総合センターの自立支援機能を拡

充するためには、区の保健福祉部門との連携を

一層強化していくことが有効という提言があっ

たところでございます。 

 そのため、協議会の構成機関との連携を深め

ていくのはもちろんのことでありますが、さら

には区との具体的な連携手法についても、検討

してまいりたいと考えております。 

●福田浩太郎委員  部局横断の取組、ぜひよ

ろしくお願いいたします。若年期に適切な支援

につながること、社会的孤立や生活困窮を未然

に防ぐ観点からも、極めて重要でございます。

そのため、若者支援を子ども施策の延長として

捉えるのではなく、教育、福祉、保健、雇用、

住宅などの施策を横断する政策分野として位置

づけ、本市として部局横断の連携を一層強化し、

若者を地域全体で支える支援体制の充実を図る

ことを求め、この質問を終わります。 

 次に、こども誰でも通園制度についてであり

ます。 

 ４月からの本格実施を見据え、今定例会の代

表質問において、我が会派の竹内議員より質問

し、子どもの成長などへのメリットがある一方

で、実施施設数が少ないエリアがあることや事

業者の安定運営という面に課題があるといった

ご答弁をいただいたところです。 

 本市では、昨年度から２年間事業を実施して

きております。令和６年度は 15 施設、今年度

は 31 施設となっております。また、今年度の

利用者数は 311 人、利用登録者数は 678 人と聞

いております。制度の利用に向けた準備をして

いるご家庭もあるものと認識しております。 

 そこで、質問ですが、令和８年４月からの実

施体制についてお伺いいたします。 

●札場子育て支援部長  令和８年４月からの

実施体制についてお答えいたします。 

 現在、認可確認の手続中ではございますが、

未実施だった７区のちあふるを含め、新たに

30 施設での実施を予定しておりまして、現在

実施している 31 施設と合わせて、計 61 施設に

拡大する予定であります。 

 これにより、エリアに濃淡はあるものの、こ

れまで実施施設がなかった空白区が解消されま

して、より身近な場所で制度を利用できること

が期待されるものと感じております。 

 ４月からの実施施設につきましては、今週末

から子育て情報サイトで公開する予定であるほ

か、新規事業者に対しては、システム説明会を

開催するなど、事業者への丁寧なサポートにも

取り組んでいるところでおります。 

●福田浩太郎委員  ありがとうございます。 

 １年目 15 施設だったのが、来年度は 61 施設

ということで、着実に倍々、実施施設数が増え

ているということでございます。エリアによっ

ては実施施設が少なくなるということもあると

いうことですが、空白区がなくなるということ

で、事業者の安定運営という面で課題がある中
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で、そこで質問をさせていただきますが、今回

どのように、このような施設数増につなげたの

か、その取組をお尋ねいたします。 

●札場子育て支援部長  施設の増加につなげ

た取組についてお答えいたします。 

 制度の本格実施に向けましては、従来のオン

ライン説明会に加えまして、事業者への直接訪

問を行うなど、働きかけを進めてきたところで

ございます。 

 また、昨年度の試行実施では、各事業者に対

して実施日を週３日以上とすることを条件とし

ていたところではございますが、予約管理の負

担などが大きいといった声もありまして、今年

度からは、実施日を週１日以上に緩和するなど、

無理のない範囲での検討をお願いしているとこ

ろであります。加えて、既に実施している事業

者から、実施事例を共有いただく説明会を、オ

ンラインも活用して開催するなど、各事業者が

検討しやすくなるような情報提供にも努めてお

り、こうした取組が実施施設の増加につながっ

たものと認識しております。 

●福田浩太郎委員  ありがとうございます。 

 個別に訪問をするなど、丁寧に行ってきたと

いうことでありますし、また、事業者が無理を

せずにやっていただけるようにということで、

このことは制度への安心感につながると思いま

すので、ぜひ大切に、このスタンスは今後も大

切にしていただきたいと思います。 

 また、担当課の職員は大変一生懸命だと感じ

ております。今回もこども誰でも通園制度のＰ

Ｒ用Ｔシャツを自前でそろえるなど、本格実施

に向けた機運の醸成にも取り組んできたと承知

しております。その結果、今回の数字になった

ということ、大いに評価しております。 

 ただ、そうはいっても、実施は難しいという

判断をした事業者も相当にあると思いますが、

どういった理由で実施が難しいと判断したのか、

お尋ねをいたします。 

●札場子育て支援部長  事業者が実施は難し

いと判断した理由についてお答えいたします。 

 主に３点ございます。 

 １点目は、本事業が保育所等における在園児

の保育と異なり、受け入れる子どもが日々変わ

るため、児童や保護者との関係性を都度構築し

なくてはならず、保育士の負担への懸念がある

といったことでございます。 

 ２点目は、子どもの安全確保を目的として、

事業の実施には専従の保育士配置が必要ではあ

りますが、受入れ実績に応じて給付される現状

の仕組みでは、安定的な雇用が難しいと考えら

れることがございます。 

 ３点目として、事業者によっては、施設の空

き定員や既存の保育士等を活用できる余裕活用

型での実施を検討しておりましたが、３歳以上

の空き定員を活用できないことが国から示され

まして、最終的に実施を見送ったものなどがご

ざいます。 

 今後も未実施の事業者に対して事例を共有し、

検討を促していくほか、実施施設における実情

を国に示しまして、公定価格や実施の基準がよ

り実態に即したものとなるよう、要望を続ける

など、事業者が参入しやすい制度となるよう丁

寧に取り組んでまいりたいと考えております。 

●福田浩太郎委員  ありがとうございます。 

 まだまだ、様々に超えなきゃならない課題が

あるということでございます。改めて担当課、

また、事業者の皆様のご努力に、ご苦労に、感

謝敬意を申し上げるところでございます。特に、

国に対して要望するこの公定価格などのいろん

な基準の改善、これはしっかり国に伝えていた

だきたいと思います。 

 あわせて、子育て家庭への情報提供について、

新生児訪問での情報提供など、ＰＲにも工夫し

ていただくこと。 

 また、障がいの程度にかかわらず、医療的ケ

アが必要な児童も利用できるような取組をお願
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いしたいと思います。 

 また、予約システムの導入など、ＤＸも進め

ていただいております。保育全体のＤＸにもつ

ながるよう、引き続き取り組んでいただくこと

を求めて、質問を終わります。 

●藤田稔人委員  私からは、民間学童保育へ

の支援について、子どもの職業体験事業につい

て、ＳＮＳを使用した子どもの権利を侵害する

行為について、東部児童相談所開設後の地域連

携について、大きく４項目質問させていただき

ます。 

 まず、民間学童保育への支援についてでござ

います。 

 先ほど伴委員から、民間学童保育の活用につ

いて言及するところもございましたが、我が会

派では、かねてより民間学童保育が安定的に運

営できるよう、また、保護者が安心して子ども

たちを通わすことができるよう、民間児童育成

会に対する支援の拡充を要望し、これにより札

幌市で現在も実施している利用料の減免や運営

の家賃補助など、札幌市独自の助成制度を設け

るに至ったものであります。 

 こうした札幌市の民間学童保育への支援につ

いて、当時としては、他都市と比べても、また、

他の子ども施策と比べても、充実した内容であ

ったと認識しておりますが、その後十数年を経

過し、保育所や放課後児童デイサービスなどの

事業者に対する支援が年々拡充されている一方

で、民間学童保育への支援がかつての制度のま

ま、取り残されているように思われます。 

 そこで、質問ですが、こうした民間学童保育

への支援について、札幌市としてどのように考

えているのか、お伺いさせていただきます。 

●斎藤子ども育成部長  民間学童保育への支

援に対する市の認識についてというご質問でご

ざいます。 

 民間学童保育は、市内全域に設置している公

設の児童会館における児童クラブを補完する受

皿となり、留守家庭児童の放課後の居場所とし

て、重要な役割を担っていただいていると認識

しております。 

 札幌市では、民間学童保育に対して国の補助

基準を基本としながらも、家賃補助など札幌市

独自の助成も行っているほか、熱中症予防に向

けたエアコン整備等、喫緊の課題に対しても、

時期を逃さず速やかに支援策を講じてきたとこ

ろでございます。 

 今後も、子どもたちが安全・安心に過ごす居

場所を確保するとともに、民間学童保育が持続

的かつ安定的な運営を行えるよう、引き続き必

要な支援を行ってまいりたいと考えております。 

●藤田稔人委員  毎年、民間学童保育の会合

に参加して、現場で働く職員や保護者から現状

の課題やご意見などを伺っておりますが、ただ

いまご答弁にございましたエアコンの整備につ

きまして、これに関しては、民間学童保育の皆

様方から大変感謝しているという声がございま

したので、引き続きさらなる環境改善に取り組

んでいただきたいと考えております。 

 また、そういった機会で、ひとり親世帯や多

子世帯への減免額を増やしてもらいたい。児童

の送迎を行った際に支給される助成金について、

支援の対象や要件を緩和してほしいなど、多岐

にわたる切実なご意見を頂戴しております。 

 その中でも、登録児童数が 19 人と 20 人の場

合における助成額の差の改善を求める声がとり

わけ強く寄せられておりました。具体的には、

登録児童数が 19 人と 20 人の場合では、札幌市

から支給される運営費助成の額に大きな差が生

じており、これがクラブ運営に深刻な影響を与

えているとのことでございました。また、年度

途中で登録児童数が 19 人以下になってしまっ

た結果、助成額が大きく変わり、運営が不安定

になったクラブもあると伺っております。 

 札幌市の住民基本台帳によりますと、年齢別

人口では、現在高校生から小学４年生までが約
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１万 5,000 人となっておりますが、今の小学校

３年生ぐらいから減少し、小学校１年生では約

１万 3,000 人、この下はさらに急激に子どもの

数が減ることになっております。こうした急速

な少子化の波は、民間学童保育の現場にも押し

寄せることは明白であり、今後、さらに登録児

童数が 19 人以下のいわゆる小規模クラブが増

えることが予想されます。 

 そこで、質問ですが、現在、登録児童数が

19 人以下の小規模クラブはどれくらいあるの

か。また、小規模クラブの運営に対する支援の

考え方についてお伺いさせていただきます。 

●斎藤子ども育成部長  19 人以下の小規模

クラブの数と運営に対する支援の考えについて

のご質問でございます。 

 １点目の小規模クラブの数でございますが、

令和７年、昨年の 10 月現在で、民間学童保育

全 42 団体中、約５分の１に当たります８クラ

ブが児童数 19 人以下の小規模クラブとなって

おります。 

 ２点目の小規模クラブの運営に対する支援に

ついてでございますが、札幌市では、民間学童

保育に対しまして、基本的に国の基準に基づい

て運営費等の助成を行っているところでありま

して、児童数が 19 人のクラブと 20 人のクラブ

における年間の補助基準額の差は、子ども・子

育て支援新制度が導入された平成 27 年度時点

では、133 万円ほどであったのに対しまして、

令和７年度は 120 万円ほどとなっておりまして、

その差は縮まってきてはおります。縮まってき

てはいるんですが、しかしながら、まだ依然と

してその差は大きいものと認識しております。 

 この差が今後も縮まっていきますよう、国に

対して様々な機会を捉えて、引き続き小規模ク

ラブへの補助制度の充実について要望してまい

りたいと考えております。 

●藤田稔人委員  本日は、ひとり親世帯、多

子世帯への減免、送迎の要件緩和、登録児童数

による運営費助成など、たくさんの要望のうち

から、三つほど取り上げさせていただきました

が、少子化、物価高の中、従来に増して重要な

課題であると認識しております。 

 札幌市から国への要望するものと札幌市が独

自支援するものとあると考えておりますが、毎

年民間学童保育の皆様方から寄せられている要

望の一つ一つの実現に向けて、着実に歩みを進

めていただき、民間学童保育が持続可能な制度

となるよう、留守家庭の子どもたちの大切な居

場所を守っていただきたいと考えております。 

 また、制度的な壁だけではなく、見えない壁

もあると伺っております。この点、教育委員会

の質疑でも取り上げるつもりでおりますが、先

般の大雪で学校が臨時休校になったり、あるい

はインフルエンザで学級閉鎖になったりしても、

民間学童保育には、学校から何の連絡もないと、

蚊帳の外であるということを伝えられておりま

す。子ども未来局がイニシアチブを握り、教育

委員会などと支援連携対策をしっかりと見詰め

直していただきたいと考えておりますので、ど

うかよろしくお願いいたします。 

 続きまして２点目、子どもの職業体験事業に

ついてお伺いをさせていただきます。 

 令和６年度から新規事業として開始されまし

た子どもの職業体験事業についてでございます

が、小学校５年、６年生の子どもが企業を訪問

し、そこで働く大人から仕事に関わる話を聞い

たり、実際に仕事を教わることで、子どもたち

が社会や職業への関心を高め、自分の将来を考

える大切さに気づく機会となっております。 

 子ども一人一人が将来の夢と希望を抱き、自

分らしい生き方を実現していく上で、職業体験

をする機会を持つことは、非常に重要であると

考えております。社会情勢が急速に変化してい

く現代社会において、子どもたちの職業観を醸

成し、生きる力を育むことが大切であり、自分

としても、私としても、本事業の立ち上げの段
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階から注目してまいりました。 

 そこで、質問ですが、令和７年度の子どもの

職業体験事業の実施状況についてお伺いさせて

いただきます。 

●斎藤子ども育成部長  子どもの職業体験事

業の令和７年度実施状況についてお答えをいた

します。 

 今年度は昨年度に引き続きまして、２回目の

実施となりましたが、事業趣旨に賛同いただき

ました 38 企業の皆様にご協力をいただき、小

学校の冬休み期間中に、子どもたちに 39 種類

の職業体験プログラムを実施したところでござ

います。なお、今年度は企業の皆様のご協力に

よりまして、体験内容ですとか、仕事内容を紹

介する動画を事前にホームページに掲載するこ

とで、申込みをする際に、子どもと保護者の皆

様が一緒に、職業について話しやすくするとい

った工夫を凝らしたところでおります。 

 また、募集については各小学校を通して、対

象の子どもに１人１枚渡るようにチラシを配布

したところ、定員 343 名の枠に対して、1,726

名の応募がございました。その後、抽せんによ

り参加者を決定し、当日は 316 名にご参加をい

ただきました。プログラム数、定員、いずれも

令和６年度、前年度より増やしており、子ども

たちにより多くの体験機会を提供できたものと

考えております。 

●藤田稔人委員  今年度は体験プログラムの

実施数や参加定員が増加し、また、内容的にも

充実していたということでございました。参加

した子どもたちや企業から様々な声を実際の現

場でお聞きしたり、アンケートを通して、聞き

取ったりしているとも思いますが、そのような

声を反映して、今後いかに生かしていく必要が

あるのか、お伺いさせていただきたいと考えて

おります。 

 そこで、質問ですが、２年間実施した子ども

の職業体験事業に対する評価と課題についてお

伺いさせていただきます。 

●斎藤子ども育成部長  ２年間実施しました

子どもの職業体験事業の評価と課題についての

ご質問でございました。 

 実施を行いましたアンケートでは、90％の子

どもたちが体験を通じて、自分の将来の夢や仕

事の大切さについて考えたと回答していること

や、97％の子どもたちが参加して満足と回答し

ていることから、子どもたちにとって、職業に

ついて考える貴重な機会となったところであり

ます。 

 一方で、今、子どもたちが体験できる人数が

限られておりまして、より多くの子どもたちに、

職業体験機会を提供していくことが課題である

と認識しております。また、企業への依頼から

参加者への通知、決定まで、一定の期間を要す

ることから、現行のように集約し、一律に実施

するとなりますと、冬休み期間中の実施となっ

ているところでありますが、この時期は天候や

インフルエンザ流行等の関係で、子どもが参加

しづらい時期ともなっているところであります。 

 ほかに、当事業以外に本市や民間企業でも、

多くの職業体験の取組を行っている一方で、子

どもや保護者からは、そのような職業体験の情

報に気づきにくいといった声が聞かれておりま

す。 

 こういった取組をより多くの子どもや保護者

に届ける必要性も課題として見えてきたところ

であります。 

●藤田稔人委員  令和６年度と７年度に実施

したところ、子どもたちが大変満足感が高いと

いうことでございました。 

 令和８年度予算におきましては、本事業が

600 万円から 200 万円と、予算が減少しており

まして、せっかく子どもたちが大変満足してい

る事業にもかかわらず、これから縮小となるの

が大変懸念しているところであります。先ほど

お聞きした課題についても、今後対応し、事業
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をよりよくしていくことが子どもたちにとって

も大変重要であると考えております。 

 そこで、質問ですが、令和８年度はどのよう

な取組を行う予定か、お伺いさせていただきま

す。 

●斎藤子ども育成部長  子どもの職業体験事

業、令和８年度の取組内容についてのご質問で

ございました。 

 令和８年度に向けては、今年度ご協力いただ

きました企業に、独自の職業体験実施をお願い

していくほか、本市ですとか、民間企業で多く

実施しております職業体験の情報を集約し、も

っと多くの子どもたちに、職業体験機会を提供

できるようにしていきたいと考えております。

また、この事業を２年間実施したことによりま

して、蓄積されたノウハウを元に職業体験を実

施する際の手引を作成いたしまして、新たな企

業の掘り起こしを行ってまいります。 

 引き続き、子どもたちが社会や職業への関心

を高め、自分の将来を考える機会を大切にして

いきたいと考えております。 

●藤田稔人委員  子どもの頃から幅広く様々

な職業に触れ、将来の夢や希望を思い描くこと

は、子どもにとって大変重要であると考えてお

ります。そのため、より効果的な手法で１人で

も多くの子どもたちが様々な職業に触れる経験

の中から職業観を醸成していただきたいと考え

ております。 

 最後に３点まとめさせていただきますが、子

ども未来局における本事業のほかに、教育委員

会や経済観光局、さらには民間でも類似の事業

を実施しており、それぞれ連携を深め、学齢に

よってどのような体験が必要なのか、役割分担

し、特に学校のキャリアパスポートにしっかり

と反映させながら、様々な職業体験事業を子ど

もたち一人一人にとって、一つのストーリーと

してしっかりと身になるものとしていただきた

いと考えております。 

 二つ目でございますが、先ほど令和８年度、

様々な工夫をしていくということにもございま

したけれども、特に人数に関しましては約 300

人がこの事業を経験したと。そして、抽せんで

かなわなかったという方、子どもたちも大変多

くいたということでございました。 

 現在、札幌市内に小５、小６が約３万人いる

ことを考えますと、１％ということでございま

すので、もっともっとたくさんの子どもたちに

職業体験の機会を拡大していただきたいと考え

ております。 

 また、冬休みが短くなっている、そして企業

様たちからしても、年始のお忙しいときに協力

していただくということでございますので、実

施時期をはじめ、先ほどおっしゃられていたと

おり、運営手法、調査につきまして、ぜひ改善

していただきたいと考えております。 

 最後に３点目でございますが、事業費が 600

万円から 200 万円に削減となっても、充実した

職業体験事業となるよう、最大限の努力をして

いただきたいと考えております。 

 この件につきましては、恐らく局マネジメン

トの選択と集中の中で削減となったと思われま

すが、そういった中で子ども未来局には、ほか

にも見直すべき事業があり、例えば、青少年育

成委員会による青少年を見守る店など、形骸化

している事業もございますので、次回の決算特

別委員会では、そういったことも取り上げさせ

ていただきたいと考えております。 

 大きな３項目めでございます。ＳＮＳを使用

した子どもの権利を侵害する行為について、質

問させていただきます。 

 大変残念なことではございますけれども、例

えば、旭川市での女子高生を暴行し、そして橋

から落とすという事件、あるいは江別市におけ

る大学生の集団暴行事件ですとか、そういった

大変痛ましい事件が、この札幌の近くでも起こ

ってしまっております。 



 

360 

 二つの事件につきましては、加害者、被害者

に当時未成年がいたということもございます。

そしてそういった中でも、大変これも残念だな

と思っておりますけれども、そういった様子を

動画で撮影する、あるいは拡散する、そういっ

たことが行われてしまっているということでお

ります。 

 こういったことのほかにも、昨今、類似の事

件が全国的にも行われておりまして、暴力行為

などを撮影した動画がＳＮＳ上に投稿拡散され

る。そういったことが低年齢化も進んでおり、

時にはこのような事件に関わる子どもたちが刑

事責任能力のない 14 歳未満であるということ

も、残念ながら伺っておりますし、そういった

事案につきましては、なかなか表に出てくるこ

とでもございませんので、恐らく我々が知って

いることは氷山の一角なのかなということで、

大変心を痛めているところでおります。 

 そこで、質問ですが、子どもの権利条例を持

つ札幌市として、こうした事案に対する受け止

めをお伺いさせていただきます。 

●斎藤子ども育成部長  ＳＮＳなどを使用し

た子どもの権利を侵害する行為に対する本市の

受け止めについてお答えを申し上げます。 

 昨今の事案については、報道でも承知してお

りまして、暴力行為やいじめは、子どもの心身

及びその後の成長や人格形成に深刻な影響を及

ぼす決して許されない行為であると考えており

ます。さらにＳＮＳ上で、その動画が投稿、拡

散されることは、子どものプライバシー侵害や

特定者への誹謗中傷など、より深刻な人権侵害

につながるおそれがあるものであります。 

 これらの行為は、札幌市子どもの権利条例に

定める安心して生きる権利や、自分らしく生き

る権利が侵害されている状況に当たると認識し

ております。 

●藤田稔人委員  国際的には、オーストラリ

アが 16 歳未満のＳＮＳ利用を全面的に禁止す

る法律を施行したり、国内においても愛知県の

豊明市が 2024 年に、スマートフォンゲームの

利用時間に関する取組を進めるなど、国内外で

も対策が講じられております。また、本市教育

委員会におきましては、学校の授業を通じて情

報モラル教育などを実施していると伺っており

ます。 

 そこで、質問ですが、子どもの権利の観点か

ら、子ども未来局として、どのように取組をし

ているのか、お伺いさせていただきます。 

●斎藤子ども育成部長  ＳＮＳを使用した子

どもの権利の侵害に関する取組内容についてお

答えをさせていただきます。 

 子ども自身が自分の思いや考えを表現すると

いうことは大切な権利であります。誰もが自分

らしさを大切にするためには、自分だけではな

く、相手にも同じように権利があるということ

を理解していただくことが必要となります。 

 このような意識を醸成するため、教育委員会

と連携しながら、授業等で活用できる条例パン

フレットを作成し、相手の権利も考えて行動す

ることの大切さを伝えてきたところであります。 

 今後は、今まさに委員のご指摘にありました

ように、ＳＮＳの使用について、特にＳＮＳの

使用の仕方によっては、相手を傷つける可能性

があるかもしれないことなど、具体の事例も取

り入れながら、子どもがお互いの権利を尊重す

ることの重要性を丁寧に伝えてまいりたいと考

えております。 

●藤田稔人委員  ただいま、教育委員会との

連携ですとか、るるご答弁ございましたけれど

も、子どもの権利推進課として、こういった事

案に関しては、決して見て見ぬふりをせずに、

絶対にこのようなことがあってはならないと、

そういった気概を持って、具体的な対応に努め

ていただきたいと考えております。 

 よく誰一人取り残さないですとか、誰一人取

りこぼさないという言い方をしますけれども、
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こういった聞こえのいい美辞麗句で終わってほ

しくないと、切に願っておりますので、子ども

に対する著しい人権侵害につきましては、たと

え１件でも、決してあってはならない、そうい

ったことで、ぜひ取り組んでいただきたいと考

えております。 

 最後になりますが、この子どもの権利条例に

つきましては、単なる理念にとどめることなく、

実効性のあるものとして、具体的な取組に結び

つけていただきたいと考えております。 

 最後に、４点目でございます。 

 東部児童相談所開設後の地域連携についてお

伺いさせていただきます。 

 先ほど来、東部児相につきましても、たくさ

んの質問がございました。私の住んでいるとこ

ろの小学校区に、東部児相ができましたもので

すから、距離が近くなったのはもちろんのこと

でございますけれども、その関係性も大変深ま

ったなということで、実感しているところでお

ります。 

 昨年の３定における代表質問におきまして、

新設される東部児童相談所を中心とする地域連

携の在り方について取り上げ、東部地域にある

４区の区役所をはじめ、所管する地域へのアク

セス性が大きく向上することにより、地の利を

生かした顔の見える関係づくり、さらには重層

的な支援体制の構築を進めていくという意気込

みをお答えいただいたところでおります。 

 開設から半年となり、新たな東部児童相談所

が地域において求心力を持って、頼られる存在

として機能し始めているのか。特に、日々の相

談業務の中で、関係機関と連携して、困難を抱

える世帯に実効性のある支援ができているのか、

大変気になっているところでもあります。また、

児童相談所には若い職員も多いことから、長き

にわたり、地域の児童福祉分野で活動する民間

の団体や職員など、外部の方々とともに学び、

意見を交わす。そうした積極的な関係づくりが

よいケースワークにつながっていくと考えてお

ります。 

 そこで、質問ですが、東部児童相談所の開設

後、地域の関係機関等との連携を、どのように

進めてきたのかお伺いさせていただきます。 

●山形東部児童相談所長  地域の関係機関等

との連携強化についてお答えいたします。 

 地域での生活に心配のある要支援児童につき

ましては、関係機関等と行政とが共通の認識に

立ち、切れ目の生じない支援を継続することが

重要と認識しております。 

 東部児童相談所の開設後、具体的な取組とし

ましては、各区役所の家庭児童相談室と、民間

で運営する児童家庭支援センターとの連携をよ

り重視しました相談３機関による実務者会議を、

新たに立ち上げまして、相談支援のレベルアッ

プに取り組んでいるところでおります。 

 今後は、こうした官民の連携を着実に進めな

がら、困難事例を共有する勉強会等も開催し、

地域一体となって、支援の専門性と結束を高め

てまいりたいと考えております。 

●藤田稔人委員  相談３機関による実務者会

議を立ち上げるなど、着実に歩みを進めている

ということでおりますので、ぜひ地域における

連携体制をさらに緊密に深めていただきたいと

考えております。 

 私の個人的な話を少しさせていただきますと、

地域の役職を幾つか担っておりまして、青少年

育成委員、少年補導員、主任児童委員など、や

らせていただいているところでおりますけれど

も、率直な思いとして、そういった地域の役職

者をもっと信頼していただいて、任せていただ

いていいかなと思ったりもしております。仕事

を持ちながら、寸暇を惜しんで役職を受けてお

りますので、そういった意味では形骸化したよ

うな、何かそういった役割ではなくて、本当に

お役に立てることに協力したいと思っておりま

すし、皆さんがそういった思いであると思って
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おりますので、ぜひもう少し、気軽にと言った

ら変ですけれども、気軽にお任せいただいても

いいかなと思っておりますので、ぜひそういっ

た連携も、これから深めていければいいかなと

思っております。 

 次に、大学との連携による取組についてお伺

いさせていただきます。 

 昨年の決算特別委員会におきまして、こじま

委員より東部児童相談所と近隣大学との連携強

化について、具体的に取り上げたところでおり

ます。その際の答弁では、厚別区の北星学園大

学や札幌学院大学といった各大学との連携を積

極的に進め、学生を一時保護所の補助職員とし

て採用することで、学生には実践の場を経験し

てもらう一方、札幌市としては、児童福祉に関

わる若者の裾野を広げつつ、将来的な人材確保

につなげていくという方向性が示されたところ

であります。 

 学生時代から児童福祉の現場に携わることは、

学生自身の成長につながるのはもとより、将来

の福祉人材の育成、採用という点において、着

実な足がかりになるものと考えております。大

学という地域の社会資源と新たな東部児相が連

携を深めていくことは、まさに地域全体で子ど

もを育む社会の実現に結びついていくものであ

ると考えております。 

 そこで、質問ですが、地域の各大学との連携

について、開設以降どのように取り組んできて

いるのか、お伺いさせていただきます。 

●山形東部児童相談所長  大学との連携によ

る取組についてお答えいたします。 

 東部児童相談所の所管区域には、社会福祉、

人文科学系の学部を有する五つの大学がござい

まして、学生に実践の場を提供し、福祉人材を

育成するという、そういった視点から、各大学

との関係づくりを積極的に進めてきたところで

あります。 

 東部児相開設後の成果としては、大学と学生

のニーズを丁寧に聞き取りながら、一時保護所

の補助的な職員に半年間で学生 50 人以上を採

用しております。また、２月からは大学の単位

と国家資格の取得につながる実習生の受入れも

本格的に開始しているところでおります。 

 一時保護所では、子どもたちにとっても、学

生は身近で頼れる相談相手となっておりまして、

今後も学生の受入れを進めながら、大学との協

働により、困難を抱えた子どもを支える取組を

推進してまいりたいと考えております。 

●藤田稔人委員  地域の福祉系５大学と関係

づくりを進め、一時保護所の補助的な職員とし

て、学生を 50 名以上採用したということでご

ざいました。学生が実習に臨む際など、本当に

真剣なまなざしで、真摯に取り組んでいると思

いますので、ぜひ積極的にご活用いただきたい

と思っております。ぜひ、そういった大学との

連携、協働を深めまして、安定した人材採用に

結びつけていただきたいと考えております。 

 また、隣にいる山田一郎委員から昨年の代表

質問で、北部児童相談所の必要性を訴えており

ましたが、もう一か所ということになりました

ら、また人材が必要ということでありますので、

そういった観点からも、ぜひこの人材確保につ

きましては、さらなる取組を進めていただきた

いと考えております。 

 最後になりますが、今年度をもって役職定年

となります佐藤学局長に質問させていただきた

いと思っております。 

 佐藤局長が通勤していると、その通勤経路途

中に、私、辻立ちキング、白石の元気玉、藤田

が立っていることが多々ございまして、そうい

った中で、この職場以外でも、いろいろと議論

させていただいたなと思っております。 

 私が議員に当選して間もない頃、佐藤局長は

スポーツ局の招致推進部だったと思っておりま

すけれども、ちょうど東京 2020 大会のマラソ

ンが来るぞということが決定した翌朝、たしか
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お会いしたなと思っておりますけれども、本当

に２人で、地下鉄のバスターミナルのところで、

喜び合ったなというのが、つい昨日のようなこ

とに思えております。その後、子ども未来局の

ほうに来て、子ども育成部長、そして現在、子

ども未来局長ということでおります。 

 今年度、児童相談所の２か所体制を実現し、

現在もそれぞれ運営に責任を負う立場におりま

すし、また、東部児童相談所だけではなく、北

部担当ということになっておりますけれども、

北部児童相談所への道筋も立てていただいたこ

とかと思っております。 

 佐藤局長におかれましては、局運営の方針と

して、現場主義を掲げ、毎週それぞれの児相に

足を運び、職員への声かけはもとより、子ども

たちの支援方針を決定する会議にも、オブザー

バー的に参加し、児相が直面する事案につきま

して、地域の実情の把握に努めていたと伺って

おります。そうした中で、子どものいる困難世

帯の支援は、支援者側がタイムリーに情報共有

し、それぞれが自身の立場や専門性に基づく役

割を果たしていくことが求められていると考え

ております。 

 札幌市におきまして児相２か所体制が始まり、

両所が的確に連携しながら、地域に根差した独

自性と専門性を発揮し、地域のネットワークの

中心となっていく、そうした体制の強化を続け

ていくことが必要だと考えております。 

 そこで、佐藤局長に質問でございますが、東

部児童相談所の運営が軌道に乗った今、来年度

以降の児童相談体制の強化を、どのように進め

ていくのか、お伺いさせていただきまして、私

の質問を終わらせていただきます。 

●佐藤子ども未来局長  今後の児童相談体制

の強化についてのご質問にお答えをいたします。 

 現在、東部児童相談所の開設効果の検証を進

めており、この半年間で所管する４区において、

関係機関や各大学等との地の利を生かした連携

が強化されてきたものと認識しています。 

 さらには、札幌市児童相談所が所管する地域

を分割し、新たに東部児相を設置したことで、

緊急時にも迅速な判断と対応が可能となり、両

所におけるエリアマネジメントが着実に進んで

おります。 

 今後、２所体制となった総括を行い、それを

踏まえた新たな施策を検討の上、令和８年度に

は、子どもの命を最優先に掲げる第４次児童相

談体制強化プランを策定してまいりたいと考え

ております。 

●ふじわら広昭委員  私は２項目質問します。

１項目めは、病児・病後児保育事業について、

２項目めは、母子父子寡婦福祉資金債権回収業

務についてです。 

 最初は１項目め、病児・病後児保育事業につ

いてです。 

 初めの質問は、ネット予約システム導入によ

る利用実績と効果についてです。 

 札幌市では、生後５か月から小学校６年生ま

での病気の子どもを、保護者に代わって一時的

に預かる病児・病後児保育事業を、市内六つの

区、７施設、定員 28 名で実施しています。 

 病児・病後児保育は、子育てと就労の両立を

支援するために、欠かせない取組である一方、

市民の利用ニーズを踏まえると、定員数が少な

く、市民が利用したいときには利用できない状

況が続いていました。こうした状況を踏まえ、

煩雑であった電話予約に伴う保護者負担の軽減

や当日キャンセルの抑制、ひいては施設の稼働

率向上を図るため、2025 年度からネット予約

サービスが導入されました。 

 そこで、質問ですが、さきの決算特別委員会

においても、ネット予約サービスの導入によっ

て、利用者の増加と利便性向上に、一定の効果

があったとの答弁がありましたが、運用開始か

ら１年を迎えるに当たり、利用実績とその効果

について改めて伺いたいと思います。 
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●山縣支援制度担当部長  ネット予約システ

ム導入による利用実績と効果についてお答えし

ます。 

 令和７年４月１日からネット予約システムの

運用を開始しておりますが、２月末までの利用

人数を昨年同月と比べますと、1,174 人から

1,741 人と 1.5 倍に増加しております。また、

運営上の大きな課題でありました当日キャンセ

ルにつきましては、前年同月の 919 件から 484

件に半減したことに加えまして、キャンセル待

ちの方の繰上げ利用が可能になったことから、

施設の受入れ枠の有効活用が進み、全ての施設

において稼働率が向上しております。 

 今年はインフルエンザも流行して、利用ニー

ズが集中した時期もございましたが、各施設に

おいて大きな混乱なく、定員枠を最大限活用し

た円滑な受入れが行われておりまして、システ

ム導入の効果があったと認識しております。 

●ふじわら広昭委員  ネット予約システムの

導入は、市民の利便性向上に大きな効果があっ

たものと評価します。また、今年度、利用者数

が大幅に増加した実績から、改めて本事業に対

する利用ニーズの高さというものを、子ども未

来局としても再認識したのではないかと思いま

す。 

 その一方で、非常に残念なことに、長年白石

区において病児保育を通じて、働く保護者を支

え、本事業にご尽力をいただいてきた勤医協菊

水こどもデイサービスが小児科の移転に伴い、

今月末をもって終了されると聞いております。

2007 年から継続して運営されてきた拠点が失

われることは、市民にとって極めて大きな損失

であると同時に、同サービスセンターの長年に

わたるご尽力に感謝と敬意を表したいと思いま

す。 

 札幌市は、アクションプラン期間中に 10 施

設への拡充を目標に掲げていますが、今回の施

設減少は、目標達成に向けた深刻な問題である

と感じています。特にこの施設は、市内中心部

に近く、市民の利用ニーズが高かったことを踏

まえると、市民の利便性を維持するための代替

的な受皿の確保など、実効性のある対応を早急

に進める必要があると言えます。 

 そこで、質問ですが、この施設の減少につい

て、どのように受け止め、具体的にどのように

対応していくのか。あわせて、依然として課題

となっている病児保育の空白地域への新規開設

に向けて、どのように取り組んでいくのか、札

幌市の考え方を伺います。 

●山縣支援制度担当部長  施設数の減少への

受け止めと新規開設への取組についてお答えし

ます。 

 勤医協菊水こどもデイサービス様には、長年

本市の病児・病後児保育事業を支えていただき、

これまでのご尽力に感謝するとともに、今回の

事業終了については、大変残念に受け止めてお

ります。 

 本市としましては、この事業終了に伴う影響

を最小限にとどめ、受入れ人数を引き続き確保

するために、令和８年度から既存４施設の定員

を、４名から６名へと拡大しまして、市全体の

受入れ枠を、これまでの 28 名から 32 名へと拡

大する見込みです。 

 あわせて、市民の利便性向上には、新たな受

入れ施設が必要でありますことから、医療機関

に対しましては、ネットワークシステムによる

稼働率の向上ですとか、今年度から導入した利

用実績に応じて、運営費が加算される仕組みを

施設運営上のメリットとして丁寧に説明しまし

て、開設に向けた働きかけを粘り強く進めてま

いりたいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  この項目の最後の質問

ですけども、広域利用に関する考え方について

であります。 

 新規施設の確保は喫緊の課題であります。さ

きの決算特別委員会では、施設の開設を促進す
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るためには、安定的に経営できる環境が必要不

可欠であり、現在、国がその有効な手段として、

自治体の枠を超えて施設を利用する広域利用を

推進していることから、札幌市として検討の必

要性を認識している旨の答弁がありました。札

幌市においても、近隣市町村から札幌市内に通

勤している保護者の方々にとって、勤務先近く

でお子さんを預けられる利点は大きいものと考

えますが、現在でも利用したくても予約が取れ

ないという札幌市民にとって、市外居住者も利

用可能となることへの不安は無視できません。 

 そこで、質問ですが、広域での利用が開始さ

れた場合、札幌市民の利用をどのように確保し

ていくのか、基本的な考え方を伺いたいと思い

ます。 

●山縣支援制度担当部長  広域利用に関する

考え方についてお答えします。 

 広域利用は施設の稼働率を向上させ、安定的

な運営に寄与する可能性がある一方で、市内施

設の受入れ枠には限りがある現状を踏まえます

と、まずは札幌市民の利用を最優先に確保する

ということが、何より重要であると考えており

ます。そのため札幌市民を優先として、利用調

整を行った上で、前日夕方になお、施設に空き

があるという場合に、近隣市町村在住の方の利

用を認めるといった、あくまでも施設の空きを

活用するといった形での運用を想定しておりま

す。 

 次年度は、まずは試行的に受入れを実施しま

して、その結果を検証した上で、近隣自治体と

具体的な運用ルールについて協議を進めてまい

りたいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、次

の質問に移りたいと思います。 

 要望の１点目としては、アクションプランで

示している 10 か所の受入れ施設を早急に実現

していくべきだと思います。 

 そういう観点を踏まえて、２点目としまして

は、やはり市立札幌病院における対応に必要な

費用は、やはり一般会計から全て確保すべきだ

と思います。 

 財政部長もいらっしゃいますけれども、ぜひ

ともこの間の進捗状況を、報告を受けておりま

すけれども、双方を子ども未来局と市立病院で

は、ある程度のこの議論が進んでいるというこ

とでおりますけれども、やはり財政問題が大き

な課題となりますので、その点をしっかりと受

け止めて、早期の実現を図っていただきたいと

思います。また、新年度から試行的に実施しま

す広域連携については、十分な効果を検証して、

市民が不利益にならないような対策をしっかり

と講じていただきたいと思います。 

 次は、２項目め、母子父子寡婦福祉資金債権

回収業務についてです。 

 初めの質問は未収債権の額と委託対象債権に

ついてです。 

 母子父子寡婦福祉資金は、ひとり親家庭の経

済的な自立と扶養している児童の福祉増進を目

的として、12 種類の資金を無利子または低利

子で貸し付けるひとり親家庭を支える大変重要

な制度であります。札幌市における貸付けの手

続や償還の相談については、各区役所の母子婦

人相談員が中心となり、各家庭の生活状況を確

認しながら、寄り添った伴走支援を行ってきま

した。今年度から債権回収の一部が外部委託さ

れておりますが、運用段階で債権者から苦情が

寄せられるなど、課題が浮き彫りになっていま

す。 

 そこで、質問ですが、制度全体の未収債権額

とその中で、今回外部委託の対象となった債権

の件数や金額、現在の回収実績はどのようにな

っているのか伺います。 

●札場子育て支援部長  未収債権の額と委託

対象債権についてお答えいたします。 

 貸付金の未収債権は、令和６年度末時点で約

４億円であり、そのうち、今回の外部委託の対
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象としましたのは、回収可能性等も勘案し、平

成 15 年度から令和２年度までに発生した未収

債権のうち、477 件、約１億 7,000 万円でござ

います。回収実績は２月末の時点で約 5,300 万

円、回収率としては 31.2％となっております。 

●ふじわら広昭委員  全体で４億円の未収債

権がある中で、今回の回収可能性などを約１億

7,000 万円分を委託したということで、一定の

回収があったということでもあります。 

 次は、事業者選定手続についてです。ただ、

業務の進め方には、いろいろ課題があったので

はないかと思うわけであります。外部委託をす

る前に、昨年の予算特別委員会において、私が

当該委託に関して質問した際に、札幌市からは、

福祉資金の制度や制度目的やひとり親家庭が置

かれている状況に十分な理解があることなどを

条件に選定するとの答弁がありました。 

 そこで、質問ですが、今回、弁護士法人ライ

ズ綜合法律事務所が受託者となりましたが、ど

のような手続や基準で選定を行ったのか、伺い

たいと思います。 

●札場子育て支援部長  事業者選定手続につ

いてお答えいたします。 

 業務委託に当たりましては、実績のある事業

者の専門的知識を活用するため、公募型プロポ

ーザル方式で選定を行いました。当初、複数者

が関心を寄せておりましたが、結果として、本

件受託者である１者のみの応募となり、選定委

員会において、企画提案を受け、評価を行った

ところでおります。 

 委員会におきましては、類似業務の実績や実

施体制などに加え、福祉的観点からも配慮がさ

れた提案となっているかを評価した結果、最低

基準点を上回る提案内容であったため、当該事

業者を選定することとしたものでございます。 

●ふじわら広昭委員  次は、委託結果の受け

止めと今後の委託についてです。 

 選定手続自体は、適正に行われたのかと思い

ますが、実際の運用では、答弁との間にギャッ

プがあったと言わざるを得ません。 

 私は昨年の予算特別委員会で、詐欺の懸念な

どを防ぐため、委託前に札幌市長名で事前通知

を行うことを求めておりましたが、実施されま

せんでした。そのことにより、債務者に大きな

負担、不安を与え、混乱を生じさせたと思いま

す。 

 債権者とはいえ、ひとり親家庭という厳しい

状況に置かれている方々が多い中、札幌市から

の事前通知もなく、突然、法律事務所から受託

通知と督促状が送られるというやり方は、福祉

的な配慮に欠けていたと思います。また、混乱

のもう一つの要因として、一時的に納付が滞る

ことはあっても、長年分割納付を続けていた方

に対しても業者が高圧的な態度で、一括納付を

求め、債務者が返済に困り、民事調停に発展し

たケースもあると聞いております。 

 そこで、質問ですが、札幌市としては、この

ような結果を、どのように受け止めているのか。

また、来年度も外部委託を行う考えがあるのか、

委託を考えているのであれば、どのように改善

を図るのか伺いたいと思います。 

●札場子育て支援部長  委託結果の受け止め

と今後の委託についてお答えいたします。 

 今回の委託におきましては、事前に市長名で

文書通知を行わなかったほか、受託者の対応に

多くのご意見をいただくなど、債務者の方にご

心配とご迷惑をおかけしたことを真摯に受け止

めております。 

 来年度も改めて公募し、委託する予定ではお

りますが、今回発生した課題を踏まえて、札幌

市名義での事前通知や受託者との密な情報共有

など、福祉的観点からの配慮を行い、しっかり

と運用を改善してまいりたいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  最後の質問になります

けれども、次の質問は納付方法の改善について

です。 
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 現在の契約は年度末までとなっております。

今後のためにもしっかりと検証した上で、適切

な業務委託となるよう改善すべきです。 

 委託する債権については、長期間納付がない、

連絡が取れない債権を優先し、委託業者への支

払い報酬も他都市などと比較し、適切な水準と

し、強引な取立てを誘発することは避けるべき

であります。 

 一方、債権回収を適切に行う以前に、現在の

貸付金のシステムが古く、口座振替やコンビニ

払いに対応できないために、金融機関で納付書

払いをするしかなく、債務者にとってみると、

支払いやすい環境が整っていないという根本的

な問題があります。実際に債務者の方から、納

付書では金融機関が開いている時間でなければ

支払えず、平日は仕事や育児が忙しくて、支払

うことが時間的に難しいという。また、口座振

替やコンビニ払いなど、支払い方法を多様化し

てほしいという切実な声が、私どもの会派に寄

せられております。残念ながら札幌市は、いず

れの方法も対応しておりません。調べてみます

と、道内でも旭川市などで、口座振替で支払い

ができ、利用者の 93％が口座振替を選択して

いるとのことです。また、23 年度の数値であ

りますけれども、口座振替が普及している旭川

市の償還率が現年度で 87.9％、過年度で

13.3％であるのに対し、札幌市は現年度が

78.7％、過年度が 7.8％にとどまっております。 

 業務委託をする前に、まずは他都市のように

口座振替などの支払いがしやすい環境を整える

ことが、利用者の無理のない返済を促し、結果

として全体の収納率向上に直結することにつな

がると思います。 

 そこで、質問ですが、納付方法について、口

座振替などに対応できるよう、早期にシステム

改修を行うべきと考えますが、見解を伺います。 

●札場子育て支援部長  納付方法の改善につ

いてお答えいたします。 

 現行のシステムは、市の業務の土台となる基

幹系システムの更新に伴いまして、令和９年

12 月までに、新たなシステムへの移行が必要

となっております。 

 新たなシステムの導入に当たりましては、他

自治体の例も参考にして、事務効率や市民の利

便性に資する機能、システム導入に係る全体の

費用などを精査した上で、よりよいものになる

よう、検討を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、質

問を終わりたいと思います。 

 まず、１点目といたしましては、札幌市の基

幹システムの更新が進められており、そういう

関係からこのシステム、現在の古いシステムに

ついても、更新が必要と思われます。そうした

ことによって、ひとり親家庭の皆様が、無理な

く安心して返済できる環境を整えるために、シ

ステム改修にかかる費用については、今年の第

２回定例市議会で、補正予算での対応を含めて、

前倒ししていくことを速やかに対応することを

強く求めておきたいと思います。 

 また、今後の債権回収の業務委託についてで

ありますけれども、先ほども指摘しましたよう

に、新年度も外部に委託をするのであれば、ま

ず札幌市市長名で、必ず某社が償還業務を札幌

市に代わって行うということをしっかり通知し

ていただきたいと思います。同時に、委託業者

に対しては、詳細な説明を行い、例えば札幌市

と合意した現在の支払い方法を周知した上で、

高圧的な返済や支払いの方法を求めないように、

強く求めておきたいと思います。 

 また、国に対しては、この物価高騰の中であ

りますので、札幌市で利用している皆さんは、

大学、高校などに通うための修学資金や、また

就学に伴う必要な資金が、この二つで全体の借

入れの 90％を占めている状況にありますので、

ぜひとも国に対しては償還期間の延長を働きか
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けていただきたいと思います。また、各区の母

子・婦人相談員の研修の充実と体制の強化を求

めておきたいと思います。 

 先ほども申し上げましたけれども、支払いの

方法について、銀行だけではなくて、銀行だけ

の取組ではなくて、口座振替やコンビニからの

支払いがしっかりと可能となるように取り組ん

でいただきたい。このことを強く求めて、質問

を終わります。 

●山口かずさ委員  私からは、保育施設の定

員割れと今後の在り方についてお伺いします。 

 札幌市ではこれまで、待機児童対策として保

育施設の整備を進め、現在は待機児童ゼロを維

持しています。しかし、一方で、子どもを取り

巻く状況は大きく変化してきています。少子化

は急速に進行していて、札幌市の出生率は

2023 年に１万 456 人、2024 年には 9,669 人と

なり、60 年以上ぶり１万人を下回る状況です。

こうした状況を踏まえると、これまでのように、

保育施設の整備を進める視点だけではなく、整

備してきた施設を、今後どのように生かしてい

くのかという視点も、ますます重要になってく

るのではないかと考えています。 

 そこで、現状について確認します。 

 札幌市内の保育施設について、認可保育所等

の施設数、定員数、入所児童数、入所率、定員

割れしている施設数とその人数の現状は、どの

ようになっているのか、具体的にお伺いします。 

●山縣支援制度担当部長  市内認可保育所等

の現状についてお答えします。 

 令和８年２月１日時点での認可保育所等の施

設数は 559 施設、定員は３万 5,209 人、入所児

童数は３万4,400人で、入所率は97.7％となっ

ております。また、そのうち、入所者数が定員

を下回っている施設は 305 施設あり、その人数

は 2,701 人です。 

●山口かずさ委員  559 園中 305 園、約 54％

の園が定員割れ、約 2,700 人分の空きがありま

す。この状況を踏まえて、出生率の減少が続く

中で、今後、保育施設のさらなる定員割れが生

じる可能性について、札幌市としてどのように

認識しているのか、お伺いします。 

●山縣支援制度担当部長  さらなる定員割れ

の認識についてお答えします。 

 札幌市の出生数は減少傾向にありますが、一

方で女性の就業率の上昇などに伴いまして、保

育所等の利用を希望する方の数は増えている状

況であります。 

 ですので、保育需要の見通しは、令和８年度

にピークを迎え、その後もしばらくは高い水準

で推移するものと見込んでおり、数年以内に大

幅に定員を下回る段階にはないものと考えてお

ります。 

●山口かずさ委員  一定の園で定員を超過し

ている一方で、現在でもやむを得ず児童が集ま

らず、定員割れしている、ないしは定員を少な

くして運営している園が、ここポイントなので

もう一度言いますが、559 園中 305 園、約 54％

が定員割れで、その空きは約 2,700 人です。 

 私の娘はゼロ歳児のときから、開園から 15

年続いた保育施設にお世話になって大きくなっ

てきました。娘を産んで間もなく、保育園探し

は難航しており、両親に預けて、私は議会に復

帰しました。その後、生後 10 か月になる頃に、

札幌市で初めて開園した保育ママに娘を託すこ

とができました。 

 当時、札幌市では、待機児童数が 929 人に上

り、保育の選択肢は極めて限られた状況でした。

小規模な受皿である保育施設が地域にとって重

要な役割を果たしていた頃でした。その後、こ

の園は小規模保育Ａ型として、定員５人から

10 人に拡大されて、地域で長く愛され、子ど

もたちを預かってきました。しかし、この３月

末をもって廃園となります。地域に根差した施

設であっても、維持が難しくなっている現状が

あるんです。 
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 現在は、待機児童ゼロを維持するまで改善し

ましたが、出生率の減少や人口構造の変化に伴

って、保育施設の定員や運営状況も変化してき

ています。待機児童対策として保育施設の整備

を進めてきた時代から少子化を前提に保育施設

の在り方を考えていく時代へと保育施策も大き

な転換期に差しかかっています。 

 保育施設の整備には多くの公費が投入されて、

設備の維持や運営は、将来にわたって市の財政

にも関わる重要な課題です。施設の維持を検討

するに当たって、現在の定員割れ、定員縮小の

実情を正しく把握することが、未来の施設活用

考える第一歩になると考えています。 

 そこで、現在、やむを得ず定員割れしている、

または定員を縮小して運営している園があるこ

とについて、市としてその要因や背景を、どの

ように捉えて対策に取り組んでいるのか、お伺

いします。 

●山縣支援制度担当部長  定員割れ、ないし

定員減少している園の要因と対策についてお答

えします。 

 主な要因としましては、立地等による保護者

の方の入園希望の偏りがあることに加えまして、

保育人材の不足により、必要な職員体制が確保

できないことが考えられます。 

 その対策としましては、各区の保育コーディ

ネーターによるきめ細やかな入所調整ですとか、

求職者と施設のマッチングによる各園の人材確

保の支援などの取組を行っているところであり

ます。 

●山口かずさ委員  きめ細やかな入所調整な

どにより、空きのある保育施設を利用してもら

う取組も大切ですけども、保育需要がさらに減

少した場合に備えて、保育施設の空き教室や空

き定員を、どのように活用していくかを今から

考えていかなければならないのではないでしょ

うか。 

 このことを考えるに当たっては、保育の分野

に限らない広い視野で、子どもの未来のためと

いう長期的な見通しを立てながら検討を進めて

いくことが求められると思います。 

 ですので、最後に佐藤局長にお伺いします。 

 私の娘の園のように、15 年間地域で愛され

てきた小規模保育施設でも、人口減少の影響で

廃園になるケースがありますし、実際、子ども

が集まらなくて、定員割れないし、定員規模の

縮小をせざるを得ないという声も多く、私のと

ころに届いています。この現実を踏まえて、今

後の保育需要の減少に伴い、保育施設の在り方

について、具体的かつ明確な方針を示すべき時

期に来ていると考えています。 

 市として、今後どのような方向性で取り組ん

でいくのか、また、その現実に向けた揺るぎな

き覚悟について佐藤局長にお示しいただいて、

私の質問を終わります。 

●佐藤子ども未来局長  保育需要減少に伴う

今後の保育施設の在り方についてのご質問にお

答えいたします。 

 長きにわたり地域を支えてこられた保育施設

への思い、将来の保育環境に対する強い危機感、

これらはしっかりと受け止めさせていただきま

す。今後、将来的な保育需要の動向を見据え、

子どもたちの健やかな育ちのために、地域の保

育資源を含め、どのような環境を整えていくべ

きか、長期的な視点で検討を着実に進めてまい

ります。 

●成田祐樹委員  ラストバッターです。強力

なバッテリーだと思うんですけど、打ち負けな

いように簡潔にやりたいと思います。 

 私からは、放課後児童クラブについてお伺い

したいと思います。 

 近年は、共働きが増え続けていることもあり、

より一層放課後児童クラブの必要性が高くなっ

ていると感じております。特に、小学生が放課

後に安全に過ごせる場所を提供するという観点

から保護者の期待やニーズは高く、低学年にな
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ればなるほど、その必要性は高くなっているの

ではないでしょうか。 

 特に、札幌市の場合は、急速に人口が増えた

というまちの成り立ちを考えると、港町などの

他市と比べて、近所付き合いなどが決して多い

都市ではなく、また、地域による見守り、例え

ば近所の方が子どもを預かってくれるようなと

いうことがないような場所であります。そのよ

うな中において、放課後児童クラブについては、

大変重要な仕組みであると感じております。 

 ここでお伺いしますが、まず、札幌市全体に

おける児童数と、その中で放課後児童クラブを

利用している児童数、そしてその割合がどのよ

うになっているのか、ここ数年の傾向も含めて、

まずはお聞かせください。 

●斎藤子ども育成部長  札幌市全体における

児童数、放課後児童クラブを利用している児童

数、及びその割合の推移についてお答えを申し

上げます。 

 札幌市全体における小学生の数は、令和２年

５月１日時点で８万 9,609 人であったのに対し、

令和７年５月１日時点では８万 5,209 人となり、

この５年間で 4,400 人減少しております。 

 一方、児童会館及びミニ児童会館における放

課後児童クラブの登録者数は、令和２年の４月

末時点で２万 1,247 人であったのに対し、令和

７年４月末時点では、２万 5,124 人となり、

3,900 人ほど増加しております。登録割合は令

和２年で約 23.7％、令和７年が約 29.5％とな

っております。 

 また、放課後児童クラブの４月における１日

当たりの平均利用数の推移は、令和元年に

46.7 人でありましたが、令和２年度はコロナ

の影響もあり 28.2 人と激減。その後は回復傾

向にありまして、直近の令和７年では 54.7 人

であったところでございます。 

●成田祐樹委員  今、児童数が減っているの

に対して、逆に登録者数が増えてきているとい

うところで、実際に利用している人数も増えて

いるということが今の答弁から分かった状況で

す。 

 ただ、先ほどおっしゃっていただいたように

コロナ禍の状況データも含まれていますので、

全てを右肩上がりと捉えるのには早急かもしれ

ませんが、少なくとも現時点では伸びつつある

ということが分かったかと思います。 

 この放課後児童クラブも、施設単体で利用す

る児童会館と、小学校内に設置するミニ児童会

館があります。児童会館を有しているところは、

最初の設置時点で、それなりの大きさや面積を

有していると思いますが、ミニ児童会館で運営

しているところに関しては、基本的には登録さ

れた人数に応じて空き教室などを利用して、運

営していると思います。当然ながら、これは利

用者数が増えれば、新たに空き教室を追加して

利用する必要があり、その場合は必ずしも教室

同士が隣接するわけではなく、ミニ児童会館の

スペースが離れるなど決して環境はよいとは言

えない学校もあるわけです。札幌市も学校の統

廃合に合わせて、新たな児童会館の再配置等を

進めておりますが、地域的にはそのような再整

備の見込みがなく、古くなった学校の一角を使

い続けなければならない地域もあります。ただ

でさえ、児童会館と比べると機能的には劣るわ

けですから、これ以上環境に差がついてしまう

と、なかなかそれを見過ごすというわけにはい

かなくなると思っております。 

 ここでお伺いしますが、利用者の増加傾向に

合わせたミニ児童会館の環境改善に関しては、

どのように考えているのか、見解をお聞かせく

ださい。 

●斎藤子ども育成部長  ミニ児童会館の環境

改善についてのご質問でございました。 

 放課後児童クラブの運営に当たりましては、

国が定める放課後児童クラブの設備及び運営に

関する基準に基づきまして、児童１人当たり、
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おおむね 1.65 平方メートル以上の面積を確保

することとしております。利用者のニーズは

年々増加傾向にあるところであり、特に学校の

空き教室を活用しているミニ児童会館におきま

しては、限られたスペースの中、いかにして子

どもたちが安全・安心に遊ぶことのできる環境

を確保するかが重要であると考えております。

このため、毎年度の利用状況を調査し、既存の

スペースのみでは、基準面積の確保が困難な場

合には、学校の理解とご協力を得ながら、放課

後の時間帯に多目的室や図書室などの学校施設

を借用するなど、柔軟な活動スペースの確保に

努めているところです。また、過密化傾向にあ

るミニ児童会館の環境改善を図りますため、学

校と協議、調整の上、年に２館、ミニ児童会館

の拡張工事を実施しております。 

 今後も各学校へのアンケートを実施するなど、

連携の好事例や課題の共有を通じて、学校との

密接な連携体制をさらに深めまして、安全・安

心な放課後の居場所づくりに向けた環境の整備

に取り組んでまいりたいと考えております。 

●成田祐樹委員  施設の更新等を含めて、い

ろいろと所々の条件含めて、負担が生じるとい

う部分があるかと思います。しかし、やはり特

定の学校だけ、極端に不利益な状況が続くので

あれば、それは公平性の観点からも疑問が出て

きてしまいます。登録者が増え続けているとい

う状況を考えると、教室を付け足していくよう

な形で続くのであれば、その環境差が開いてい

ってしまうということをまずは指摘をさせてい

ただきたいと思っております。 

 そのような中で、現在とある学校のミニ児童

会館の館長さんが定年退職により運営から離れ

ることになったそうなんですが、代わりが見つ

からず、後任の館長は複数の学校を兼任すると

いう形になると伺いました。ただでさえ、施設

的には不利な状況なのですが、そこに重ねて人

材までいなくなるというのは、大変大きな課題

だと受け止めております。 

 ミニ児では、校長などを経験されている館長

さんがいることによって、安定した運営ができ

ていると考えておりますし、所管が違いますが、

そこで働いている教員の方々との情報共有とい

う点においても、やはりその信頼度というもの

は、変わってくるのではないかと思うわけです。

しかしながら、昨今では館長の成り手がいない。

そもそも指導員の成り手もいないといった話が

出てきております。需要が伸びているのに、そ

れに対応する部分が衰退している状況になって

いるというのは、今後、大きな問題になってく

るのではないでしょうか。 

 ここでお伺いしますが、放課後児童クラブに

おける館長の役割を、まずお聞かせください。

また、その館長が新年度は市全体において、ど

のように配置されるのか、見解をお聞かせ願い

たいと思います。 

●斎藤子ども育成部長  放課後児童クラブに

おけます館長の役割、そして新年度の配置予定

についてお答えを申し上げます。 

 児童会館及びミニ児童会館の館長は、施設全

体の運営統括のほか、職員が働きやすい環境の

整備、地域住民や関係機関との連携、さらには

児童や保護者からの相談対応など、施設を統括

する責任者として、多岐にわたる役割があるも

のと認識しております。 

 児童会館及びミニ児童会館とも、それぞれ常

駐の館長を配置することが望ましいと考えてお

りますが、現在、館長を担う人材が不足してい

ることもあり、多くのミニ児童会館において、

児童会館の館長が兼任しているという状況でご

ざいます。新年度における館長の配置につきま

しては、現在、指定管理者において調整中のと

ころでございます。 

 こうした限られた人材の中ではありますが、

館長が担う重要な役割を踏まえ、適切に配置で

きるよう、指定管理者と協力して、取り組んで
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まいりたいと考えております。 

●成田祐樹委員  多くのところで兼任が続く

というようなお答えだったかとは思っておりま

す。やはり館長さんの役割を考えると、状況と

してはよくないと思っております。これは、学

校の先生方も非常に心配していると思うんです

ね。同じ学校といった施設の中にあるけど、所

管が違うから、これは教員もうまく関与できな

いという状況にあります。ただでも難しい状況

なのに、そこでミニ児だけが、放課後児童クラ

ブだけがうまくいかないとなってきたら、これ

は教育委員会という所管が違っても、学校全体

が心配されてしまうということになってしまう

と思います。保護者からしたら、これは子ども

未来局、教育委員会所管だという話は分からな

いわけで、全部まとめて一くくり、やはり学校

と感じてしまうと思います。 

 そのような中で、ミニ児だけがちょっと運営

が少しあんまりよくなくなってきたなんて話に

なると、これは学校全体の評価にも関わってき

ますし、そういったことで、せっかく今まで頑

張ってきた部分を、なかなか無にしてほしくな

いなと思いますので、ぜひ、そこは注視してい

ただきたいと思います。特に、今このような状

況になって、人がいなくなると負担が重くなっ

て、さらに人材不足を招きます。いかに早く、

その兆候を食い止めるかということになると思

うんですが、そのためには、今の待遇で本当に

よいのか、もう一回見直しをかけていかないと、

今後は仕組みそのものが、うまくいかなくなる

んではないかなと思っております。 

 ここで最後にお伺いしますが、今後、放課後

児童クラブの軸となる館長などの人材確保を、

どのように行っていくのか、見解をお聞かせ願

いたいと思います。 

●斎藤子ども育成部長  放課後児童クラブに

おける人材確保についてのご質問でございまし

た。 

 館長職の確保につきましては、指定管理者に

おいて、定年を迎えたプロパー職員を新たに館

長職として再雇用するなどの取組を進めており、

併せて子ども未来局としても、指定管理者が市

立学校の校長経験者などを専門指導員として採

用できるよう教育委員会等との連携も行ってい

るところでおります。 

 児童会館及びミニ児童会館の業務水準を維持

していけるよう、今後も札幌市としてこうした

取組を積極的に進めていくとともに、指定管理

者が行うプロパー職員の計画的な採用及び育成

について、札幌市も協力して、様々な方策につ

いて検討してまいりたいと考えております。 

●成田祐樹委員  最後、要望です。 

 ハード的な部分に関しては、どうしても子ど

も未来局だけで関与できない部分があると思い

ます。また、整備も難しいと思っております。

そうするとソフトの部分、やはり人材の部分を

どうするかという話になってくると思います。 

 そのような状況になったときに、じゃあ、一

体何をやったら人が集まるかといったときに、

なかなか難しい状況だと思います。本当に多分

待遇の部分を何とかしていかないと、これはま

ずいんじゃないかと。今、状況の中で、少なく

ともほかのいろんな皆さん要望、議員の皆さん

要望がありますけど、何か拡充してくれという

話ではなくて、今既存のものがだんだん悪くな

ってきていると。そういったことを食い止めな

ければ、非常に状況が悪くなってきますので、

ぜひ、それを食い止めるような状況にしていた

だくということ。 

 また、待遇の改善という部分はどうしてもや

はり財政的な部分が関わってきますから、財政

局の皆さんもしっかりその部分を受け止めて、

考慮していただくことを求めまして、質問を終

わります。 

●かんの太一委員長  以上で、第２項 子ど

も福祉費等の質疑を終了いたします。 
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 以上で、本日の質疑を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、３月 19 日木曜日午後

１時から、教育委員会関係の質疑を行いますの

で、定刻までにご参集ください。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

    ――――――――――――――     

      散 会 午後７時 30分 

 


